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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

  
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人住宅金融支援機構（以下「機構」という。） 
評価対象事業年

度 
年度評価 平成 29 年度 

中期目標期間 平成 29～32 年度（第三期中期目標期間） 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 国土交通省 
 法人所管部局 住宅局 担当課、責任者 総務課民間事業支援調整室 室長 中尾 晃史 
 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策評価官 日向 弘基 
主務大臣 財務省 
 法人所管部局 大臣官房 担当課、責任者 政策金融課 課長 水野 敦 
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 文書課政策評価室 室長 渡部 保寿 

 
３．評価の実施に関する事項 
評価の実効性を確保するため実施した手続き等は以下のとおり。 
（１）外部有識者意見聴取 
・機構の評価等に係る外部有識者として、下記５名に意見聴取を実施。 
＜機構の評価等に係る外部有識者（敬称略。五十音順。）＞ 
角  紀 代 恵   立教大学法学部教授 
川 口 有 一 郎    早稲田大学大学院経営管理研究科教授 
中 村  里 佳   公認会計士 
村 本       孜   成城大学名誉教授 
家 森  信 善   神戸大学経済経営研究所教授 

・意見聴取の方法としては、以下の２種類を実施。 
 ①事前ヒアリング（平成 30 年６月７日(木)～13 日(水)） 
   ヒアリング形式で実施。各外部有識者より個別に、機構の自己評価（案）を中心に意見を聴取。 
 ②外部有識者会議（平成 30 年６月 26 日(火)） 
   会議形式で実施。外部有識者に参集いただき、主務大臣の評価（案）を中心に意見を聴取。 
・上記①、②については、本資料において主な外部有識者意見を記載するとともに、その意見聴取概要を国土交通省のホームページにおいて公表することにより透明性の確保を図っている。 
 
（２）理事長ヒアリング（平成 30 年６月 26 日(火)） 
・上記外部有識者会議の場において、加藤利男機構理事長より、機構の業務実績・自己評価等についてヒアリングを実施。 
 
（３）監事意見聴取（平成 30 年６月 21 日(木)） 
・機構監事３名（齊藤 隆弘、船越 恵子及び中山 峰孝。敬称略。）より、機構の業務実績・自己評価等について意見聴取を実施。 

 
４．その他評価に関する重要事項 
特になし 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 
Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。 （参考）第三期中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

 

平成 29 年度 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

    
評定に至った理由 「独立行政法人の評価に関する指針」（平成 26 年９月２日総務大臣決定）及び「国土交通省独立行政法人評価実施要領」（平成 27 年４月１日国土交通省決定）の規定に基づき、

重要度の高い項目を考慮した項目別評定の算術平均（以下算定式のとおり。）に最も近い評定が「Ｂ」評定であること、及び下記「法人全体の評価」を踏まえ、「Ｂ」評定とす

る。 

【項目別評定の算術平均】 

（Ａ４点×１項目＋Ｂ３点×４項目＋Ｂ３点×１項目×２）÷（６項目＋１項目）＝3.14･･･ 

  ⇒算術平均に最も近い評定は「Ｂ」評定である。 

※算定に当たっては評定毎の点数を、Ｓ：５点、Ａ：４点、Ｂ：３点、Ｃ：２点、Ｄ：１点とし、重要度の高い１項目（項目別評定総括表、項目別評定調書参照）については加

重を２倍としている。 
 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価 項目別評定のとおり、評価項目全６項目のうち１項目について「中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている」、５項目について「中期計画における所期の目標を達成

している」と認められる業務運営を行っており、特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、安定的な経営が実現できていることから、法人全体としておおむね中期計画にお

ける所期の目標を達成していると認められる。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
該当なし 

その他改善事項 該当なし 
 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
該当なし 
 

 
４．その他事項 

監事等からの意見 ・委託金融機関管理は、今後非常に重要になってくるのではないか。これまでは、委託金融機関に足りないところは機構がカバーすることで業務を行ってきた側面もあったが、これ

からは委託先の責任をより明確にし、毅然とした対応により指導・監督していく必要がある。 

・第二期中期目標期間まで、機構は独立行政法人改革、財務改善を中心に取り組んできた。第三期中期目標期間は、財務改善に一定の目処がついたことから、より明確に政策実施機

関としての役割を果たしていかなければならない。経営層はそういった役割を現場に伝えることに注力しており、役職員への浸透度は高い。今後は、今中期目標期間の目玉である

地域連携施策や、本格化していく国際業務について、さらなる取組が期待される。与えられた目標を達成できるよう、自治体やエンドユーザーなどのニーズに沿った新商品の開発

や制度改正、人材育成などに積極的に取り組んでいく必要がある。 

その他特記事項 外部有識者より、法人全体に対する評価として以下の意見があった。 

・第三期の初年度であり、業務実績は堅調。第二期までの課題であった繰越欠損金も解消し、第三期は順調にスタートしている印象である。 

・政策が目指す国民の住生活を実現するため、住宅金融市場や住宅市場をより望ましい方向へ導くという機構の政策実施機関としての仕事ぶりがより明確になってきた。 
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・引き続き、住宅金融市場において先導的役割を果たすべく、研究活動の充実、情報発信機会の増加などの取組が期待される。 

・定量的な目標はほとんどの項目で達成しており、内容的にも着実に機構の業務を遂行していると評価する。 

・Ｂ評価の項目も限りなくＡ評価に近いものである。 

・項目別評定は１つを除いてＢ評価であるため総合評定はＢであるが、政策実施機関としての評価はＡに近いといえる。 

・住宅政策の目標の実現に繋がっているかという判断基準で不断の見直しを行ってほしい。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別 

調書№ 

備考 

 

 

中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別

調書№ 

備考 

 
 29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

32 

年度 

 29 

年度 

30 

年度 

31 

年度 

32 

年度 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

 証券化支援事業 Ｂ○    １－１   業務運営の効率化に関する事項 Ｂ    ２  

住宅融資保険等事業 Ａ    １－２  Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

住宅資金融通等事業 Ｂ    １－３   財務内容の改善に関する事項 Ｂ    ３  

 

 

 

    
Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

 その他業務運営に関する重要事項 Ｂ    ４  

※ 重要度を「高」と設定している項目については評語の横に「○」を付している。 
※ 住宅融資保険等事業に係る定量目標のうち、「住宅融資保険を活用したリバースモーゲージ型住宅ローンの取扱金融機関数」については、難易度が「高」とされている。 
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【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 証券化支援事業 

関連する政策・施策 政策目標：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び

向上の促進 
 施策目標：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 
 施策目標：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる

住宅市場を整備する 
政策目標：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社

会の実現 
 施策目標：３．総合的なバリアフリー化を推進する 
政策目標：３．地球環境の保全 
 施策目標：９．地球温暖化防止等の環境の保全を行う 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人住宅金融支援機構法第 13 条第１項第１号及び第２号 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（第三期中期目標においても主務大臣から機構に指示

しているように、消費者が市場を通じて住宅を選択・確保するため

には、短期・変動型や長期・固定型といった多様な住宅ローンが安

定的に供給されることが重要とされている一方、主として預金や

短期社債等を資金調達源とする民間金融機関だけでは十分に長期

固定の住宅ローンを供給するのは困難であることから機構が証券

化支援事業を通じ、民間金融機関を支援することが重要である。 
また、機構がＭＢＳの発行を通じ、民間金融機関によるＭＢＳの発

行の活性化及び流動性の向上を促し、証券化市場を育成すること

が期待されていることから、証券化支援事業の重要度は高い。） 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
事前分析表（平成 29 年度）国交省 29－① 
平成 29 年度行政事業レビューシート番号 003 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

定

量

目

標 

フラット３５における申請件数（新築住宅に限る。）のう

ち長期優良住宅の技術基準を満たす住宅の割合 
（計画値） 中期目標期間の最終年度までに 25%以上  21%以上    
（実績値） － 21.9% 

（平成 28 年度） 
26.3%    

（達成度） － － 125.2％    
フラット３５の申請件数に占める既存住宅の割合 （計画値） 中期目標期間の最終年度までに 22%以上（可

能な限り 24%） 
 18%以上    

（実績値） － 19.6% 
（平成 28 年度） 

20.5％    

（達成度） － － 113.9%    
フラット３５子育て支援型・地域活性化型の前提となる （計画値） 平成 29 年度に 50 件以上 － 50 件以上    
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地方公共団体等との協定締結件数（※年度計画のみ） （実績値） － － 394 件    
（達成度） － － 788.0％    

フラット３５子育て支援型申請戸数 （計画値） 中期目標期間中に 7,500 戸以上 － 1,500 戸以上    
（実績値） － － 376 戸    
（達成度） － － 25.1％    

標準処理期間（３日）内の処理率 （計画値） 各年度８割以上 － 80.0%以上    
（実績値） － 91.6％ 

（平成 28 年度） 
95.3%    

（達成度） － － 119.1％    
フラット３５（買取型）の取扱金融機関数に対するフラッ

ト３５（保証型）の取扱金融機関の割合 
（計画値） 中期目標期間の最終年度までに５機関以上

増加し、フラット３５（買取型）の取扱金融

機関数に対する割合を 2.0％以上 

－ ２機関以上    

（実績値） － ２機関 
0.6％ 

（平成 28 年度） 

２機関 
1.2% 

   

（達成度） － － 100%    

指

標 

フラット３５（買取型）の申請件数 － 139,541 件 
（平成 28 年度） 

111,936 件    

フラット３５（リフォーム一体型）の申請件数 － 378 件 
（平成 28 年度） 

497 件    

フラット３５リノベの申請件数 － 51 件 
（平成 28 年度） 

85 件    

ＭＢＳの毎月の発行額 － 1,490 億円 
～ 

2,529 億円 
（平成 28 年度） 

1,197 億円 
～ 

2,408 億円 

   

ＭＢＳ発行時のベンチマーク（10 年国債の流通利回り）とのスプレッ

ド 
－ 0.38％ 

～ 
0.46％ 

（平成 28 年度） 

0.36% 
～ 

0.39% 

   

フラット３５（保証型）の申請件数 － 5,428 件 
（平成 28 年度） 

9,048 件    

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 
予算額（百万円） 4,735,455    
決算額（百万円） 4,292,929    
経常費用（百万円） 187,884    
経常利益（百万円） 74,500    
行政サービス実施コスト（百万円） △ 4,993    
従事人員数 472    

注）証券化支援勘定の計数を記載。予算額及び決算額は支出額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 長期固定金利の住宅

資金を全国あまねく安

定的に供給できるよう

にするとともに、良質な

住宅ストックの形成に

資するよう、証券化支援

事業を通じ民間金融機

関による長期固定金利

の住宅ローンの供給を

支援する次の取組を行

うこと。 
 
① 民間金融機関の円

滑な資金調達を実現

できるフラット３５

（買取型）を的確に実

施すること。 
（指標） 
・フラット３５（買取

型）の申請件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長期固定金利の住宅

資金を全国あまねく安

定的に供給できるよう

にするとともに、良質

な住宅ストックの形成

に資するよう、証券化

支援事業を通じ民間金

融機関による長期固定

金利の住宅ローンの供

給を支援する次の取組

を行う。 
 
① 国民が長期固定金

利の住宅ローンの利

用を希望する際に当

該ローンに関する情

報にアクセスできる

よう住宅ローン利用

予定者、住宅関連事

業者、民間金融機関

等に対するフラット

３５（買取型）に関す

る周知活動を行う。

（指標：フラット３

５（買取型）の申請件

数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長期固定金利の住宅

資金を全国あまねく安

定的に供給できるよう

にするとともに、良質

な住宅ストックの形成

に資するよう、証券化

支援事業を通じ民間金

融機関による長期固定

金利の住宅ローンの供

給を支援する次の取組

を行う。 
 

① 周知活動の対象を

次のとおり区分し、

各対象に応じた効果

的な取組を行う。 
 
ア お客さま 

住宅ローンを検討

中のお客さまが、フ

ラット３５の商品性

等に関する情報にア

クセスできるよう、

テレビ、新聞、インタ

ーネット等の各種媒

体による広告、セミ

ナー等を通じて周知

を行う。また、広告の

実施に当たっては、

効果検証及びこれに

基づく実施方法等の

見直しを適宜実施す

る。 
 
 
 
 
 
 

＜評価の視点＞ 
・長期固定金利の住

宅資金を全国あまね

く安定的に供給でき

るようにするととも

に、良質な住宅スト

ックの形成に資する

よう、証券化支援事

業を通じ民間金融機

関による長期固定金

利の住宅ローンの供

給を支援する取組を

行っているか。 
 
＜主な定量的指標＞ 
・フラット３５の申

請件数（新築住宅に

限る）に占める長期

優良住宅の割合 
・フラット３５の申 
請件数に占める既存 
住宅の割合 
・フラット３５の申

請件数（新築住宅に

限る）に占める長期

優良住宅の割合 
・フラット３５の申 
請件数に占める既存 
住宅の割合 
・フラット３５子育

て支援型・地域活性

化型の前提となる地

方公共団体等との協

定締結件数 
・フラット３５子育 
て支援型申請戸数 
・標準処理期間内の

案件の処理 
・フラット３５（買

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 周知活動の区分に応じ、以下のとおり、効果

的な取組を実施した。 
○ 平成 29 年度のフラット３５（買取型）の申請

件数は、111,936 件となった。（指標） 
 
ア お客さまに対する取組 
○ フラット３５に係る周知ツール（パンフレ

ット、チラシ等）及び広告素材（新聞・雑誌広

告）を作成した。パンフレットには、フラット

３５子育て支援型及び地域活性化型（以下「フ

ラット３５子育て支援型等」という。）、フラ

ット３５リノベ及びフラット３５リフォーム

一体型の制度を説明するページを追加した。

併せて、長期優良住宅のメリットを訴求する

ページも追加し、フラット３５全般について

訴求できるツールとなるよう工夫した。パン

フレット及びチラシは、フラット３５サイト

へ掲載した。また、周知ツール及び広告素材

を活用し、地方紙等へ広告を掲載する等、お

客さまへの周知活動を実施した。 
○ フラット３５サイトのリニューアル（６月）

の時期を捉え、インターネット広告（ランデ

ィングページ）を開始した。 
○ 広告の実施に当たっては、広告代理店との

間で、広告の素材やフラット３５の認知度、

理解度等に関する定量的・定性的な効果検証

を適切に行い、広告の実施状況を踏まえて広

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
理由：以下のとおり、良質な住宅

ストックの形成に資するよう、

民間金融機関を支援する取組を

実施しており、所期の目標を達

成していると判断し、「Ｂ」とし

た。 
・定量目標のうち「フラット３５

子育て支援型申請戸数」につい

ては目標を下回ったものの、同

制度活用の前提となる「地方公

共団体等との協定締結件数」は

達成率が 788％と目標を大幅

に上回ったほか、「長期優良住

宅の割合」の達成率は、125％
を超える等、他の５つの定量目

標は着実に達成している。 
・政策実施機関としての取組の

成果が数値で示せる各指標に

ついても、フラット３５（保証

型）の申請件数等、基準値を大

幅に上回る実績を上げている。 
・フラット３５子育て支援型に

関して、地方公共団体を対象

に行った調査（140 団体から

回答）では、①当該地方公共団

体の助成制度の周知協力に対

する感謝、②助成制度に関す

る問合せが増加、③助成制度

の利用が増加、という回答が

多数（延べ 152 団体）寄せら

れており、機構の取組が地方

公共団体の子育て支援等の施

策推進の一助になっている。 
・そのほか、既存住宅の流通促進

に向けた、フラット３５リノベ

の対象となる性能向上リフォ

ーム工事に係る基準の明確化、

＜評定に至った理由＞ 
長期優良住宅とすることによるフラ

ット３５や税制上の優遇措置等の総合

的なメリットを消費者へ効果的にＰＲ

したほか、住宅関連事業者団体、建材

事業者、検査機関と連携し、住宅事業

者が参加する講習会において、長期優

良住宅の技術基準、住宅の省エネルギ

ー性及び耐久性の向上等に関する情報

提供を行う等、長期優良住宅の取得を

支援した。こうした取組の結果、長期

優良住宅の技術基準を満たす住宅の割

合は 26.3%となり、中期計画に掲げて

いる目標値（25%以上）を基に定めた年

度計画における目標値（21%以上）を上

回る実績（達成度 125.2%）となった。 
既存住宅やフラット３５リノベに関

する周知ツールを作成し消費者や大手

仲介業者を中心に周知活動を実施した

ほか、検査機関や業界団体と連携した

勉強会やセミナーを実施した。こうし

た取組の結果、フラット３５の申請件

数に占める既存住宅の割合は 20.5%と

なり、中期計画に掲げている目標値

（22%以上）を基に定めた年度計画に

おける目標値（18%以上）を達成（達成

度 113.9%）した。 
地方公共団体等が行う子育て支援や

地域活性化のための居住支援等の取組

を支援することを目的としたフラット

３５子育て支援型については、申請件

数が 376 戸となり、中期計画に掲げて

いる目標値（7,500 戸以上）を基に定め

た年度計画における目標値（1,500 戸）

を大きく下回る実績（達成度 25.1%）

となり、課題が残った。一方で、各県

が主催する市町村向け会議に機構職員

を派遣しフラット３５子育て支援型の

制度を説明するとともに、対象となる
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取型）の取扱金融機

関数に対するフラッ

ト３５（保証型）の

取扱金融機関の割合 
 
＜その他の指標＞ 
・フラット３５（買

取型）の申請件数 
・フラット３５（リ 
フォーム一体型）の 
申請件数 
・フラット３５リベ 
の申請件数 
・ＭＢＳの毎月の行 
額 
・ＭＢＳ発行時のベ 
ンチマーク（10 年国 
債の流通利回り）と 
のスプレッド 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

告素材の見直しを行うなど、ＰＤＣＡサイク

ルを回しながら戦略的に広告を実施した。 
○ 全国一斉相談会を開催（７月（全国：503 会

場）及び１月（全国：598 会場）の年２回）し、

開催時期に合わせて、６月及び１月にメディ

アミックス（テレビＣＭ、新聞、インターネッ

ト広告（動画広告を含む。）、交通広告等）によ

り効果的に広告を実施した。加えて、地方紙

へ広告を掲載した。また、全国一斉相談会の

開催時には、ＦＰ等を招いたセミナー、個別

相談会（機構主催会場（約 100 会場）での開

催、約 1,200 組が来場）を併せて実施した。 
○ 10 月から導入した新機構団体信用生命保

険制度（以下「新団信制度」という。）に係る

お客さまへの周知活動として、次の取組を実

施した。 
  制度導入前の８月から９月までにかけて

集中的に、新聞、インターネット等の各種媒

体による広告やＦＰ向けセミナー（70 名のＦ

Ｐが参加）等により周知した。 
  制度が円滑に開始できるよう、パンフレッ

ト等の周知ツールを通常よりも早期（制度開

始２か月前）に作成し、金融機関等に提供し

た。 
  制度導入後においても、全国紙での広告や

ビジネス誌でのＦＰ記事型広告の掲載、動画

作成（２種類、フラット３５サイトへ掲載）

により周知した。 
○ 平成 30 年４月におけるフラット３５の制

度の変更内容（フラット３５リノベ等）を盛

り込んだパンフレット等のツールを作成し

た。 
○ 総合的かつ戦略的な広報活動を次のとおり

実施した。 
  各種メディアに対して、適時プレスリリー

スを発出したほか、積極的な働きかけとして

プレスセミナーを開催し、日々迅速かつ的確

な取材対応を行った。また、意見交換会等を

通じて報道関係者や有識者との関係構築に取

り組んだ。 
  広報方針に基づき、広報活動に関する本支

店間の情報共有を密にするなど、機構として

フラット３５保証型の実施機

関における商品性改善の支援、

金融機関のフラット３５に関

連する事務の IT 化支援、月

1,500～2,000 億円の大型起債

を継続するための１起債当た

りの投資家数の拡大等の取組

を実施した。 

助成制度を有する地方公共団体に個別

訪問を実施したことで、地方公共団体

との協定については、267団体（394件）

と締結した。また、地方公共団体から

地方公共団体施策周知効果に感謝の声

を頂戴する（江別市、山形県、松戸市

等）、地銀による地方公共団体施策支援

を誘発する等（北洋銀行、秋田銀行等）、

各機関との相互連携は一定程度深まっ

ているものと考えられる。 
信用リスクの管理に関しては、信用

コストや審査スピードのモニタリング

を毎月行い、適切に実施した。また、

進捗管理の徹底や審査案件事例の共有

化、審査体制の見直し等業務の効率化

に努めた。こうした取組の結果、中期

計画に掲げている、標準処理期間（３

日）以内に処理した案件の割合は

95.3%（平成 28 年度：91.6%）と高い

水準を維持しており、評価できる。 
 フラット３５（保証型）については、

金融機関のニーズを踏まえ商品性等を

積極的に周知した結果、新たに２機関

が取扱を開始し、中期計画に掲げてい

る目標値（フラット３５（保証型）の

取扱金融機関数を５機関以上増やす）

を基に定めた年度計画における目標値

（同２機関以上増やす）を達成した。 
 また、長期優良住宅の活用促進に繋

がる制度改正や、フラット３５リノベ

の対象となる省エネ性能向上リフォー

ム工事の内容が分かりやすいものとな

るような技術基準の追加、利益剰余金

の積立てを財源とするフラット３５地

域活性化型（空き家対策）の創設等の

制度改善を実施する等、政策実施機関

として求められる役割を果たした。 
  
 これらの実績を踏まえ、所期の目標

を達成したと評価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改
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イ 住宅関連事業者等 

住宅関連事業者等

が、お客さまのニー

ズに応じてフラット

３５の商品性等に関

する情報を提供でき

るよう、制度内容や

手続に関する情報を

中心に、セミナー等

の実施や各業界団体

との連携を通じて周

知を行う。また、住宅

関連事業者等のニー

ズに応じて、ツール

の提供、セミナー等

を通じた住宅技術の

情報提供を実施す

る。 
併せて、住宅関連

事業者の物件検査が

円滑に行われるよ

う、適合証明検査機

関に対して研修等に

より制度改正等の情

報を周知するととも

に、適合証明検査機

関のニーズに応じて

サポートを実施す

る。 
 
 
 
 
ウ 金融機関 

金融機関が、お客

さまのニーズに応じ

てフラット３５を提

供できるよう、制度

内容や手続に関する

情報を中心に、セミ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

適切な広報に取り組んだ。 
 
イ 住宅関連事業者等に対する取組 
○ 住宅事業者向けのセミナー資料（フラット

３５リノベ及びフラット３５リフォーム一体

型）等の周知ツールを作成し、住宅事業者（約

900 社）を訪問する等により、フラット３５

の商品性や手続等について周知した。また、

業界団体、適合証明検査機関及び地方公共団

体と連携したセミナーや説明会を開催するな

ど周知活動を実施した。 
○ 業界団体（5 団体）等が主催する、全国にお

ける住宅事業者等向けのセミナー（技術者向

け講習会、工務店向け勉強会、プレハブコー

ディネーター講習会、安心Ｒ住宅等講習会及

び瑕疵保険取次店向け会議）に講師を派遣し

た。（合計 68 回） 
○ 住宅関連事業者団体、建材事業者及び検査

機関と連携し、住宅事業者が参加する講習会

において、長期優良住宅の技術基準、住宅の

省エネルギー性及び耐久性の向上等に関する

情報提供を行った。（全 24 会場） 

○ 物件検査が円滑に行われるよう電話照会が

多い事項を照会事例集として取りまとめ、適

合証明検査機関に提供した。 

○ 適合証明検査機関新任者研修（年３回、７

都市 12 会場）及び適合証明業務担当者会議

（年１回、７都市８会場）では、制度改正や

物件検査において間違いやすいポイントを中

心に説明を行い、物件検査が円滑に行われる

体制を整えた。 

○ 電話等による照会内容を記録することによ

り、照会の多い事項や改善要望を的確に把握

し、適合証明業務マニュアルに反映した。 

 
ウ 金融機関に対する取組 
○ フラット３５（パンフレット及びチラシ）

の周知ツールを作成し、金融機関向けのセミ

ナー、勉強会等を通じて周知した。また、金融

機関のニーズに応じて、金融機関と協働で住

宅事業者に周知した。 
○ 金融機関における審査スキル向上のため、

善方策＞ 
該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「B」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと

おり。 
 
・ 定量目標については、６項目のう

ち、５項目についてはクリアしてお

り、相応である。 
・ 重要な観点においては全て目標を

上回る成果を達成しているといえ

る。 
・ 長期優良住宅割合の達成率に関し

て目標の達成率が 125％を超えたこ

となど定量目標の達成率が高かった

ところを評価したい。 
・ フラット３５子育て支援型の申請

戸数は目標値を大きく下回ってい

る。しかし、この目標は目標値を達

成することよりも、むしろ、地方公

共団体の補助事業の一助にあるの

で、その点もあわせて評価した。 
・ フラット３５子育て支援型の申請

戸数が目標には届かなかったが、地

方公共団体との協定締結が大きく前

進したことから、機構として成果が

あげられており、今後にさらに期待

したい。 
・ 計画未達のフラット３５子育て支

援型についても、利便性の向上のた

めの取組を行っており、適切な対応

が取られている。 
・ 提供できる商品のバリエーション

は限られる中で、様々な取組（子育

て、空き家対策など）を実施してい

ることは、評価できる。 
・ 地方公共団体との相互連携につい

て、首長からの支持を得ている点は

評価できる。 
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② 住宅の質の確保・向

上や既存住宅の流通

の促進に配慮しなが

ら、長期優良住宅をは

じめとする優良な住

宅の取得促進を支援

すること。 
（定量目標） 
・中期目標期間の最終

年度までに、フラット

３５における申請件

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 優良な住宅の取得

促進を支援し、住宅

の質の誘導を図るた

め、中期目標期間の

最終年度までに、フ

ラット３５における

申請件数（新築住宅

に限る。）のうち長期

優良住宅の技術基準

を満たす住宅の割合

を 25％以上とする。

ナー等を通じて周知

を行う。また、金融機

関のニーズに応じ

て、手続等のサポー

トを行うとともに、

金融機関と連携し

て、お客さまや住宅

関連事業者等への周

知を行う。 
（指標：フラット３

５（買取型）の申請件

数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 優良な住宅の取得

促進を支援し、住宅

の質の誘導を図るた

め、フラット３５Ｓ

について、インター

ネット等を通じたお

客さまへの周知、ツ

ールの提供、セミナ

ー等を通じた住宅関

連事業者等への技術

支援、地方公共団体

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

金融機関の担当者向け研修会（９回）を開催

した。 

○ 平成 29 年度から開始したフラット３５ア

シューマブルローン、フラット３５子育て支

援型等に関する金融機関からの照会に対する

対応を着実に実施した。また、フラット３５

子育て支援型等に係る協定締結先の地方公共

団体に関する情報を金融機関に随時提供し、

金融機関における受付体制をサポートした。 
○ 新団信制度やフラット３５子育て支援型

等、新制度の内容を反映した質問集（フラッ

ト３５Q＆A 集）の追補版を作成し、配布し

た。（10 月） 
○ 平成 30 年４月の制度変更内容（フラット３

５リノベ等）に関する金融機関向け説明会を

２月から３月にかけて全国で開催した。（15
会場） 

○ フラット３５の制度改正に合わせて、金融

機関向けマニュアルを作成した（制度開始１

か月前）。特に新団信制度の導入に当たって

は、金融機関で円滑に対応するため、通常の

制度改正時よりも前倒し（制度開始２か月前）

で作成した。併せて、金融機関に対し、制度の

改正内容を反映したパンフレット等の周知ツ

ールを提供した。 
○ 金融機関のニーズに対応し、新団信制度の

周知ツールとして動画（２種類）を作成（再

掲）し、フラット３５サイトに掲載するとと

もに、希望する金融機関に対し、当該動画を

保存したＤＶＤを配布した。 
 
以下の取組の結果、平成 29 年度におけるフラッ

ト３５申請件数のうち長期優良住宅の技術基準を

満たす住宅の割合は、26.3％となり、年度計画に定

める目標を達成した。（達成率 125.2％） 
 

○ フラット３５Ｓが利用できること、税制上の

優遇措置が受けられること等、長期優良住宅の

メリットをＰＲするチラシを作成し、大手住宅

事業者を中心に周知した。 
○ インターネット広告（ランディングページ）

を開始（６月）するとともに、長期優良住宅でフ

・ 引き続き、住宅金融市場において

先導的役割を果たすべく、研究活動

の充実、情報発信機会の増加などの

取組が期待される。 
 
その他、中期計画の各項目に関する

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
② 長期優良住宅であることが利用条

件のひとつとなっているアシューマ

ブルローンの促進や、長期優良住宅

の特性に着目し、既存住宅の現場検

査の合理化、リバースモーゲージ型

住宅ローンへの住宅融資保険におけ

る担保掛目の引上げといった、長期

優良住宅の活用促進に繋がる制度改

正を実施した点も評価できる。 
 
④ フラット３５（リフォーム一体型）

及びフラット３５リノベについて、

消費者、住宅関連事業者、適合証明

検査機関、民間金融機関等のニーズ

や要請を踏まえ、利用の促進に努め

た結果、一体型の申請件数は 497 件

（前年度比 131.4%）、リノベの申請

件数は 85 件（前年度比 166.6%）と

伸長した。 
 
⑧ 昨今の低金利環境を受けフラット

３５の事業量が高水準で推移する

中、的確なＩＲ活動を行い投資家需

要を喚起することで、適正なスプレ

ッドにより安定的な起債を実現し

た。また、ＭＢＳ市場における投資

判断等のベンチマーク性の向上に資

するよう、市場環境や経済イベント

等を考慮し、投資家需要に応じてＭ

ＢＳの発行額を調整する平準化の取

組も実施した。 
 
⑨ 年度を通じて中央・地方を問わず

新規・休眠先の掘り起こしに努めた
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数（新築住宅に限る。）

のうち長期優良住宅

の技術基準を満たす

住宅の割合を 25％以

上とする。（平成 28 年

度見込実績：19.9％） 
・中期目標期間の最終

年度までに、フラット

３５の申請件数に占

める既存住宅の割合

を 22％以上（可能な

限り 24％）とする。

（平成 28 年度見込実

績：17.2％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（定量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

と連携した推進等を

行う。また、周知に当

たっては、フラット

３５Ｓのメリットと

国が実施する税制等

各種支援策を併せた

総合的な周知活動を

行う。これらの取組

により、フラット３

５における申請件数

（新築住宅に限る。）

のうち長期優良住宅

の技術基準を満たす

住宅の割合を 21％以

上とする。（定量目

標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ラット３５Ｓが利用可能であることをＰＲし

た。 
○ インターネットの総合情報サイトで「長期優

良住宅」のＰＲを行った。（６月～３月） 
○ 業界団体との定例意見交換会を活用し、情報

共有を行った。 
○ 全国一斉相談会（７月（全国：503 会場）及び

１月（全国：598 会場）の年２回）に併せて、約

100 会場でセミナーを開催し、長期優良住宅の

メリット等をお客さまへ周知した。（再掲） 
○ フラット３５アシューマブルローンの制度概

要及びメリットを盛り込んだチラシを作成し、

周知した。 
○ お客さま等にとって分かりやすい商品名とす

るため、フラット３５アシューマブルローンの

名称を「金利引継特約付きフラット３５」に変

更した。 
○ 業界団体による講習会（技術者向け講習会及

び工務店向け勉強会）に講師を派遣し、長期優

良住宅のメリットをＰＲした。（合計 38 回）（再

掲） 
○ フラット３５Ｓに関する周知資料（チラシ、

ポスター）を作成（3 月）するとともに、金融機

関や検査機関に提供し、翌年度に向けての周知

の準備を行った。 
○ 行政庁向け講習会（国土交通省主催）におい

て、地方公共団体職員に対し長期優良住宅の技

術基準や税制・融資上の優遇内容等を説明し、

地方公共団体による長期優良住宅の推進を支援

した。（全 5 会場） 
○ 住宅関連事業者団体、建材事業者及び検査機

関と連携し、住宅事業者が参加する講習会にお

いて、長期優良住宅の技術基準、住宅の省エネ

ルギー性及び耐久性の向上等に関する情報提供

を行った。（全 24 会場） 
○ 仕様書サポートダイヤル等の電話照会を通じ

て、住宅事業者からのフラット３５Ｓの技術基

準に関する照会に対応した。（平成 29 年度：約

1,200 件） 
○ 検査機関が主催するセミナーにおいて、機構

作成の長期優良住宅のチラシを配布し、長期優

良住宅の推進を図った。 

結果、最大の月で 130 社（１起債当

たり）を超える投資家を獲得した（前

年度は最大の月で 100 社程度）。ま

た、訪問対象については、特に、地

銀、信金、地方公共団体に注力する

こととし、例えば、フラット３５子

育て支援型・地域活性化型の協定を

締結している地方公共団体をＩＲの

候補先として選定するなど、戦略的

にＩＲを実施した。 
 
⑪ 証券化費用の負担軽減を図り、フ

ラット３５（保証型）への参入を促

進することを目的として、利益剰余

金の積立てを財源とするフラット３

５（保証型）の保険料率の引下げを

実施した点は評価できる。平成 29 年

度のフラット３５（保証型）の申請

件数についても、9,048 件（前年比

166.7％）と着実に伸長した。 
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③ 既存住宅取得に際

しても長期固定金利

の住宅ローンの利用

が円滑に行われるよ

うにすることによ

り、既存住宅の流通

を活性化させるた

め、中期目標期間の

最終年度までにフラ

ット３５の申請件数

に占める既存住宅の

割合を 22％以上（可

能な限り 24％）とす

る。（定量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 既存住宅の流通促

進のため、フラット

３５における中古住

宅の取扱いについ

て、インターネット

等を通じたお客さま

への周知、セミナー

等を通じた住宅関連

事業者等への技術支

援、地方公共団体と

連携した推進等を行

う。また、周知に当た

っては、フラット３

５リフォーム一体型

及びフラット３５リ

ノベを併せた総合的

な周知活動を行う。

これらの取組によ

り、フラット３５の

申請件数に占める既

存住宅の割合を 18％
以上とする。（定量目

標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 新築後 10 年以内の長期優良住宅について、既

存住宅流通時の物件検査に関して技術的検証を

行い、適合証明書の提出を省略することができ

ることとした。（平成 30 年 10 月開始予定） 
○ リバースモーゲージ型住宅ローンに係る住宅

融資保険に関して、担保物件が長期優良住宅の

場合に担保掛目を引き上げる制度改正（50％又

は 60％→55％又は 65％）を行った。（平成 30 年

度改正事項） 
 
以下の取組の結果、平成 29 年度におけるフラッ

ト３５の申請件数に占める既存住宅の割合は、

20.5％となり、年度計画に定める目標を達成した。

（達成率 113.9％） 
○ 既存住宅にフォーカスしたＰＲチラシ、フラ

ット３５リノベのミニのぼり等の周知ツールを

作成し、大手仲介事業者を中心に周知した。併

せて、検査機関や業界団体と連携した勉強会や

セミナーを開催し、フラット３５リノベ等に関

する利用手続等を周知した。 
○ 仲介事業者やお客さま向けに、「フラット３５

中古住宅物件手続ガイド」を作成し、配布を行

うとともに、ホームページに掲載した。 
○ ビジネス誌の中古住宅特集号に広告を掲載し

た。（10 月） 
○ 住宅リノベーションシンポジウムを開催（２

月）し、フラット３５リノベの制度変更（平成

30 年４月）を周知した。（参加者約 200 名） 
○ 業界団体による講習会（安心Ｒ住宅等講習会）

に講師を派遣し、フラット３５リノベの制度の

変更内容等を周知した。（２月、全国 9 回） 
○ フラット３５リノベの制度変更（平成 30 年４

月）については、ホームページで事前に周知（２

月）するとともに、周知資料（セミナー資料及び

チラシ）を作成した。 
○ フラット３５リノベがより利用しやすくなる

よう、一次エネルギー消費量の計算を必要とし

ない仕様基準（開口部改修及び設備更新）を追

加した。 
○ 平成 30 年４月のフラット３５の借入対象費

用の拡充（仲介手数料等を追加）に関する周知

の開始に向け、周知チラシを作成した。（３月） 
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③ フラット３５の制

度・運用の見直し等を

行うことにより、新た

な住宅循環システム

の構築や建替え・リフ

ォームによる安全で

質の高い住宅への更

新等に対応した住宅

ローンの供給を支援

すること。 
（指標） 
・フラット３５（リフォ

ーム一体型）の申請件

数 
・フラット３５リノベ

の申請件数 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 新たな住宅循環シ

ステムの構築等に対

応した住宅ローンの

供給を支援する観点

から創設したフラッ

ト３５（リフォーム

一体型）及びフラッ

ト３５リノベについ

て、その利用の促進

を図るとともに、民

間金融機関等のニー

ズや要請を踏まえた

フラット３５の制

度・運用の見直しを

行う。（指標：フラッ

ト３５（リフォーム

一体型）の申請件数・

フラット３５リノベ

の申請件数） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ フラット３５（リ

フォーム一体型）及

びフラット３５リノ

ベについて、その利

用の促進を図るとと

もに、お客さま、住宅

関連事業者、適合証

明検査機関、民間金

融機関等のニーズや

要請を踏まえたフラ

ット３５の制度・運

用の見直しを適宜適

切に行う。（指標：フ

ラット３５（リフォ

ーム一体型）の申請

件数・フラット３５

リノベの申請件数） 
 
 
 
 

○ リノベ技術サポートダイヤルを通じて、住宅

事業者等からの技術基準に関する照会に対応し

た。（年約 160 件） 
○ 物件検査が円滑に行われるよう照会が多い事

項を照会事例集としてとりまとめ、適合証明機

関に提供した。 
○ 告示に基づくインスペクション基準とフラッ

ト３５の技術基準を統一することができる項目

は統一することで可能な限りの整合を行い、告

示に基づくインスペクションの結果をフラット

３５の物件検査時に活用できるようにした。 
○ 古民家が既存住宅として流通する際にフラッ

ト３５を合理的に利用できるよう、古民家の特

性に合わせた技術基準を新設した。 
○ 新築時にフラット３５を利用した住宅は一定

の耐久性向上措置が施されていることから、既

存住宅流通時の物件検査に関して技術的検証を

行い、新築後 10 年以内の住宅は適合証明書の提

出を省略することができることとした。（平成

30 年 10 月開始予定） 
 
○ フラット３５（リフォーム一体型）及びフラ

ット３５リノベの利用の促進を図るとともに、

お客さま、住宅関連事業者、適合証明検査機関、

民間金融機関等のニーズや要請を踏まえたフラ

ット３５の制度・運用の見直しについて検討を

行い、以下の事項を実施した。 
ア フラット３５リノベについては、平成 30 年

４月から金利引下げ幅を縮小するとともに、

対象となる性能向上リフォームの工事内容が

分かりやすくなるよう一次エネルギー消費量

の計算を必要としない仕様基準（開口部改修

及び設備更新）を追加した。（再掲） 
イ フラット３５子育て支援型等については、

地方創生等の推進に向け、地方公共団体から

の要望も踏まえて地域活性化型を拡充し、空

き家対策についても対象事業に追加した。ま

た、全国一律としていた地方公共団体の財政

支援額の要件を地域の実情に合わせ地域別に

設定する見直しも行った。 
ウ 新築後 10 年以内の長期優良住宅について、

既存住宅流通時の物件検査に関して技術的検
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証を行い、適合証明書の提出を省略すること

ができることとした。（平成 30 年 10 月開始

予定）（再掲） 
エ 新築時にフラット３５を利用した住宅は一

定の耐久性向上措置が施されていることか

ら、既存住宅流通時の物件検査に関して技術

的検証を行い、新築後 10 年以内の住宅は適合

証明書の提出を省略することができることと

した。（平成 30 年 10 月開始予定）（再掲） 
オ 古民家を既存住宅として流通する際にフラ

ット３５を合理的に利用できるよう、古民家

の特性に合わせた技術基準を新設した。（再

掲） 
カ フラット３５の借入対象費用に仲介手数

料、火災保険料、登記に関する司法書士報酬・

土地家屋調査士報酬などを追加した。（平成

30 年４月から実施） 
キ  保証型参入に関心を持つ金融機関等の要望

を踏まえ、証券化費用の負担軽減を図り、保

証型への参入を支援することを目的として、

保険料率を引き下げることについて、財政当

局と協議を行った。（平成 30 年４月から実施） 
 

○ フラット３５（リフォーム一体型）の申請件

数は、497 件と前年度比 131.5％となり、フラッ

ト３５リノベの申請件数は 85 件と前年度比

166.7％となった。 
○ フラット３５（リフォーム一体型）及びフラ

ット３５リノベの利用促進を図るべく、以下の

取組を実施した。 
ア 周知ツール（パンフレット、チラシ、ミニの

ぼり、住宅事業者向けセミナー用説明資料等）

を作成した。パンフレットについては、フラ

ット３５リノベ、フラット３５（リフォーム

一体型）の制度を説明するページを追加した。

また、パンフレット及びチラシについては、

フラット３５サイトへの掲載を行った。（再

掲） 
イ ビジネス誌の中古住宅特集号に広告を掲載

した。（再掲） 
ウ フラット３５リノベの制度変更（平成 30 年

４月）について、ホームページで事前に周知
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④ 地方公共団体等と

相互に連携を深める

ことにより、子育て支

援等の取組を支援す

ること。 
（定量目標） 
・中期目標期間中のフ

ラット３５子育て支

援型の申請戸数を

7,500 戸以上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 地方公共団体等が

行う子育て支援や地

域活性化のための居

住支援等の取組を支

援するため、情報交

換、会議の開催等を

通じ各機関と相互に

連携を深める。これ

により、中期目標期

間中のフラット３５

子育て支援型の申請

戸数を 7,500 戸以上

とする。（定量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 地方公共団体等が

行う子育て支援や地

域活性化のための居

住支援等の取組を支

援するため、情報交

換、会議の開催等を

通じ各機関と相互に

連携を深め、フラッ

ト３５子育て支援

型・地域活性化型の

前提となる地方公共

団体等との協定を 50
件以上締結する。（定

量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

するとともに、周知資料（セミナー資料、チラ

シ）を作成した。（再掲） 
エ 住宅リノベーションシンポジウムを開催

（２月）し、フラット３５リノベの制度変更

（平成 30 年４月）を周知した（参加者約 200
名）。（再掲） 

オ 業界団体による講習会（安心Ｒ住宅等講習

会）に講師を派遣し、フラット３５リノベの

制度の変更内容等を周知した。（再掲） 
カ 平成 30 年４月におけるフラット３５の制

度変更内容（フラット３５リノベ等）につい

て盛り込んだ、パンフレット等のツールを作

成した。（再掲） 
○ 電話等による照会内容を記録することによ

り、フラット３５（リフォーム一体型）やフラッ

ト３５リノベに関して照会の多い事項や改善要

望を的確に把握し、適合証明業務マニュアルに

反映した。（再掲） 
 
以下の取組により、フラット３５子育て支援型

等に係る協定は、平成 29 年度は、267 団体と 394
件（子育て支援型 201 件、地域活性化型 193 件）

の協定を締結し、年度計画の目標を大きく上回っ

た。 
○ 各県が主催する市町村向け会議でフラット３

５子育て支援型等の制度を機構職員が説明する

ことにより、地方公共団体に周知した。 
○ フラット３５子育て支援型等の対象となる助

成制度を有する地方公共団体を個別に訪問し、

制度及び手続を説明した。説明に当たっては、

地方公共団体向けマニュアルを作成し、これを

活用することで地方公共団体担当者の制度及び

手続に対する理解を深めた。 
○ 平成 29 年５月 25 日までに協定を締結した地

方公共団体（55 団体）のうち 33 団体との協定

締結式を機構本店すまい・るホールで開催し、

７首長に出席していただいた。また、当該協定

締結式は、各種メディア（新聞：70 回超、web
ニュース：30 回超、テレビ：３回）に取り上げ

られたことで、フラット３５子育て支援型等に

関する地方公共団体の認知度の向上に繋がっ

た。その後も、各地域において協定を締結した
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⑥ フラット３５子育

て支援型申請戸数を

1,500 戸以上とする。

（定量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方公共団体と機構支店との間の協定締結式を

実施するとともに、マスコミからの取材にも対

応した。 
○ フラット３５子育て支援型等の制度運用を円

滑に行うために、地方公共団体専用のホームペ

ージを開設した。 
○ 各地方公共団体からの要望を踏まえて、協定

締結の手続を継続的に改善した。 
【制度・手続の改善事項等】 
ア 事業申請書に記入する各項目のうち、地方

公共団体の記入漏れが多かった項目（ＵＩＪ

ターンの場合の移住先地域等）に関する注意

喚起文を追記した。（11 月） 
イ 地方公共団体との協定締結の手続を迅速に

行うため協定締結の決裁権限を見直した。（２

月） 
ウ 地域の実情に応じて財政支援額の要件の見

直しを行う（11 月）とともに地域活性化型に

係る居住確認手続を廃止した。（2 月） 
○ 地方公共団体ごとに異なる補助事業につい

て、それぞれフラット３５の対象要件との調整

を図り、フラット３５子育て支援型等の対象事

業としての妥当性を審議する有識者委員会（委

員長：深尾精一首都大学東京名誉教授。平成 29
年度は８回開催）で審議を行った。 
 
フラット３５子育て支援型申請戸数は、376 戸

となり、目標を下回る（達成率 25.1％）ものの以

下のような効果が生じている。 
○ フラット３５取扱金融機関に対してフラット

３５子育て支援型等の取扱いへの協力を働きか

けた結果、フラット３５子育て支援型等に係る

融資手数料を引き下げる地域金融機関や、地方

公共団体の施策（移住・定住支援）の対象者にプ

ロパー融資の金利を優遇する地域金融機関が現

れるなど、地域金融機関が、地域の施策支援を

講じる事例が出てきている。 
○ 平成 29 年 11 月 10 日までに協定を締結した

200 の地方公共団体を対象にしたアンケート調

査（140 団体から回答）を実施した。調査による

と、協定締結した助成事業の実績として、当初

予算に達した団体は 66 団体となった。また、機
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構と協定締結してよかったこととして、15 団体

（11％）が助成事業の利用が増加したと回答、

49 団体（35％）が助成事業に関してお客さまか

らの問合せが増加したと回答、88 団体（63％）

が機構が周知に協力してくれたと回答した。 
 
結果として、協定を締結した地方公共団体に

おける助成制度の認知度が向上するとともに助

成制度に対するお客さまの関心が高まり、予算

戸数を大幅に上回る助成制度の申込みに繋がっ

た地方公共団体もある等、機構と連携した取組

の効果が発現している。 
 
○ 以下のとおり、手続の見直しや周知等の取組

を実施している。 
ア フラット３５子育て支援型等に係る協定を

締結した地方公共団体の利用申請書及び制度

説明チラシを遅滞なくフラット３５サイトに

掲載するとともに、フラット３５サイトから

各地方公共団体のホームページへのリンクを

設定することにより、申請の利便性を向上さ

せた。 
イ フラット３５サイトのリニューアル（６月）

の時期を捉え、フラット３５子育て支援型等

の内容を盛り込んだランディングページの掲

載を開始した。その後、広告代理店との間で、

広告素材やフラット３５子育て支援型等の認

知度、理解度等に関する効果検証を実施した

（毎月）。（再掲） 
ウ お客さまの借入申込等手続が円滑に進むよ

う、フラット３５取扱金融機関に対し、協定

を締結した各地方公共団体の補助制度の情報

を随時提供した。（再掲） 
エ フラット３５子育て支援型等に関する各種

周知ツール（協定を締結した地方公共団体と

のタイアップ用のチラシ、フラット３５子育

て支援型等について盛り込んだパンフレッ

ト、のぼり等）を作成し、お客さま、住宅関連

事業者等への制度周知に活用した。また、協

定を締結した地方公共団体と連携して説明会

やセミナーを開催し、お客さま、住宅関連事

業者、金融機関等に制度を周知した。 
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⑤ 信用リスクを的確

に管理した上で、国民

に対して提供するサ

ービスの質を向上さ

せるため審査の迅速

化、高度化等に努める

こと。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 電子申請による事

前審査の実施等、証

券化支援業務の手続

の電子化等を推進す

ることにより、住宅

ローン利用者、住宅

関連事業者等の利便

性の向上を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ お客さまがフラッ

ト３５の可否の見込

みをできるだけ早期

に知ることができる

ように、事前審査シ

ステムに係る民間金

融機関の利便性の向

上を図るなど、民間

オ フラット３５子育て支援型等の広告素材を

作成（６月）し、地方紙等へ広告を掲載した。

また、協定を締結した地方公共団体及び地域

金融機関と連携し、首長等との対談記事等を

地方紙等に掲載することで、フラット３５子

育て支援型等だけでなく、地方公共団体の施

策のＰＲにも取り組んだ。 
カ 全国一斉相談会の開催（７月（全国：503 会

場）及び１月（全国：598 会場）の年２回）。

時期に合わせて、６月及び１月にテレビＣＭ、

新聞広告、インターネット広告等により効果

的に広告を実施した。加えて、地方紙へ広告

を掲載した。また、全国一斉相談会の開催時

には、ＦＰ等を招いたセミナー、個別相談会

を併せて開催した。（約 100 会場）（再掲） 
なお、全国一斉相談会においては、会場に

よっては、協定を締結した地方公共団体も参

加し、地方公共団体の助成制度とフラット３

５子育て支援型等に関する相談等に一体とな

って対応した。 
・地方公共団体が参加した会場数 
７月：４会場→１月：７会場 

・地方公共団体が参加した会場におけるセミ

ナー及び説明会の来場組数 
   ７月：68 組→１月：204 組 
キ ＦＰによる記事型広告を雑誌に掲載し、制

度をＰＲした。（10 月） 
ク ＦＰフェアにブースを出展し、約 400 名の

ＦＰに対して資料を配付し、フラット３５子

育て支援型等の制度を周知した。（10 月） 
ケ 検査機関の窓口にお客さま向けのフラット

３５子育て支援型等のチラシを設置し、住宅

事業者へ制度を周知した。 
 
（事前審査システムの利便性向上に関する取組） 
○ 事前審査システムに関する金融機関等からの 
照会への対応を円滑に行い、事前審査システム

を導入している金融機関（146 機関）をサポー

トしたことで、120 の金融機関で利用実績があ

った。 
○ 金融機関からの事前審査システムの導入に係

る検討の要請に基づき、導入に向けた提案、事
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⑥ 住宅金融証券化市

場の整備・育成のた

め、安定的な資産担保

証券（以下「ＭＢＳ」

という。）の発行やＭ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 信用リスクを的確

に管理するととも

に、民間金融機関か

ら住宅ローン債権の

買取申請を受けた日

から仮承認の決定を

するまでの標準処理

期間を３日とし、当

該期間内に８割以上

を処理する。（定量目

標） 
 
 
⑧ 毎月着実に所要額

を調達できるよう資

産担保証券（以下「Ｍ

ＢＳ」という。）を発

行するとともに、住

金融機関等のニーズ

や要望を踏まえて、

証券化支援業務の手

続の電子化を推進す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 信用リスクを的確

に管理するとともに

業務を効率的に実施

し、民間金融機関か

ら住宅ローン債権の

買取申請を受けた日

から仮承認の決定を

するまでの標準処理

期間を３日とし、当

該期間内に８割以上

を処理する。（定量目

標） 
 
⑨ 資産担保証券（以

下「ＭＢＳ」という。）

市場における投資判

断等のベンチマーク

性の向上に資するよ

務フローの構築支援やシステムメンテナンスの

準備を行った。 
○ 事前審査を導入済みの金融機関の要請に基づ

き、事前審査システムの概要及び操作研修を実

施した。 
○ お客さまが一つの申込書で複数の金融機関に

フラット３５の事前審査を申し込むことができ

るシステムを金融機関が導入するため、事務処

理方法や手続等について適切な支援を行った。

その結果、タブレット端末を活用した凸版印刷

（株）のシステムについては、４機関が導入し、

不動産総合サイト（（株）リクルート）が提供す

るシステムについては、１機関が導入した。 
 
（証券化支援業務の手続の電子化に関する取組） 
○ 借入申込書・金消契約書の電子化の要望のあ

った金融機関に対して、電子化の実現に向け定

期的に打合せを行う等適切な支援を行った。そ

の結果、借入申込書・金消契約書の電子化につ

いて、それぞれ１機関ずつ電子化が実現した。 
○ Ｗｅｂを活用した申込受付の拡充について、

金融機関との意見交換を実施（８機関）し、目指

すべき事務フロー案を作成した。 
 
○ 平成 29 年度審査方針に定めた仮承認案件の

信用コスト及び審査スピードについて、毎月モ

ニタリングを行い、信用リスクを的確に管理し

た。また、進捗管理の徹底、審査案件事例の共有

化、借入申込書の記入方法等に係る金融機関へ

の研修の実施、審査部門の審査体制の見直しな

ど業務の効率化等に取り組んだ結果、標準処理

期間内に処理した案件の割合は、95.3％（平成

28 年度：91.6％）となり、９割超の水準を維持

した。 
 
 
 
＜ＭＢＳ＞ 

○ 低金利環境が継続したことによりフラット３

５の事業量も高水準で推移したことに伴い、月

1,500 億円～2,000 億円程度の大型発行が継続

する中、ＩＲの取組等により投資家需要を喚起
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ＢＳのベンチマーク

性の向上に向けた取

組を継続して行うこ

と。 
（指標） 
・ＭＢＳの毎月の発行

額 
・ＭＢＳ発行時のベン

チマーク（10 年国債

の流通利回り）とのス

プレッド 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

宅金融証券化市場の

整備・育成を図る観

点から、ＭＢＳのベ

ンチマーク性を高め

るため、市場環境等

に応じ、発行額を平

準化するよう努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨ ＭＢＳの安定的な

発行には証券会社の

協力や投資家への周

知が欠かせないこと

を踏まえ、積極的に

証券会社と情報共有

う、住宅ローン債権

の買取りに必要な資

金を安定的かつ効率

的に調達する。その

ため、投資家に対す

る丁寧な広報活動を

実施するとともに、

投資家の需要を十分

に把握した上で必要

に応じＭＢＳ発行額

の平準化等による柔

軟な起債運営を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑩ ＭＢＳ市場に参入

する投資家の維持・

拡大及びリレーショ

ンの深化を図るた

め、訪問対象となる

投資家の重点化及び

することで適正なスプレッドでの起債を実現

し、年度累計で 2 兆 43 億円（前年度比▲5,237

億円）の発行を安定的に行った。 

○ 市場環境や主要な経済イベント等を考慮した

起債スケジュールを設定し、投資家需要を精緻

に見極めながら丁寧かつ柔軟な起債運営を行っ

た。平成 29年４月には、投資家需要に応じてＭ

ＢＳ発行額を調整する平準化の取組を実施し

た。 

○ 着実なＩＲの実施及びそれに伴う投資家数の

拡大、ＭＢＳ配分プログラムの着実な実施等に

より、大型発行が継続する中でも、スプレッド

の毎月の変動幅は年度を通じて０～１bpの間で

推移するなど、30bp台後半で安定的に推移した。 

○ 年度を通じて中央・地方を問わず新規・休眠

先の掘り起こしに努めた結果、最大の月で 130

社（１起債当たり）を超える投資家を獲得した。

（前年度は最大の月で 100 社程度） 

 

＜ＳＢ＞ 

○ 市場環境や主要な経済イベント等を考慮した

起債スケジュールの設定を行うとともに、需要

状況に応じた増額方式を採用するなど柔軟な起

債運営を実施することにより、年度累計で

5,050 億円（前年度比＋1,650 億円）の大規模な

発行を安定的に行った。 

○ 多様な年限（５年、10 年、15 年、20 年、30

年）の一般担保債券（以下「ＳＢ」という。）を

発行した。また、スプレッド等については、大

規模な発行額であったにもかかわらず、他の財

投機関債と年度を通じて同水準を堅持した。 

 

＜財投機関債市場におけるＭＢＳ・ＳＢシェア＞ 

○ 平成 29 年度の財投機関債市場における機構

ＭＢＳ及びＳＢのシェアは 61.5％となった。 

 

（ＩＲ活動） 

○ 投資家の認知度及び商品性への理解度向上等

の観点から、訪問対象の重点化及びＩＲの質向

上による戦略的なＩＲを行った。また、リレー

ションの深化のため、必要に応じて重層的なＩ

Ｒを行った。 
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⑦ 民間金融機関によ

る証券化を支援する

フラット３５（保証

型）の伸長に努めるこ

と。 
（定量目標） 

や意見交換を行いつ

つ、投資家の維持拡

大を目的とする効果

的なＩＲの企画・運

営実施（ＩＲ活動）を

継続して行う。  
（指標：ＭＢＳの毎

月の発行額・ＭＢＳ

発行時のベンチマー

ク（10 年国債の流通

利回り）とのスプレ

ッド） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑩ フラット３５（保

証型）を伸長させる

ためには、より多く

の民間金融機関が取

り扱うようになるこ

とが不可欠であるた

ＩＲの質向上を企図

した取組によりＩＲ

活動を実施する。ま

た、ＭＢＳ配分プロ

グラムについては参

加が見込まれる金融

機関に対する制度周

知を着実に行う。 
（指標：ＭＢＳの毎

月の発行額・ＭＢＳ

発行時のベンチマー

ク（10 年国債の流通

利回り）とのスプレ

ッド） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪ 新規にフラット３

５（保証型）を取り扱

う民間金融機関（受

付を再開するものを

含む。）数を２機関以

上増やす。(定量目標) 

○ ＭＢＳ及びＳＢの安定起債に向けた投資家層

の拡大等を目指し、生保、都銀、地銀、信金、信

組、信連、地方公共団体、学校法人、共済組合、

海外投資家等の幅広いセクターに対し、積極的

なＩＲを実施した。 

○ 訪問対象先を地銀、信金、地方公共団体に注

力するなど、明確な重点化を行った。例えば、フ

ラット３５子育て支援型等の協定を締結してい

る地方公共団体をＩＲの候補先として選定し、

地方公共団体と機構の連携を訴求することで債

券投資への意義を高めるなど、ＩＲのターゲテ

ィングを明確にし、戦略的にＩＲを実施した。

また、地方公共団体に対しては、証券会社が実

施するセミナーを通じたＩＲも実施した。 

（地方公共団体セクターへの訪問件数：28年度 41

件→29 年度 61件） 

○ ＩＲの質向上を図るべく、上記の「ＩＲ相手

先」に係る投資家重点化の取組のほか、「ＩＲ実

施者」に係る取組として新任のＩＲ担当者（機

構職員）向けの育成プログラムの構築を行い、

ＩＲ実施者のレベルアップに努めた。 

○ 投資家への個別訪問件数は、国内 432 件、海

外８件となった。 

○ 年度を通じて中央・地方を問わず新規・休眠

先の掘り起こしに努めた結果、最大の月で 130

社（１起債当たり）を超える投資家を獲得した

（前年度は最大の月で 100 社程度）。（再掲） 

（ＭＢＳ配分プログラム） 

○ 平成 28 年４月に開始したＭＢＳ配分プログ

ラムについては、制度への参加が見込まれる金

融機関に対し継続的に情報提供を行い、制度周

知を図ったことにより、新たに３機関が参加し、

参加金融機関は地方銀行を中心に合計 18 機関

となった。また、配分実績の年間累計額は 815 億

円となった。 

 
○ 機構から保証型の商品性等を積極的に周知し

たことを受けて、２機関が参入し、年度計画に

定める目標を達成した。（フラット３５（買取型）

の取扱金融機関数に対するフラット３５（保証

型）の取扱金融機関数の割合は 1.2％） 
 財形住宅金融（株）から、参入を希望する旨
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・中期目標期間の最終

年度までに、フラット

３５（保証型）の取扱

金融機関数を５機関

以上増やし、フラット

３５（買取型）の取扱

金融機関数に対する

割合を 2.0％以上とす

る。（平成 28 年度見込

実績：0.60％） 
（指標） 
・フラット３５（保証

型）の申請件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ 証券化支援事業の

発展に寄与するため、

住宅金融に関する調

査研究を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 

め、中期目標期間の

最終年度までに、フ

ラット３５（保証型）

の取扱金融機関数を

５機関以上増やし、

フラット３５ 
（買取型）の取扱金

融機関数に対する割

合を 2.0％以上とす

る。（定量目標） 
 
 
 
⑪ 民間金融機関等の

市場関係者のフラッ

ト３５（保証型）に係

るニーズを把握する

よう努めるととも

に、これらに対応し

た制度・運用の見直

しを行う。（指標：フ

ラット３５（保証型）

の申請件数） 
 
 
 
 
 
 
 
⑫ 証券化支援事業の

円滑な実施やその対

象となる住宅ローン

の商品性の向上を図

るため、住宅ローン

利用者の属性・ニー

ズ、民間金融機関の

動向等、国内外の住

宅・金融市場に関す

る調査研究を行う。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑫ 民間金融機関等の

市場関係者との対話

を重ねることによ

り、フラット３５（保

証型）に係るニーズ

を把握するよう努め

るとともに、これら

に対応した制度・運

用の見直しを適宜適

切に行う。（指標：フ

ラット３５（保証型）

の申請件数） 
 
 
 
 
 
⑬ 証券化支援業務の

円滑な実施やその対

象となる住宅ローン

の商品性の向上を図

るため、フラット３

５利用者、民間住宅

ローン利用者、民間

金融機関等への調査

を行い、業務運営の

基礎資料を得るとと

もに、住宅・金融市場

に関するデータを収

の申出を受け、適合基準を審査の上、参入を

決定した。 
 （株）広島銀行から、参入を希望する旨の申

出を受け、適合基準を審査の上、参入を決定

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 日本住宅ローン（株）の保証型の商品性向上

のニーズや、アルヒ（株）の保証型取扱件数増加

のニーズを踏まえ、総返済負担率で区分する商

品の課題等を機構において整理した上で、日本

住宅ローン（株）においては平成 29 年４月に「融

資率９割超かつ総返済負担率 25％以下」、アル

ヒ（株）においては平成 29 年 10 月に「融資率

８割超９割以下かつ総返済負担率 20％以下」の

商品の取扱いを開始した。 
○ 保証型参入に関心を持つ金融機関等の要望を

踏まえ、証券化費用の負担軽減を図り、保証型へ

の参入を支援することを目的として、保険料率

を引き下げることについて、財政当局と協議を

行った。（平成 30 年４月から実施）（再掲） 
（平成 29 年度保証型申請件数 9,048 件（前年度比

166.7％）） 
 
○ 次の各調査を計画どおり実施した。調査結果

を活用して、証券化支援業務の円滑な実施等に

資するべく、住宅ローン利用者の意識の変化、

業態別住宅ローン貸出状況、民間金融機関の住

宅ローン取組姿勢等について分析を行った。 
 民間住宅ローン利用者の実態調査 
 業態別の住宅ローンの新規貸出及び残高調

査 
 民間住宅ローンの貸出動向調査 

○ 調査結果を活用し、季報住宅金融（秋号）、木

材情報（12 月号）への寄稿のほか、林野庁、シ

ンクタンク等との会議や研究会で報告・講演し、
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⑨ 証券化支援事業を

通じて得た知見を活

用し、国内外の機関と

の情報交換や支援に

努めること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑬ 証券化支援事業を

通じて得た知見を活

用し、米国政府抵当

金庫をはじめとする

国内外の機関と情報

交換を行うととも

に、国内外の機関の

支援に努める。 
 

集・分析する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭ 米国政府抵当金庫

をはじめとする米

国・アジアを中心と

した政府系金融機関

等との連携を深めつ

つ、国内外の住宅金

融等に関する情報交

換を行うとともに、

国内外の機関の支援

に努める。 

フラット３５の実績とそれを取り巻く市場環境

について外部の理解・認識の向上を図った。 
○ 住宅着工、金融・経済、海外の経済、住宅市場

動向等に関するデータについては、地域連携等

の政策課題を重視する観点から、データを提供

するとともに、当該データを分野別に網羅的に

編纂し、「住宅・金融データ集 2017」として冊

子にまとめて情報発信を行った。 
○ 既存住宅市場について分析を行った結果をま

とめ、（公社）日本不動産学会の 2017 年度秋季

全国大会で実務報告論文を２件報告し、研究成

果が学会論文集に掲載された。研究者とのコミ

ュニケーションを深めることでネットワーク維

持拡充に繋げた。 
 
○ 米国ジニーメイ（政府抵当金庫）とは、平成

29 年６月に米国において高齢化調査の報告会

が開催された際に、機構からも参加し、連携を

深めた。平成 29 年９月にジニーメイ幹部が来日

した際、在日アメリカ大使館で国土交通省とと

もに打合せを行い、平成 29 年 12 月には東京で

報告会を開催し、発表を行った。また、ジニーメ

イとの長期の協力関係を踏まえて、ジニーメイ

前総裁を住生活月間の国土交通大臣表彰の対象

としていただいた。 
○ インドネシアで住宅ローンの証券化を実施し

ている政府系金融機関である SMF（第二次抵当

公社）と平成 29 年７月に協力覚書を締結し、平

成 29 年９月に SMF 主催の国際会議に参加し

た。その後も、電子メールでの情報交換を継続

している。 
○ 欧州カバードボンド協議会（ECBC）及びアジ

ア証券業金融市場協会（ASIFMA）が主催した

国際会議で機構業務について講演を行った。ま

た、同様に講演を行ったアジア証券化機関連合

（ASMMA）、アジアン・フィックスト・インカ

ム・サミット（AFIS）においては複数の海外公

的機関から覚書締結の打診を受けた。 
○ 世界銀行の東京防災ハブに住宅ローンでの耐

震対応等に関して情報を提供し、同行防災セミ

ナーで発表された日本の経験に基づく建築物の

防災に関する最終報告書にその内容が盛り込ま
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れた。 
 
４．その他参考情報 
特になし 

 

  



25 
 

【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 住宅融資保険等事業 

関連する政策・施策 政策目標：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び

向上の促進 
 施策目標：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 
 施策目標：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる

住宅市場を整備する 
政策目標：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社

会の実現 
 施策目標：３．総合的なバリアフリー化を推進する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人住宅金融支援機構法第 13 条第１項第３号及び第２項第３号 

当該項目の重要度、難易

度 
難易度：「高」（住宅融資保険を活用したリバースモーゲージ型住宅

ローンの取扱金融機関数） 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 
該当なし 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

定

量

目

標 

住宅融資保険を活用したリバースモーゲージ型住宅ロー

ンの取扱金融機関数 
（計画値） 中期目標期間の最終年度までに 70 機関以

上 
－ 新規に取り扱う 

民間金融機関数 
12 機関以上 

   

（実績値） － 23 機関 
（平成 28 年度末 

累計） 

15 機関 
（平成 29 年度末

累計：38 機関） 

   

（達成度） － － 125.0%    
回収実績率 （計画値） 年度ごと 48％ － 48.0%    

（実績値） － 54.6% 
（平成 28 年度） 

51.0%    

（達成度） － － 106.3%    

指

標 

フラット３５に係るつなぎ融資の付保申請件数 － 15,658 件 
（平成 28 年度） 

16,374 件    

フラット３５に係るパッケージ融資の付保申請件数  35,918 件 
（平成 28 年度） 

40,909 件    

リバースモーゲージ型住宅ローンへの付保申請件数 － 39 件 
（平成 28 年度） 

174 件    

買取再販事業者向け融資への付保申請件数 － 23 件 
（平成 28 年度） 

260 件    
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注）住宅融資保険勘定の計数を記載。予算額及び決算額は支出額を記載 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 
 民間金融機関が住宅

の建設等に必要な資金

を円滑に供給できるよ

うにするとともに、住宅

確保要配慮者が家賃債

務保証業者による保証

を受けやすくなるよう、

機構が保険引受という

形でリスクを分担して

支援する次の取組を行

うこと。 
 
① 証券化支援事業等

と連動して必要とな

る資金の供給を支援

すること。 
（指標） 
・フラット３５に係る

つなぎ融資及びパッ

ケージ融資の付保申

請件数 
 
 
 
 
 
 
 
 

民間金融機関が住宅

の建設等に必要な資金

を円滑に供給できるよ

うにするとともに、住

宅確保要配慮者が家賃

債務保証業者による保

証を受けやすくなるよ

う、機構が保険引受と

いう形でリスクを分担

して支援する次の取組

を行う。 
 
① 民間金融機関によ

る資金の融通を円滑

にするため、証券化

支援事業等と連動し

て実施する必要があ

る融資（フラット３

５及び災害復興住宅

融資に係るつなぎ融

資並びにパッケージ

融資）に対する付保

を継続して行う。（指

標：フラット３５に

係るつなぎ融資及び

パッケージ融資の付

保申請件数） 
 
 

民間金融機関が住宅

の建設等に必要な資金

を円滑に供給できるよ

うにするとともに、住

宅確保要配慮者が家賃

債務保証業者による保

証を受けやすくなるよ

う、機構が保険引受と

いう形でリスクを分担

して支援する次の取組

を行う。 
 
① 民間金融機関によ

る資金の融通を円滑

にするため、証券化

支援事業等と連動し

て実施する必要があ

る融資（フラット３

５及び災害復興住宅

融資に係るつなぎ融

資並びにパッケージ

融資）に対する付保

を継続して行う。（指

標：フラット３５に

係るつなぎ融資及び

パッケージ融資の付

保申請件数） 
 
 

＜評価の視点＞ 
・民間金融機関が住

宅の建設等に必要な

資金を円滑に供給で

きるようにするとと

もに、住宅確保要配

慮者が家賃債務保証

業者による保証を受

けやすくなるよう、

機構が保険引受とい

う形でリスクを分担

して支援する取組を

行っているか。 
 
＜主な定量的指標＞ 
・住宅融資保険を活

用したリバースモー

ゲージ型住宅ローン

の取扱金融機関数 
・保険金支払年度の

翌年度末までの年度

ごとの回収実績 
 
＜その他の指標＞ 
・フラット３５に係 
るつなぎ融資の付保

申請件数 
・フラット３５に係 
るパッケージ融資の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 新規に取扱いを希望する金融機関（３機関）

に対して商品内容、参入手続等の説明を行うな

ど参入に向けて支援するとともに、保険契約額

の増額申請があった金融機関（７機関）に対し

ても適切に対応を行った。 
○ 平成 29 年度におけるフラット３５つなぎ融

資の付保申請件数は 16,374 件（平成 28 年度：

15,658 件、対前年度比：104.6％）、フラット３

５パッケージ融資の付保申請件数は 40,909 件

（平成 28年度：35,918件、対前年度比：113.9％）

となった。 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
理由：以下のとおり、民間金融機

関による住宅の建設等に必要

な資金の円滑な供給が図れる

ようリバースモーゲージ型住

宅ローンの普及に向けた取組

を進めた結果、取扱金融機関

数及び付保申請件数が前年度

に比べ大幅に増加したこと、

また、住宅セーフティネット

法の改正に伴い法施行日から

家賃債務保証保険の取扱いを

開始したこと等を踏まえ、所

期の目標を上回る成果が得ら

れていると判断し、「Ａ」とし

た。 
・定量目標のうち、「住宅融資保

険を活用したリバースモーゲ

ージ型住宅ローンの取扱金融

機関数」については、難易度が

高い目標でありながら、達成

率 125.0％という顕著な成果

を上げた。特に、一般的に制度

の活用が難しいと思われてい

る三大都市圏以外の地方銀

行、信用金庫等の参入を促進

している。また、その他の定量

目標、指標についても目標又

＜評定に至った理由＞ 
 リバースモーゲージの普及に貢献す

るため、金融機関へ参入の働きかけや

情報提供を丁寧に行ったことで、新規

に取扱いを開始した金融機関は 15 機

関となり、中期計画に掲げている目標

値（取扱金融機関数 70 機関以上）を基

に定めた年度計画における目標値（12
機関以上）を上回る実績（達成度

125.0%）を達成した。当該目標値につ

いては、現在の全国の都道府県におけ

る市場環境、民間金融機関のニーズ等

に鑑み、難易度が高いものであり、特

に評価できる。 
 保険金を支払った債権について、金

融機関と連携して積極的な回収に取り

組むことで、保険金支払年度の翌年度

末までの回収実績率は 51.0％となり、

中期計画に掲げている目標値（48%以

上）を達成した（達成率 106.3%）。 
 また、住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する法律の一

部を改正する法律の施行に伴う家賃債

務保証保険の取扱いの開始や、リバー

スモーゲージ型住宅ローンに対する住

宅融資保険の制度の見直し等、政策実

施機関として求められる役割を果たし

た。 
 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 
予算額（百万円） 19,434    
決算額（百万円） 30,699    
経常費用（百万円） 1,907    
経常利益（百万円） 7,436    
行政サービス実施コスト（百万円） △ 7,511    
従事人員数 43    
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② リバースモーゲー

ジ型住宅ローン、買取

再販事業者向け融資

等の住宅政策上必要

な資金の供給を支援

すること。 
（定量目標） 
・中期目標期間の最終

年度までに、住宅融資

保険を活用したリバ

ースモーゲージ型住

宅ローンの取扱金融

機関数を 70 機関以上

とする。（平成 28 年度

見込実績：31 機関） 
（指標） 
・リバースモーゲージ

型住宅ローンへの付

保申請件数 
・買取再販事業者向け

融資への付保申請件

数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② リバースモーゲー

ジの普及に貢献する

ため、民間金融機関

に新たにリバースモ

ーゲージ型住宅ロー

ンの取扱いを働きか

け、参入に向けた取

組を支援することに

より、中期目標期間

の最終年度までに、

住宅融資保険を活用

したリバースモーゲ

ージ型住宅ローンの

取扱金融機関数を 70
機関以上とする。（定

量目標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ リバースモーゲー

② リバースモーゲー

ジの普及に貢献する

ため、民間金融機関

に新たにリバースモ

ーゲージ型住宅ロー

ンの取扱いを働きか

け、参入に向けた取

組を支援することに

より、新規にリバー

スモーゲージ型住宅

ローンを取り扱う民

間金融機関数を 12機

関以上とする。（定量

目標）【難易度：高】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ リバースモーゲー

付保申請件数 
・リバースモーゲー 
ジ型住宅ローンへの 
付保申請件数 
・買取再販事業者向 
け融資への付保申請 
件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 全国でリバースモーゲージ型住宅ローンの利

用ができるよう、地域の実情や課題を踏まえた

上で、支店等からリバースモーゲージ型住宅ロ

ーンの商品特性、取扱いのメリット、活用事例

等を説明するなど、未参入の 118 機関に対し、

アプローチを行った。 
また、本店部署は各支店等と連携し、金融機

関に対して住宅融資保険契約に必要な書類や手

続の案内をするとともに、商品設計に当たって

の要検討事項及び商品の販売戦略の相談、保険

契約申請書類の確認、金融機関職員向けの勉強

会等を行い、円滑な業務開始をサポートした。  

その結果、新規に取扱いを開始した金融機関

は 15 機関（達成率：125％）※となり、取扱金

融機関数は合計 38 機関（平成 29 年度末累計）

となった。 
なお、このうち 24 機関がノンリコース型を導

入している。 
※（株）肥後銀行、（株）横浜銀行、三島信用金

庫、（株）中京銀行、（株）西京銀行、（株）紀陽

銀行、（株）北越銀行、静清信用金庫、（株）南都

銀行、浜松信用金庫、三井住友信託銀行（株）、

（株）みなと銀行、北空知信用金庫、（株）大垣

共立銀行、他１機関 
 

○ 平成 29 年度末におけるリバースモーゲージ

型住宅ローン取扱金融機関（38 機関）の業態別

内訳は、 
・都銀・信託銀行：５機関（うち平成 29 年度参 

入１機関） 
 ・地方銀行：23 機関（同９機関） 
 ・信用金庫等：７機関（同４機関） 
 ・モーゲージバンク：３機関（１機関） 
 であるが、一般的なリバースモーゲージにおい

ては、大都市圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千

葉県、愛知県及び大阪府）以外の地域では、活用

が難しいと思われているところ、当該地域に本

店が所在している地方銀行及び信用金庫等につ

いても、30 機関が参入しており、全体の８割程

度を占めている。 
 
（リバースモーゲージ型住宅ローン） 

は基準値を大きく上回る実績

を上げている。 
・リバースモーゲージ型住宅ロ

ーンに係る取組においては、

単に民間金融機関の参入を働

きかけるだけでなく、機構自

ら商品の認知度向上に向けた

周知活動を行うなどの取組に

より、付保申請件数が大幅に

増加するなど、リバースモー

ゲージの普及に大いに貢献し

た。 
・また、住宅セーフティネット法

の一部改正を受け年度途中か

ら業務として追加された、住

宅確保要配慮者向け賃貸住宅

に係る家賃債務保証事業者向

け家賃債務保証保険について

も、法施行日から取扱いを開

始するなど、住宅政策上の重

要な課題である住宅セーフテ

ィネット機能の強化にも貢献

している。 
 

これらの実績を総合的に判断し、所

期の目標を上回る成果が得られたと評

価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「A」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと

おり。 
 
・ リバースモーゲージ型住宅ローン

への付保申請件数が対前年度比約４

倍になるなど、リバースモーゲージ

の普及、住宅を活用したセーフティ

ネット機能の強化という点におい

て、目標を上回った。 
・ 今までなかなか増えなかったリバ

ースモーゲージの取扱金融機関を大

きく増やしたことは評価できる。 
・ 機構の定義するリバースモーゲー

ジ型住宅ローンの普及に取り組んで

おり、計画を上回る進捗を見せてい

る点は高く評価できる。これは本中

期計画の戦略的な商品であることか

ら、その商品性について着実に見直

していってほしい。 
・ リバースモーゲージ型住宅ローン

市場への働きかけは特筆すべき成果

をあげつつある。 
・ 家賃債務保証保険業務への取組も

高く評価したい。 
・ 家賃債務保証市場への働きかけは

特筆すべき成果をあげつつある。 
・ 融資保険の回収実績率という定量

目標はクリアされており、評価でき

る。 
 
 その他、中期計画の各項目に関する
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ジ型住宅ローン、買

取再販事業者向け融

資に係る住宅融資保

険の付保を着実に進

捗させる。（指標：リ

バースモーゲージ型

住宅ローンへの付保

申請件数・買取再販

事業者向け融資への

付保申請件数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ジ型住宅ローン、買

取再販事業者向け融

資に係る住宅融資保

険の付保を着実に進

捗させる。（指標：リ

バースモーゲージ型

住宅ローンへの付保

申請件数・買取再販

事業者向け融資への

付保申請件数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

○ リバースモーゲージ型住宅ローンの普及に向

け、地方公共団体や金融機関と連携した取組を

行った。 
 ア 春日井市及び（株）大垣共立銀行（平成 30

年３月参入）との取組 
   高齢化や空き家問題を抱え、住み替えニー

ズが高まる高蔵寺ニュータウン（愛知県春日

井市）について、同市の指定金融機関で、か

つ、当該ニュータウンの住宅流通促進協議会

の会員である（株）大垣共立銀行に対し、リ

バースモーゲージ型住宅ローンの活用を提案

するとともに、同行の参入を前提として、協

働で当該ニュータウン住民向け「リバースモ

ーゲージセミナー」を開催する等共同で普及

に向けた取組を実施した。 
 イ 妙高市及び（株）北越銀行（平成 29 年 12

月参入）との取組 
   高齢者が多く戸建住宅の耐震改修が進まな

いという政策課題を抱えている新潟県妙高市

に対し、市の補助金と（株）北越銀行のリバ

ースモーゲージ型住宅ローンと連携して周知

することを妙高市に提案し、妙高市と（株）

北越銀行、機構の三者共同チラシを作成した。 
○ 「機構自ら、商品の認知度を高め全国的に周

知してほしい」といった取扱金融機関や業界団

体からの要望を受け、エンドユーザー向けに新

聞広告（記事型対談広告）、インターネット広告、

お客さまチラシの作成等を実施し、リバースモ

ーゲージ型住宅ローンの商品特性等を周知し

た。 
○ 取扱金融機関における利用実績を図るととも

に、未参入金融機関の参入を促す観点から、取

扱金融機関と連携したチラシの作成や住宅事業

者向けの勉強会を開催した。また、取扱金融機

関のニーズを踏まえ、商品改善及び手続の見直

しを行った。 
 【商品改善内容】 
  ①平成 29 年度 
   ・リコース型に加え、ノンリコース型を導   

    入 
  ②平成 30 年度 
   ・担保物件が長期優良住宅の場合の担保掛

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
① 民間金融機関による資金の融通を

円滑にするため、新規に取扱いを希

望する金融機関（３機関）に対する

支援とともに、増額申請があった金

融機関（７機関）に対しても適切に

対応を行ったことで、平成 29 年度に

おけるフラット３５つなぎ融資の付

保申請件数は 16,374 件（平成 28 年

度：15,658 件、対前年度比：104.6％）

となり、フラット３５パッケージ融

資の付保申請件数は 40,909 件（平成

28 年度：35,918 件、対前年度比：

113.9％）となった。 
 
③ リバースモーゲージ型住宅ローン

については、エンドユーザー向けに

新聞（記事型対談広告）及びインタ

ーネット広告等を利用した周知活動

を行い、リバースモーゲージ型住宅

ローンの認知度向上に貢献した。ま

た、取扱金融機関からの要望を踏ま

え、事務処理の見直しや提出書類の

簡素化を行った。こうした取組の結

果、リバースモーゲージ型住宅ロー

ンの付保申請件数は 174 件（対前年

度比：446.2％）となり、大幅に増加

した。 
買取再販事業者向け融資について

も、未参入金融機関に参入に向けた

働きかけを実施し、２機関（（株）ア

プラス、オリックスクレジット（株））

が取扱いを開始する等、取扱金融機

関数は合計４機関となった。また、

参入金融機関の増加及び当該増加に

伴い融資金利を引き下げる金融機関

が出た結果、買取再販事業者向け融

資の付保申請件数は 260 件となった

（対前年度比 1,130.4％）。また、こ

うした状況を踏まえ、買取再販事業

者への支援策として、住宅融資保険
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目引上げ（50％又は 60％→55％又は

65％） 
   ・年齢要件の引下げ（満 60 歳以上→満 50

歳以上※） 
※保険料率は満 60 歳以上の場合と同様

だが、担保掛目の上限が 30％となる。 
   ・資金使途にセカンドハウスを追加 
   ・提出書類の簡素化 
○ これらの取組を行った結果、リバースモーゲ

ージ型の付保申請件数は 174 件（平成 28 年度：

39 件、対前年度比：446.2％）となり、大幅に

増加した。 
○ 民間金融機関のリバースモーゲージは、利用

できるエリアを都市部に限定している商品もあ

るが、住宅融資保険を活用したリバースモーゲ

ージ型住宅ローンは全国で利用可能である。そ

のため、平成 29 年度におけるリバースモーゲ

ージ型住宅ローンの付保申請件数（174 件）の

うち、大都市圏（東京都、神奈川県、埼玉県、

千葉県、愛知県及び大阪府）以外の実績は 91 件

あり、大都市圏以外の地域でも利用されている。 
○ より多くのお客さまに認知・ご理解いただく

ため、住宅融資保険付きリバースモーゲージ型

住宅ローンの愛称を【リ・バース 60】に決定し

た。（平成 30 年５月～） 
 
（買取再販事業者向け融資） 
○ 未参入金融機関に参入に向けた働きかけを実

施した結果、平成 29 年度から２機関（（株）ア

プラス及びオリックスクレジット（株））が取扱

いを開始し、取扱金融機関数は合計４機関とな

った。新規参入機関に対しては、機構（業務推

進部門及び審査部門）との間で必要書類や審査

上の目線合わせの打合せを複数回実施するな

ど、きめ細やかなフォローを実施し、金融機関

における円滑な事務処理体制の構築に向けて支

援した。 
○ 参入金融機関の増加及び当該増加に伴い融資

金利を引き下げる金融機関が出た結果、買取再

販事業者向け融資の付保申請件数は 260件とな

り、平成 28 年度の 23 件を大幅に上回る結果

（対前年度比 1,130.4％）となるなど、買取再販

における特定買取再販ローン保険に

無担保コースを創設することについ

て決定（平成 30 年４月から実施）

し、平成 30 年度中に２機関が取扱い

予定となっており、機構の取組を評

価できる。 
 
④ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する法律の一部

を改正する法律の施行に伴い、施行

日（平成 29 年 10 月 25 日）から家

賃債務保証事業者向けの家賃債務保

証保険の取扱いを開始する上で、家

賃債務保証事業者や生活支援団体に

対する訪問を重ね、商品内容や事務

手続について意見を聴くと共に、家

賃債務保証業の実情も把握しなが

ら、リスク管理にも留意して制度を

創設したことは、評価できる。なお、

全国 12 法人（延べ 39 回）の家賃債

務保証事業者を訪問し、平成 29 年度

中に２社（（株）オリコフォレントイ

ンシュア、エルズサポート（株））、

平成 30 年４月に１社（（株）クラス

ケア）と家賃債務保証保険契約の締

結を行ったことは、評価できる。 
 
⑤ 保険金の支払審査については、迅

速な審査、進捗管理等を実施したこ

とで、平成 29 年度に保険金支払審査

を行った 341 件のうち、受理から支

払までを標準処理期間（25 日）以内

に処理した件数は 333 件（97.6％）

となった。 
 
⑦ リバースモーゲージ型住宅ローン

に対する住宅融資保険について、長

期優良住宅の場合の担保掛け目の引

上げ、対象年齢の引下げ、セカンド

ハウス取得費用の対象化を行ったこ

と、住宅融資保険における特定買取

再販ローンに無担保コースを創設し
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③ 住宅確保要配慮者

の居住の安定の確保

を図るため、信用リス

クの管理等を適切に

行いつつ、家賃債務保

証保険業務を的確に

行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 住宅確保要配慮者 

の居住の安定の確保 

を図るため、信用リ 

スクの管理等を適切 

に行いつつ、家賃債 

務保証保険業務を的 

確に行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 信用リスクの管理

等を適切に行いつ

つ、家賃債務保証保

険業務に係る制度・

事務処理方法を確立

し、的確に行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者向けローンの供給支援を通じて、既存住

宅の流通促進及びリフォーム市場の活性化に貢

献した。 
○ 付保申請件数が急増している状況を踏まえ、

機構（業務推進部門及び審査部門）と金融機関

が連携し定期的な打合せ等を行った。また、金

融機関からの質疑に対して迅速かつ丁寧に対応

するとともに、金融機関からの要望を踏まえ、

書類の簡素化等を行った。 
○ 買取再販事業者への支援策として、住宅融資

保険における特定買取再販ローン保険に無担保

コースを創設することを決定した。（平成 30 年

４月から実施） 
（平成 30 年度中に２機関が取扱予定） 

 
○ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律（以下「住宅セーフティネッ

ト法」という。）の一部を改正する法律の施行に

伴い、施行日（平成 29 年 10 月 25 日）から家

賃債務保証事業者向けの家賃債務保証保険の取

扱いを開始した。取扱開始に当たっては、家賃

債務保証事業者及び生活支援団体（NPO 法人

等）を複数訪問する等によりヒアリングを行う

中で、商品内容や事務手続について意見を聴く

と共に、家賃債務保証業の実情も把握しながら、

リスク管理にも留意して制度・事務処理方法を

決定した。また、国土交通省主催説明会（東京都

２回、大阪府及び福岡県で各１回）で家賃債務

保証事業者向けに家賃債務保証保険の内容につ

いて事前に周知した。 
 【訪問実績】 
  ・家賃債務保証会社 計７社（延べ 32 回） 
   → 東京都内のほか、福岡県（福岡市）、兵

庫県（神戸市）、岩手県（盛岡市）の各社

を訪問。うち、早くから関心のあった大手

保証会社とは、制度開始半年前から隔週

で定例打合せを行い、制度利用に向けて

綿密な打合せを実施 
・生活支援団体（NPO 法人等） 計５法人（延

べ７回） 
 → それぞれ東京都（墨田区）、宮城県（仙

台市）及び福岡県（福岡市、北九州市及び

たこと、既存住宅購入・リフォーム

工事一体型ローンに係る個人つなぎ

ローン保険の取扱金融機関に貸金業

者を追加したことは、評価できる。 
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④ 保険金の支払審査

を的確に行うととも

に、保険金を支払った

債権については民間

金融機関と連携しな

がら積極的な回収に

努めること。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 保険金の支払審査

を的確に行うととも

に、民間金融機関の

ニーズ等も踏まえ事

務処理や手続を見直

す。 
 
 
 
 
 
 
⑥ 保険金を支払った

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 保険金の支払審査

を的確に行うととも

に、民間金融機関の

ニーズ等も踏まえ事

務処理や手続を見直

す。 
 
 
 
 
 
 
⑥ 保険金を支払った

大牟田市）で活動する各法人を訪問 
○ 家賃債務保証事業者の業界団体、生活支援団

体のネットワーク協議会、都道府県の居住支援

協議会において説明会を開催し、制度の周知を

図ると共に、住宅セーフティネット制度への取

組状況等について情報交換を行った。 
 【実施した主な説明会】 
  ・家賃債務保証会社向け説明会（国土交通省

主催） 
・（一社）全国賃貸保証業協会会員企業向け説

明会 
  ・生活支援団体ネットワーク協議会主催説明

会（鹿児島県）  
  ・居住支援協議会主催説明会（千葉県、長崎県

及び鹿児島県） 
○ 全国 12 法人（延べ 39 回）の家賃債務保証事

業者を訪問した結果、３社（（株）オリコフォレ

ントインシュア、エルズサポート（株）及び（株）

クラスケア）から参入希望があり、家賃債務保

証保険契約の締結を行った。（うち（株）オリコ

フォレントインシュア及びエルズサポート（株）

は平成 29 年度から取扱開始。（株）クラスケア

は平成 30 年度から取扱開始） 
 ※ 平成 29 年度の付保実績なし 
   （（参考）平成 30 年３月末現在の登録住宅 
       数：74 件、546 戸） 
○ 平成 30 年度の契約締結に向けて複数の家賃

債務保証事業者と継続して調整を行っている。 
 
○ 次の取組を行った結果、平成 29 年度に保険金

支払審査を行った 341 件のうち、受理から支払

までを 25 日以内に処理した件数は 333 件

（97.6％）となった。 
ア 保険金支払審査項目を事前にチェックする

シートを活用した迅速な審査を実施した。 
イ 保険金支払請求後の進捗管理データベース

の活用により、進捗管理を徹底した。 
ウ 円滑な支払審査を行うため、保険金支払請

求前の金融機関からの照会に対して、必要書

類、手続等を案内した。 
 
○ 次の取組を行った結果、平成 29 年度の回収実
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⑤ 社会経済情勢に対

応した調査研究を行

い、民間金融機関等の

ニーズや要望を踏ま

えつつ、制度・運用の

見直し等を行うこと

により、新たな住宅循

環システムの構築や

建替え・リフォームに

よる安全で質の高い

住宅への更新に対応

した住宅ローンの供

給を支援すること。 
 

債権については、民

間金融機関と連携し

て積極的な回収に取

り組むことにより、

保険金支払年度の翌

年度末までの年度ご

との回収実績率の平

均値を 48％以上とす

る。（定量目標） 
 
 
⑦ 新たな住宅循環シ

ステムの構築や建替

え・リフォームによ

る安全で質の高い住

宅への更新に対応し

た住宅ローンの供給

を支援できるよう、

社会経済情勢に対応

した調査研究を行

い、民間金融機関の

ニーズや要望を踏ま

えつつ、制度・運用の

見直しを行う。 

債権については、民

間金融機関と連携し

て積極的な回収に取

り組むことにより、

保険金支払年度の翌

年度末までの回収実

績率の平均値を 48％
以上とする。（定量目

標） 
 
 
⑦ 新たな住宅循環シ

ステムの構築や建替

え・リフォームによ

る安全で質の高い住

宅への更新に対応し

た住宅ローンの供給

を支援できるよう、

社会経済情勢に対応

した調査研究を行

い、民間金融機関の

ニーズや要望を踏ま

えつつ、制度・運用の

見直しを適宜適切に

行う。 

績率は 51.0％となった。 
ア 保険金支払決定時の回収方針又は定期的に

報告を受けている回収状況調査票に基づく回

収取組が行われていることを随時金融機関に

確認し、進捗管理を徹底した。 
イ 保険金支払後、物件が未処分である債権に

ついては、早期回収につながる任意売却を推

進した。 
 
 
 
○ 主務省等との協議を重ねながら、次のとおり、

住宅政策上の必要性やニーズ等を踏まえた商品

性の改善に向けた取組を実施した。 
ア 高齢者への支援策として、住宅融資保険に

おける特定一括返済ローン保険について、次

の①及び②の制度拡充を決定した。（平成 30
年４月から実施） 
① 担保物件が長期優良住宅の場合の担保掛

目引上げ（50％又は 60％→55％又は 65％） 
（平成 30 年度中に７機関が取扱予定） 

② 年齢要件の引下げ（満 60 歳以上→満 50
歳以上※） 
※保険料率は満 60 歳以上の場合と同様だ

が、担保掛目の上限が 30％となる。（平成

30 年度中に６機関が取扱予定） 
イ 買取再販事業者への支援策として、住宅融

資保険における特定買取再販ローン保険に無

担保コースを創設することを決定した。（平成

30 年４月から実施、平成 30 年度中に２機関

が取扱予定） 
○ 上記、高齢者の支援に係る制度拡充に関する

ニーズ把握のために、移住・二地域居住を促進

している地方公共団体（22 団体）、ＮＰＯ法人

（３団体）、金融機関（８機関）に対して訪問又

は電話によるヒアリングを実施した。 
○ 上記のほか、予算事項以外の項目として次の

制度改善を平成 30 年４月から実施した。 
 ア 特定一括返済ローン保険において、セカン

ドハウスに係る建設・購入、リフォーム及び

借換えの資金を付保対象に追加した。 
 イ 既存住宅購入・リフォーム工事一体型ロー
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ンに係る個人つなぎローン保険の取扱対象金

融機関に貸金業者を追加した。 
○ 住宅融資保険における特定一括返済ローン保

険について、今後の利用増加や商品性の拡充に

向けて、外部機関にコンサルティング業務を委

託し、リスク計量手法の妥当性の検証や新商品

開発等に関する調査研究を実施した。 
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【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 住宅資金融通等事業 

関連する政策・施策 政策目標：１．少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び

向上の促進 
 施策目標：１．居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な

住宅ストックの形成を図る 
 施策目標：２．住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる

住宅市場を整備する 
政策目標：２．良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社

会の実現 
 施策目標：３．総合的なバリアフリー化を推進する 
政策目標：４．水源等災害による被害の軽減 
 施策目標：11．住宅・市街地の防災性を向上する 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人住宅金融支援機構法第 13 条第１項第５号から第 10 号まで、

第２項第１号、第２号、第４号及び第５号並びに附則第７条第１項第１号

及び第２項 

当該項目の重要度、難易

度 
該当なし 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
該当なし 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標等 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

定

量

目

標 

サービス付き高齢者向け賃貸住宅融資の融資承認件数 （計画値） 中期目標期間中に 80 件程度 － 20 件程度    
（実績値） － 38 件 

（平成 28 年度） 
31 件    

（達成率） － － 155.0%    

指

標 

国が災害対策本部を設置する規模の災害が起きた際の相談等の件数 － 22,801 件 
（平成 28 年度） 

14,600 件 
 

   

 東日本大震災 － 5,273 件 
（平成 28 年度） 

3,511 件    

平成 28 年熊本地震 － 17,528 件 
（平成 28 年度） 

10,987 件    

平成 29 年７月九州北部豪雨 － － 102 件    
団体信用生命保険業務の初年度加入率 （全体） － 65.2% 

（平成 28 年度） 
66.9％ 

 
   

（制度改善前団信） 61.8％ 
（制度改善後団信） 87.9％ 
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②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 
予算額（百万円） 2,661,536    
決算額（百万円） 2,624,812    
経常費用（百万円） 308,953    
経常利益（百万円） 104,923    
行政サービス実施コスト（百万円） △ 99,065    
従事人員数 387    

注）財形住宅資金貸付勘定、住宅資金貸付等勘定及び既往債権管理勘定を合算した計数を記載。予算額及び決算額は支出額を記載 

 

 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 住宅政策上重要であ

りながら、民間金融機関

だけでは対応が困難な

分野への資金の融通を

補完するため、丁寧な審

査を行いつつ、次の取組

を行うこと。なお、本事

業の実施に当たっては、

民間金融機関等との適

切な役割分担に留意す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

民間金融機関だけで

は対応が困難な分野へ

の資金の融通を補完す

る住宅資金融通事業に

ついては、丁寧な審査

を行いつつ、被災した

住宅の再建、老朽化し

たマンションの建替

え・改修の促進、密集市

街地の解消等に対する

融資に関して民間金融

機関等の業務状況を不

断に検証する。 
また、証券化支援事

業及び住宅資金融通等

事業を通じて供給され

る住宅ローンに付随す

る団体信用生命保険業

務、既往債権管理業務

及び財形住宅融資業務

についても的確に実施

する。 
 
 
 
 

民間金融機関だけで

は対応が困難な分野へ

の資金の融通を補完す

るため、住宅資金融通

事業において、被災者

の個別の事情や地域に

おける事業の必要性等

に配慮した丁寧な審査

を行いつつ、被災した

住宅の再建、老朽化し

たマンションの建替

え・改修の促進、密集市

街地の解消等に対する

融資を行うとともに、

民間金融機関等の業務

状況を検証する。 
また、証券化支援事

業及び住宅資金融通等

事業を通じて供給され

る住宅ローンに付随す

る団体信用生命保険業

務、既往債権管理業務

及び財形住宅融資業務

についても的確に実施

する。 
 

＜評価の視点＞ 
・住宅政策上重要で

ありながら、民間金

融機関だけでは対応

が困難な分野への資

金の融通を補完する

ための取組を行って

いるか。 
 
＜主な定量目標＞ 
・サービス付き高齢

者向け賃貸住宅融資

の融資承認件数 
 
＜その他の指標＞ 
・国が災害対策本部

を設置する規模の災

害が起きた際の相談

等の件数 
・団体信用生命保険

の初年度加入率 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
理由：住宅政策上重要でありな

がら民間金融機関だけでは対応

が困難である災害復興住宅融資

やサービス付き高齢者向け賃貸

住宅融資等を適切に実施してお

り、所期の目標を達成している

と判断し、「Ｂ」とした。 
・定量目標に関しては、「サービ

ス付き高齢者向け賃貸住宅融

資の融資承認件数」の達成率が

155％となり、目標を大幅に上

回っている。 
・定性的な取組においても、災害

対応として平成 29 年７月に

発生した九州北部豪雨災害に

おける被災者の状況に応じた

丁寧な相談対応、被災者のニ

ーズ等を踏まえた災害復興住

宅融資に係る制度の見直し、

東日本大震災及び平成 28 年

熊本地震の被災者の住宅再建

支援のための地方公共団体と

連携した現地説明会の継続実

施等を行った。特に、平成 28

＜評定に至った理由＞ 
サービス付き高齢者向け賃貸住宅融

資については、セミナーや説明会等で

機構融資制度を幅広く周知した結果、

平成 29 年度における融資承認件数は、

中期計画に掲げている目標値（80 件程

度）を基に定めた年度計画（20 件程度）

に対し 31 件（155.0%）となった。さ

らに、民間金融機関等の業務状況を不

断に検証の上、民間補完を行うことが

求められているところ、８金融機関と

新たに協調融資協定を締結した。 
 また、災害復興住宅融資等について、

被災者のニーズ等を踏まえ、受付期間

の延長や対象の拡充、事務手続の簡素

化・効率化を図り、商品改善を実施す

る等、住宅政策上重要でありながら、

民間金融機関だけでは対応が困難な分

野への資金の融通を補完する役割を果

たした。 
 
 これらの実績を踏まえ、所期の目標

を達成したと評価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
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① 東日本大震災、熊本

地震等の自然災害か

らの復興及び将来発

生するおそれがある

大規模な自然災害へ

の予防を支援するた

め、災害復興住宅融

資、地すべり等関連住

宅融資等を行うこと。 
（指標） 
・国が災害対策本部を

設置する規模の災害

が起きた際の相談等

の件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 自然災害からの復

興及び将来発生する

おそれがある大規模

な自然災害への予防

を支援するため、災

害復興住宅融資、地

すべり等関連住宅融

資及び宅地防災工事

資金融資を行うとと

もに、返済方法の変

更等により被災者の

継続的な返済を支援

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①  災害復興住宅融

資等について、地方

公共団体等と連携

して周知活動を図

るとともに、被災地

において出張相談

を実施し、お客さま

コールセンターに

おける電話相談を

実施する。併せて、

被災者のニーズ等

を踏まえ、事務手続

や商品性の改善に

努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（九州北部豪雨災害への対応） 
○ 平成 29 年７月に発生した九州北部豪雨災害

への対応に当たっては、直ちに本店及び現地支

店に被災者対応本部を設置し、被災者の住宅再

建支援のため、融資制度等を周知するとともに、

現地支店及びお客さまコールセンターにおいて

は、被災者の状況に応じて丁寧な相談対応を行

った。 
 
（商品改善） 
○ 被災者のニーズ等を踏まえ、以下のとおり災

害復興住宅融資の商品改善を実施した。  
ア 災害復興住宅融資 
・ 平成28年熊本地震に係る受付期間を平成

32 年３月末まで延長した。 
・ 世帯が別であれば、同居していても被災

親族同居加算の対象とした。 
・ 住宅再建に当たり、世帯分離を行う者に

ついては、両世帯に融資できることとした

（従前は１被災住宅１融資）。 
・ 借入申込書を資金使途（建設、購入及び補

修）別に作成し、お客さまに記入いただく

事項を少なくした。 
・ 平成 28 年台風第 10 号に係る岩手県岩泉

町への対応を契機に、法令による建築制限

がなくても、河川工事等公共事業により事

実上、建築が制限される場合には受付期間

を延長できる措置を導入した。 
イ 災害復興住宅融資（賃貸住宅融資） 
・ 被災者からの要望等を踏まえ、個人向け

住宅融資と同様、平成 30 年度から最短返済

期間を 10 年から１年に短縮することとし

た。 
・ 平成29年６月に借入申込時の添付書類を

簡素化するとともに、平成 30 年度からは更

なる簡素化を行うこととした。 
ウ 災害復興住宅融資（共用部分補修（区分所

有者申込み）） 
   平成 28 年熊本地震による被災マンション

の区分所有者からの要望を受けて、災害復興

住宅融資（共用部分補修（区分所有者申込み））

の事務手続を整備した。 

年熊本地震に対する対応で

は、高齢者からの住宅再建相

談において、親子リレー返済、

親孝行ローン等を活用した災

害復興住宅融資の提案に加

え、災害復興住宅融資（高齢者

向け返済特例）を提案するな

ど、被災者の方にとって最適

な住宅再建方法を選択してい

ただけるようカウンセリング

相談を実施するとともに、熊

本県における高齢者向けの利

子補給事業の制度化に貢献し

た。これらの被災者に寄り添

った継続的な機構の取組につ

いて、熊本県知事から評価さ

れ、平成 29 年 11 月に感謝状

をいただいた。 
加えて、被災されたお客さ

まの返済相談においては、お

客さまの状況に応じ、災害特

例等のみではなく、自然災害

ガイドライン等の概要も説明

した。このほか、熊本地震にお

ける自然災害ガイドラインの

手続が円滑に進むよう、（一

社）自然災害被災者債務整理

ガイドライン運営機関に対し

働きかけを行った結果、「債務

整理申出マニュアル」が制定

されるなど、手続の早期進捗

に資する取組を行った。 
  また、老朽化マンションの

建替えに関する融資や再開発

事業の初期段階等における融

資、耐震改修工事に対するリ

フォーム融資、マンション共

用部分リフォーム融資等に係

る業務を的確に行ったほか、

住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する

法律の一部を改正する法律の

該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「B」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと

おり。 
 
・ 災害復興住宅融資は、例外的な業

務でもあるが、近年の災害の多発等

を鑑み、その有効性は高いので、十

分吟味して実施する必要がある。 
・ 全ての指標で目標を達成してい

る。 
・ 民業補完の観点から、民間金融機

関との協調融資は評価できる。 
・ 自然災害についての機構の取組に

ついては、被災地の状況に応じてお

り、着実に機構の業務を果たしてい

る。 
・ サービス付き高齢者向け賃貸住宅

融資についての定量目標をクリアし

たことは評価できる。 
・ サービス付き高齢者向け賃貸住宅

融資の融資件数承認件数は目標を達

成したが、未だ大幅に普及している

とまでは言えないため、今後定着し

ていくことに期待したい。 
・ 引き続き、住宅の耐震性の向上に

向けた積極的な取組が期待される。 
・ 団体信用生命保険について制度的

な見直しを行い、加入者を大きく増

やした。 
・ 団体信用保険の加入率は制度改正

後に大きく改善しており、改正に対

する姿勢も評価できる。 
 
その他、中期計画の各項目に関する

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
② 東日本大震災への対応では、地方

公共団体と連携した現地相談会を継
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② 東日本大震災、熊

本地震等の被災者に

対する支援を継続的

に行うとともに、災

害が起きた際には、

電話や面談による相

談等、被災者支援の

業務実施態勢を関係

機関との連携のもと

で機動的に構築す

る。（指標：国が災害

対策本部を設置する

規模の災害が起きた

際の相談等の件数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
② 東日本大震災、熊

本地震等の被災者に

対する支援を継続的

に行うとともに、災

害が起きた際には、

電話や面談による相

談等、被災者支援の

業務実施態勢を関係

機関との連携のもと

で機動的に構築す

る。（指標：国が災害

対策本部を設置する

規模の災害が起きた

際の相談等の件数） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（被災マンションの建替え支援） 
○ 平成 28 年熊本地震による被災マンションに

おいて、地元金融機関と協同で住民説明会を開

催するとともに、高齢者（36 名）に対して高齢

者向け返済特例のカウンセリングを実施した。 
 
（地方公共団体と連携した現地相談会の実施） 
○ 東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災

者の住宅再建を支援するため、お客さまコール

センターとのリレーションを行いながら、地方

公共団体と連携した現地相談会を継続的に開催

した。 
 東日本大震災 年度計 142 回 592 組 
 平成 28 年熊本地震 年度計 276 回 2，094 

  組 
（東日本大震災への対応） 
○ 地方公共団体の復興事業による宅地供給が本

格化している岩手県沿岸地域において現地相談

会の開催回数を増やし、三陸復興支援センター

を中心に対応した。 
＜平成 29 年度岩手県における相談会実績＞ 

57 回、 328 組（平成 28 年度 48 回、261 組） 
（平成 28 年熊本地震への対応） 
○ 熊本県住宅課、健康福祉政策課等と県の住宅

支援策についての協議を重ねた結果、金融機関

からリバースモーゲージ型の融資を受けた場合

の利子助成制度（利子相当額を一括支給）の導

入が実現された。（平成 29 年 11 月） 
○ 被災者からの相談に際しては、上記の熊本県

における利子補給事業も紹介する等県の制度と

連携して相談に対応した。また、高齢者からの

住宅再建相談に当たっては、親子リレー返済、

親孝行ローン等を活用した災害復興住宅融資の

提案に加え、災害復興住宅融資（高齢者向け返

済特例）を提案し、高齢の被災者にとって最適

な住宅再建方法を選択していただけるようカウ

ンセリング相談を実施した。その結果、災害復

興住宅融資（高齢者向け返済特例）は平成 30 年

３月末までに 59 組にカウンセリングを実施し、

31 件の借入申込みを受け付けた。 
○ 平成 28 年熊本地震による被災マンションに

施行を受け、住宅確保要配慮

者の入居を拒まない登録住宅

に係るリフォーム融資を開始

するなど、民間金融機関だけ

では対応が困難な分野への資

金融通を補完する取組を実施

した。 
  さらに、団体信用生命保険

業務においては、団信加入費

用の金利組込等の制度見直し

を行うなどの取組を実施し

た。団信制度の見直しにより、

お客さまは償還金以外の支払

がなくなり、利便性が向上し

たことに加え、保障内容が拡

充するなどのお客さまにとっ

てメリットに繋がる改正を実

現することができた。このこ

とにより、団信加入率の向上、

２年目脱退率の改善が図ら

れ、住宅ローン利用者が亡く

なった後の相続人の負担をさ

せることがないよう、的確な

団信業務を実施した。 

続的に実施したほか、復興事業によ

り宅地供給が本格化している岩手県

沿岸地域において現地相談会の回数

を増やす等、引き続き適切な対応を

実施した。熊本地震への対応では、

県と協議を重ねた結果、金融機関等

からリバースモーゲージ型の融資を

受けた場合の利子助成（利子相当額

を一括支給）の制度化を実現した（平

成 29 年 11 月）ことは評価できる。

なお、被災者に寄り添った継続的な

取組が評価され、熊本県より感謝状

を受領している。 
 
③ 子育て世帯向け省エネルギー賃貸

住宅融資については、平成 29 年度受

理分から、省エネルギー基準の引上

げ（断熱等性能等級４、かつ、一次エ

ネルギー消費量等級４以上等）を行

う等、制度改善に取り組んだ。また、

公益社団法人全国賃貸住宅経営者協

会連合会主催のセミナーにおいて、

全国 32 箇所で融資に関する周知を

行った。こうした取組の結果、融資

予約金額は前年度比 125.8%となっ

た。 
 
⑤ 地域の住まい・まちづくりへの支

援に関する取組について、地方公共

団体、住生活産業を担う民間事業者、

地域住民の団体、ＮＰＯ等との連携

及び協力を強化するため、機構の融

資制度等のポイントをまとめた地方

公共団体等向け冊子等を用いて地域

のまちづくりに関する課題に対し機

構が協力できる融資制度、連携事例

等の周知を実施した。 
 
⑥ 「よこはま団地再生コンソーシア

ム」を通じて、マンション建替えに

関する仮住居費用等に対応した融資

スキームを構築した。また、再開発
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③ 返済相談において

は、借入者の状況に

応じて、災害特例等

のみならず、「自然災

害による被災者の債

務整理に関するガイ

ドライン」（平成 27年

12 月 自然災害によ

る被災者の債務整理

に関するガイドライ

ン研究会）等の概要

を説明するととも

に、これらの手続に

従い、適切な措置を

講ずる。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

おいて、地元金融機関と協同で住民説明会を開

催するとともに、高齢者（36 名）に対して高齢

者向け返済特例のカウンセリングを実施した。

（再掲）  
○ 被災者に寄り添った継続的な取組が評価さ

れ、熊本県知事から、「安全で安心な地域社会の

構築に大きく寄与するとともに、県民の絶大な

信頼を得る活動である。」という趣旨で、機構に

対する感謝状をいただいた。（平成 29 年 11 月） 
 
（平成 29 年７月九州北部豪雨災害への対応） 
○ 現地支店及びお客さまコールセンターにおい

て、被災者の状況に応じて丁寧な相談対応を行

った。（再掲） 
【国が災害対策本部を設置する規模の災害が起き

た際の相談等の件数】 
14,600 件 

 （内訳） 
  東日本大震災：3,511 件 

平成 28 年熊本地震：10,987 件 
平成 29 年７月九州北部豪雨災害：102 件 

 
○ 受託金融機関をはじめとする関係機関と緊密

に連携しながら返済相談を行った。 
返済相談においては、お客さまの状況に応じ、

災害特例等のみではなく、自然災害ガイドライ

ン等の概要も説明した。 
その結果、東日本大震災に係る災害特例の承

認件数は累計 6,198 件、私的整理ガイドライン

適用の申出があった債権数は 380 件で、うち弁

済計画が成立した債権数は 358 件（いずれも累

計）となった。 
○ 平成 28 年熊本地震等に係る災害特例の承認

件数は累計 432 件、自然災害ガイドライン適用

の申出があった債権数は 95 件で、うち調停条項

が確定した債権数は 43 件（いずれも累計）とな

った。 
○ 特に、平成 28 年熊本地震における自然災害ガ

イドラインについては、登録支援専門家（弁護

士）の制度の理解不足等の運用上の課題につい

て、当該ガイドラインの手続が円滑に進むよう、

機構が（一社）自然災害被災者債務整理ガイド

事業の初動期の資金需要に対して、

民間金融機関の支援体制が整うまで

の協調融資を実施した。 
 
⑦ 地方公共団体の助成制度を利用す

る段階的耐震改修工事を融資対象に

追加するとともに、賃貸住宅リフォ

ーム融資（耐震改修）について、新築

並みのリフォームを行う場合は、賃

貸住宅建設融資と同等の融資条件と

することを決定した。 
 
⑧ マンション共用部分リフォーム融

資については、高経年マンションの

大規模修繕や耐震改修工事等を適切

に支援するため、地方公共団体等と

連携し、修繕積立金の適切な積立を

支援するマンションすまい・る債と

一体となった周知を行う等、効果的

な取組を実施した。 
 
⑨ 手続の簡素化、周知活動等により、

リバースモーゲージ型住宅ローンの

件数が 27 件（前年度比 300.0%）と

なった。 
 
⑩ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の促進に関する法律の一部

を改正する法律の施行に伴い、住宅

確保要配慮者の入居を拒まない登録

住宅に係るリフォーム融資（直接融

資）を開始する上で、公益社団法人

全国賃貸住宅経営者協会連合会主催

のセミナーにおいて、全国 32 箇所で

周知を行ったほか、当該融資の技術

基準及び検査方法を定め、物件検査

が的確に実施されるよう制度開始前

に検査機関向けに説明会を開催する

等、制度の創設に努めた。 
 
⑫ 団体信用生命保険業務について

は、住宅ローンの利用者が死亡した
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② 住生活基本計画に

掲げられた「子育て世

帯が望む住宅を選択・

確保できる環境を整

備」し、ニッポン一億

総活躍プランに掲げ

られた「介護離職ゼ

ロ」等の施策の実現に

資するよう、子育て世

帯向け省エネルギー

賃貸住宅融資、サービ

ス付き高齢者向け賃

貸住宅融資等を行う

こと。 
（定量目標） 
・中期目標期間中のサ

ービス付き高齢者向

け賃貸住宅融資の融

資承認件数を 80 件程

度とする。（第二期中

期目標期間見込実績：

104 件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ 子どもを育成する

家庭に適した良好な

居住性能及び居住環

境を有する賃貸住宅

の供給を促進するた

め、子育て世帯向け

省エネルギー賃貸住

宅融資を行う。 
 
 
 
④ 高齢者の居住安定

に資する住宅の整備

を促進するため、サ

ービス付き高齢者向

け賃貸住宅融資の周

知等を行い、中期目

標期間中の融資承認

件数を 80件程度とす

る。（定量目標） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
④ 災害の防止・軽減

に資する住宅の建設

等に必要な資金の融

資が円滑に実施され

るよう、地すべり等

関連住宅融資及び宅

地防災工事融資につ

いて、国、地方公共団

体との連携等による

周知を行う。 
 
 
⑤ 子どもを育成する

家庭に適した良好な

居住性能及び居住環

境を有する賃貸住宅

の供給を促進するた

め、子育て世帯向け

省エネルギー賃貸住

宅融資を行う。 
 
 
 
⑥ サービス付き高齢

者向け賃貸住宅融資

については、国、介護

運営事業者、地域金

融機関等と連携した

周知活動を行うこと

により、融資の認知

度・理解度の向上を

図るとともに、融資

の事前相談段階から

きめ細やかな対応を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ライン運営機関に対して要望書を提出した結

果、熊本県弁護士会が「債務整理申出マニュア

ル」を制定し、熊本弁護士会から県内の登録弁

護士へ周知された。これらの取組等により、お

客さまの手続着手の申出から債務整理開始まで

の期間が大幅に短縮するなど、被災者の立ち直

りの支援に寄与した。 
 
○ 地方公共団体等に対し、機構の融資制度等の

ポイントをまとめた地方公共団体等向け冊子

「住まい・まちづくりの課題をお聞かせくださ

い！」等を用いて、地域のまちづくりに関する

課題に対し機構が協力できる融資制度や連携事

例等を周知した。 
○ 宅地に甚大な被害が生じた平成 28 年熊本地

震においては、宅地被害を受けた方に対する融

資制度（災害復興住宅融資及び宅地防災工事資

金融資）を掲載したチラシを作成し、熊本市等

を通じて周知した。 
 
○ 平成 29 年度受理分から、省エネルギー基準の

引上げ（断熱等性能等級４かつ一次エネルギー

消費量等級４以上 など）を行った。 
○ （公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会主催

のセミナーにおいて、融資に関する周知を行っ

た。（全国 32 回） 
○ これらの取組等の結果、子育て世帯向け省エ

ネルギー賃貸住宅融資の融資予約件数は 1,254
件、融資予約戸数は 12,890 戸、融資予約金額は

1,347 億円（前年度比 125.8％）となった。 
 
○ 介護・医療関係者等への認知度を高めるため、

医療専門誌における広告の掲載を大手事業者と

連携して行うほか、セミナーや説明会等で機構

融資制度を周知した。 
【周知実績】 
・高齢者新聞広告掲載 ６回 
・金融専門誌 １回 
・高齢者住宅フェア １回 
・医療系雑誌 ３回 
・国土交通省の補助事業説明会への参加 全国

10 か所 

場合等に相続人に弁済の負担をさせ

ることのないよう、既に加入された

方に対する団信業務を適切に実施し

たほか、団信の初年度加入率の向上

及び２年目以降の脱退率改善に資す

る、利用者の使い勝手を改善した新

団信制度を平成 29 年 10 月から開始

した。こうした取組の結果、初年度

加入率は制度改善前の団信の 61.8％
に対し、新団信制度は 87.9％と大幅

に向上した。 
 
⑬ 既往債権管理業務においては、延

滞債権の的確な回収を行うため、丁

寧なカウンセリングを通じた返済方

法の変更の適用により、返済の正常

化を支援し、延滞を削減したほか、

金融円滑化法の適用期限終了後にお

いても、同法の趣旨を踏まえ、返済

困難者に対して償還期間延長などの

措置を継続して対応する等、適切な

債権管理に努めた。また、高齢の消

費者の住宅維持、生活維持を支援す

るため、平成 29 年度からリバースモ

ーゲージ型（ノンリコース）の返済

方法変更「シルバー返済特例」を開

始し、利便性の向上を図った。カウ

ンセリングの結果、返済方法の変更

等を行っても返済継続が困難である

消費者に対しては、生活再建を目的

として、競売と比較して早期解決及

び債務圧縮効果の高い任意売却の提

案を行い、支援した。事業者向け債

権については、債権管理業務・自己

査定業務の一環として、事業者の財

務内容の把握に努めるとともに、満

３ヶ月以上の延滞債権について、個

別債権ごとに実態の把握、措置方針

の策定、進捗状況の管理を行う等、

きめ細かい対応に努めたことで、返

済継続を支援した。 
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③ 地域の住まい・まち

づくりへの支援に関

する取組について、地

方公共団体、住生活産

業を担う民間事業者、

地域住民の団体、ＮＰ

Ｏ等との連携及び協

力を強化するととも

に、一層の周知活動に

努めること。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 地域の住まい・ま

ちづくりへの支援に

関する機構の取組に

ついて、地方公共団

体、住生活産業を担

う民間事業者、地域

住民の団体、ＮＰＯ

等との連携及び協力

を強化するととも

に、国民に対してわ

かりやすく伝わり、

正しく理解されるよ

う一層の周知活動に

努める 
 
 
 

行うことにより、融

資承認件数を20件程

度とする。（定量目

標） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 地方公共団体、住

生活産業を担う民間

事業者、地域住民の

団体、ＮＰＯ等を含

めた住生活に関わる

主体との連携及び協

力を強化するととも

に、地域の住まい・ま

ちづくりへの支援に

関する機構の取組が

国民に対してわかり

やすく伝わり、正し

く理解されるよう一

層の周知活動に努め

る。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・地域金融機関とタイアップした記事型広告実

施 ２回 
その結果、サービス付き高齢者向け住宅の新

規登録件数の増加が鈍化する状況にもかかわら

ず、平成 29 年度における融資承認件数は、年度

計画の 20 件程度に対して 31 件となった。また、

平成 29 年度の登録戸数に占めるシェアは 8.0％
となった（平成 28 年度 11.4％、平成 27 年度

4.8％）。 
  【参考】サービス付き高齢者向け住宅の登録 

戸数：平成 29 年度 13,992 戸、平成 28 年度

16,899 戸、平成 27 年度 21,334 戸） 
○ 民間金融機関との協調融資については、機構

からの働きかけや協調融資に係る記事の金融専

門誌への掲載等の効果により、地銀４行を含む

８金融機関と新規に協定を締結した。 
  【協調融資にかかる協定締結先（平成 30 年３

月末）】 56 機関（都銀：１機関、地銀：23 機

関、信金・信組：32 機関） 
○ 地域のニーズに応えて、地域金融機関と機構

が連携し、サービス付き高齢者向け賃貸住宅へ

の融資を協調して実施する等の実績があった。 
  【協調融資 予約件数（平成 29 年度実績）】 

６件（平成 28 年度：３件） 
 
○ 地方公共団体等に対し、機構の融資制度等の

ポイントをまとめた地方公共団体等向け冊子

「住まい・まちづくりの課題をお聞かせくださ

い！」等を用いて、地域のまちづくりに関する

課題に対し機構が協力できる融資制度や連携事

例等を周知した。（再掲） 
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④ 住生活基本計画に

掲げられた「多数の区

分所有者の合意形成

という特有の難しさ

を抱える老朽化マン

ションの建替え」の促

進等の施策の実現に

資するよう、関係権利

者の合意形成や事業

計画策定等に関し初

期段階から支援を行

うなど、民間金融機関

では融資が困難な局

面において、まちづく

り融資を行うこと。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥ 老朽化マンション

の建替えの促進等の

施策を実現するた

め、関係権利者の合

意形成や事業計画策

定等に関し初期段階

から支援を行うな

ど、民間金融機関で

は融資が困難な局面

において、融資を的

確に行えるよう地方

公共団体に加え、民

間事業者、ＮＰＯ、マ

ンション管理組合等

の幅広い主体に対し

てまちづくり融資に

関する周知活動を行

うとともに、資金計

画に関する相談等に

事業の初期段階から

対応するなど、マン

ション建替え等のプ

ロジェクトにおける

まちづくり融資を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑧ 老朽化マンション

の建替えの促進等の

施策を実現するた

め、関係権利者の合

意形成や事業計画策

定等に関し初期段階

から支援を行うな

ど、民間金融機関で

は融資が困難な局面

において、融資を的

確に行えるよう地方

公共団体に加え、民

間事業者、ＮＰＯ、マ

ンション管理組合等

の幅広い主体に対し

てまちづくり融資に

関する周知活動を行

うとともに、資金計

画に関する相談等に

事業の初期段階から

対応するなど、マン

ション建替え等のプ

ロジェクトにおける

まちづくり融資を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 老朽化マンションの建替えに関する融資を的

確に行うため、地方公共団体、業界団体、マンシ

ョン管理組合等に対して融資に関する周知活動

を行った。 
 【周知実績】 
 ・地方公共団体への周知活動 ３回 
 ・業界団体等への周知活動  ７回 
・（株）りそな銀行と協調したコンサルタント向

けのリバースモーゲージ活用に係る説明会 

３回 
 ・マンション管理組合向けの説明会 15 組合 
○ 事業の初動期段階における関係権利者の合意

形成を支援するための相談等に対応し、融資を

実施した。 
【マンション建替え（事業資金）平成 29 年度

受理件数：１件、78 戸（平成 28 年度受理

実績：１件、143 戸）】 
【マンション建替えに係る新規相談件数 27
件】 

【高齢者向け返済特例に係るカウンセリング 

8 団地、63 名】 
【高齢者向け返済特例平成 29 年度受理件数：

27 件（平成 28 年度受理実績：９件）】 
○ 「よこはま団地再生コンソーシアム」の金融

支援ワーキングにおいて、民間金融機関（都銀

行、地銀等）とマンション建替え（事業資金、高

齢者向け返済特例）及びマンション共用部分リ

フォームにおいて、それぞれが融資可能な対象

及び補完可能分野の確認を行った。 
 
○ 再開発事業の初期段階等、民間金融機関では

融資が困難な局面において、資金計画に関する

相談等に対応し、民間金融機関と連携してまち

づくり融資を的確に実行した。 
宇都宮市の再開発事業においては、民間金融

機関に対し、初動期資金融資の際の担保設定等

の機構のノウハウを提供して支援した。 
豊島区東池袋の再開発事業等計４事業におい

て、初動期の資金需要に対して、民間金融機関

の支援体制が整うまでの協調融資を行い、事業

の推進を支援した。 
【再開発事業平成 29 年度受理件数：５件、
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⑦地震に対する安全性

の向上を図るため、

耐震改修工事に対す

るリフォーム融資を

行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
⑨ 地震に対する安全

性の向上を図るた

め、必要に応じて地

方公共団体等と連携

しながら、耐震改修

工事に対するリフォ

ーム融資を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

866 戸】 
【市街地再開発事業に係るコンサルタント、

デベロッパー、管理組合等からの新規相談

件数 14 件】 
 
○ 耐震改修工事のメニューに地方公共団体の助

成制度を利用する段階的耐震改修工事を追加し

た。（４月） 
○ 国土交通省主催の耐震関係ブロック会議（全

８会場）において、機構から地方公共団体担当

者に対し機構融資について直接説明を行った。 
○ 地方公共団体と連携し、リフォーム融資（耐

震改修）を活用することで、住宅の耐震化率向

上に向けて取り組んだ。 
ア 静岡県が開催した耐震補強診断士向け説明

会でリフォーム融資（耐震改修）を説明した。

（11 月、計３回） 
イ 熊本市が開催した耐震診断士向け説明会で

リフォーム融資（耐震改修）及び災害復興住

宅融資を説明した。（３月） 
ウ 熊本市が開催したお客さま向けの耐震改修

補助制度説明会でリフォーム融資（耐震改修）

及び災害復興住宅融資を説明した。（３月） 
当該説明会は２日間合計４回で 839 名の参

加があった。 
○ 住宅の耐震化に積極的な地方公共団体と連携

し、独自のチラシを作成し、リフォーム融資（耐

震改修）を周知した。 
○ 業界団体（（一社）住宅リフォーム推進協議会

等）を通じて、リフォーム融資（耐震改修）を周

知した。 
○ お客さま等からのニーズを踏まえ、リフォー

ム融資（耐震改修工事）の制度・手続を改正し

た。 
ア 「自ら居住要件」を撤廃した。（11月） 

イ 借入申込書を分かりやすく見直した。（11

月） 

ウ 高齢者向け返済特例の申込みを機構への郵

送受付により行えるようにした。（11 月） 

○ （公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会主催

のセミナーにおいて、融資に関する周知を行っ

た。（全国 32 回）（再掲） 
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⑤ 住生活基本計画に

掲げられた「リフォー

ムによる安全で質の

高い住宅ストックへ

の更新」等の施策の実

現に資するよう、耐震

改修工事に対する融

資等のリフォーム融

資を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑧ マンションの経年

劣化への対応、耐震

性等の向上を目的と

したマンションの外

壁や屋根防水等の大

規模修繕、耐震改修

等に必要な資金を供

給するため、マンシ

ョン共用部分リフォ

ーム融資を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨ 高齢者がバリアフ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑩ マンションの経年

劣化への対応、耐震

性等の向上を目的と

したマンションの外

壁や屋根防水等の大

規模修繕、耐震改修

等に必要な資金を供

給するため、必要に

応じて地方公共団体

等と連携しながら、

マンション共用部分

リフォーム融資を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪ 高齢者がバリアフ 

○ 賃貸住宅リフォーム融資（耐震改修）につい

て、新築並みのリフォームを行う場合は、賃貸

住宅建設融資と同等の融資条件とすることを決

定した。（平成 30 年 7 月から実施予定） 
○ 国、地方公共団体、業界団体等と連携した会

議、セミナー等で共用部分リフォーム融資（耐

震改修工事）の周知を行った。 
ア 国又は地方公共団体との連携による周知

（９回） 
イ 業界団体との連携による周知（18 回） 
【共用部分リフォーム融資のうち、耐震改修工

事を行ったものの受理件数：８件】 
 

○ 高経年マンションの大規模修繕、耐震改修工

事等を適切に支援するため、地方公共団体等と

連携し、修繕積立金の適切な積立を支援するマ

ンションすまい・る債と一体となった周知を行

った。主な周知活動は以下のとおり。 
・国、地方公共団体等と連携した会議等で共用

部分リフォーム融資（耐震改修工事）の周知

（９回） 
・マンション管理業協会と連携した傘下管理会

社向け研修会等での周知（全国７会場 13 回） 
・マンション管理センターと連携した管理組合

向けセミナーでの周知（全国７会場８回） 
・業界団体等と連携した共催セミナー等（18 回） 
・管理会社の社員向け研修（５回） 
・マンションすまい・る債の積立管理組合に係

るデータベースを新規に整備した上で、大規

模修繕時期に合わせて積立管理組合にダイレ

クトメールを送付し、共用部分リフォーム融

資の金利引下げを周知した。 
○ 「よこはま団地再生コンソーシアム」の金融

支援ワーキングにおいて、民間金融機関（都市

銀行、地方銀行等）とマンション建替え（事業資

金、高齢者向け返済特例）及びマンション共用

部分リフォームにおいて、それぞれが融資可能

な対象及び補完可能分野の確認を行った。（再

掲） 
【共用部分リフォーム融資の受理件数：444 件】 
 
○ 高齢者向け返済特例の活用を促進するため、
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リー工事や耐震改修

工事を行う際に住宅

ローンが利用できる

よう高齢者向け返済

特例制度の周知を図

り、同制度の活用を

促進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

リー工事や耐震改修 
工事を行う際に住宅 
ローンが利用できる 
よう高齢者向け返済 
特例制度の周知を図 
り、同制度の活用を 
促進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

手続を改正した。 
ア 借入申込書を分かりやすく見直した。（11

月）（再掲） 

イ 高齢者向け返済特例の申込みを機構への郵

送受付により行えるようにした。（11月）（再

掲） 

○ 高齢者向け返済特例も含めた高齢者への支援

チラシ等を作成し周知に活用した。 
○ 業界団体（（一社）住宅リフォーム推進協議会

等）を通じて、高齢者向け返済特例を周知した。

（再掲） 
○ 地方公共団体と連携し、高齢者向け返済特例

を活用することで、高齢者の住宅の耐震化工事

を推進した。主な取組は以下のとおり。 
ア 静岡県が開催した耐震補強診断士向け説明

会でリフォーム融資（耐震改修）を説明した。

（11月、計３回）（再掲） 

イ 熊本市が開催した耐震診断士向け説明会で

リフォーム融資（耐震改修）及び災害復興住

宅融資を説明した。（３月）（再掲） 

ウ 熊本市が開催したお客さま向けの耐震改修

補助制度説明会でリフォーム融資（耐震改修）

及び災害復興住宅融資を説明した。（３月） 

当該説明会は２日間合計４回で 839 名の参

加があった。（再掲） 

○ 耐震改修工事のメニューに地方公共団体の助

成制度を利用する段階的耐震改修工事を追加し

た。（４月）（再掲） 
○ 国土交通省主催の耐震関係ブロック会議（全

８会場）において、機構から地方公共団体担当

者に対し機構融資について直接説明を行った。

（再掲） 
○ 「よこはま団地再生コンソーシアム」の金融

支援ワーキングにおいて、民間金融機関（都銀、

地銀等）とマンション建替え（事業資金、高齢者

向け返済特例）及びマンション共用部分リフォ

ームにおいて、それぞれが融資可能な対象及び

補完可能分野の確認を行った。（再掲） 
○ 事業の初動期段階における関係権利者の合意

形成を支援するための相談等に対応し、融資を

実施した。 
【高齢者向け返済特例平成 29 年度受理件数：27
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⑥ 社会経済情勢に対 

応した調査研究を行 
い、地方公共団体等の 
ニーズや要望を踏ま 
えつつ、制度・運用の 
見直し等を行うこと 
により、新たな住宅循 
環システムの構築や 
建替え・リフォームに 
よる安全で質の高い 
住宅への更新等の住 
宅政策に対応した住 
宅ローンを供給する 
こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑩ 住宅確保要配慮者 

の居住の安定の確保

を図るため、住宅確

保要配慮者向け住宅

に係るリフォーム融

資を的確に行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑪ 新たな住宅循環シ

ステムの構築や建替

え・リフォームによ

る安全で質の高い住

宅への更新等の住宅

政策に対応した住宅

ローンを供給できる

よう、社会経済情勢

に対応した調査研究

を行い、地方公共団

体等のニーズや要望

を踏まえつつ、制度・

運用の見直しを行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
⑫ 住宅確保要配慮者

向け住宅に係るリフ

ォーム融資を的確に

行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑬ 新たな住宅循環シ

ステムの構築や建替

え・リフォームによ

る安全で質の高い住

宅への更新等の住宅

政策に対応した住宅

ローンを供給できる

よう、社会経済情勢

に対応した調査研究

を行い、地方公共団

体等のニーズや要望

を踏まえつつ、制度・

運用の見直しを適宜

適切に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

件（平成 28 年度受理実績：９件）】（再掲） 
 
○ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴い、住宅確保要配慮者の入居を拒まない登

録住宅に係るリフォーム融資（直接融資）を開

始した。（平成 29 年 10 月 25 日から実施） 
○ （公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会主催

のセミナーにおいて、全国 32 か所で周知を行っ

た。 
○ 住宅確保要配慮者向け住宅に係るリフォーム

融資の技術基準及び検査方法を定めた。 
○ 物件検査が的確に実施されるよう制度開始前

に検査機関向けの説明会を開催した。 
○ これらの取組等の結果、住宅確保要配慮者向

け住宅に係るリフォーム融資の融資予約件数は

１件、融資予約戸数は 16 戸、融資予約金額は 0.1
億円となった。 

 
○ 次のとおり、住宅政策上の必要性や地方公共

団体等のニーズを踏まえた、制度・運用の見直

しを実施した。 
ア 住宅セーフティネット法の一部を改正する

法律の施行に伴い、住宅確保要配慮者の入居

を拒まない登録住宅に係るリフォーム融資

（直接融資）を開始した。（平成 29 年 10 月

25 日から実施） 
イ 既存賃貸住宅の市場価値を高める新築並み

リフォーム工事の推進のため、賃貸住宅リフ

ォームの償還期間の延長等に必要な技術基準

及び検査方法を定めた。 
○ 災害復興住宅融資の金利引下げの対象に高齢

者向け返済特例（直接融資）を追加することを

決定した。（平成 30 年 4 月から実施） 
○ 賃貸住宅リフォーム融資について、戸当たり

融資限度額を適用しないことを決定した。（平成

30 年 4 月から実施） 
○ 賃貸住宅リフォーム融資（耐震改修）につい

て、新築並みのリフォームを行う場合は、賃貸

住宅建設融資と同等の融資条件とすることを決

定した。（平成 30 年 7 月から実施予定）（再掲） 
○ まちづくり融資（長期建設資金）について、除
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⑦ 証券化支援事業及

び住宅資金融通等事

業の対象となる住宅

ローンの利用者が死

亡した場合等に相続

人に弁済の負担をさ

せることのないよう、

団体信用生命保険業

務を的確に行うとと

もに、信用リスクの管

理等を踏まえた制度・

運用の見直しを行う

こと。 
（指標） 
・団体信用生命保険の

初年度加入率 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑫ 証券化支援事業及

び住宅資金融通等事

業の対象となる住宅

ローンの利用者が死

亡した場合等に相続

人に弁済の負担をさ

せることのないよ

う、団体信用生命保

険業務を的確に行

う。また、信用リスク

の管理等を踏まえつ

つ、初年度加入率の

向上や２年目以降の

脱退率の低下につな

がる制度・運用の見

直しを行う。（指標：

団体信用生命保険の

初年度加入率） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭ 証券化支援事業及

び住宅資金融通等事

業の対象となる住宅

ローンの利用者が死

亡した場合等に相続

人に弁済の負担をさ

せることのないよ

う、団体信用生命保

険業務を的確に行

う。 
 
⑮ 信用リスクの管理

等を踏まえつつ、団

体信用生命保険の初

年度加入率の向上や

２年目以降の脱退率

の低下につながるよ

う団信加入費用の金

利組込み等の制度・

運用の見直しを行

う。（指標：団体信用

生命保険の初年度加

入率） 
 

却工事の着手時点で中間資金を交付することが

できるよう見直しを行った。（平成 30 年 4 月か

ら実施） 
○ 「よこはま団地再生コンソーシアム」におい

て、マンション建替えに関する仮住居費用等の

資金ニーズに対応した融資スキームを構築し、

コンソーシアムにおける成果の第一弾として横

浜市より公表された。また、平成 30 年度は、高

経年マンションの管理不全対策に取り組むこと

とした。 
○ 茅ヶ崎市からの要請に基づき、耐震診断費用

の融資について、工事を実施しなくとも融資を

行える民間金融機関と三者協議を実施し、耐震

診断の推進に係る対応方策を策定した。 
○ 神戸市の高経年マンションに係る課題解決を

支援するため、産官学の連携による「（仮称）神

戸団地再生研究会」に参画した。 
 
○ 既に加入された方に対する団信業務を適切に

実施した。（団信弁済実績 8,013 件（62,312 百

万円）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 団信の初年度加入率の向上及び２年目以降の

脱退率改善に資する、利用者の使い勝手を改善

した新団信制度を平成29年10月から開始した。 

その結果、初年度加入率は制度改善前の

61.8％に対し、新団信制度は 87.9％と大幅に向

上した。 

なお、平成 29 年度全体の初年度加入率は

66.9％となった。 

また、２年目以降の脱退は制度上発生しない

ため脱退率は 0％に改善した。 

なお、新団信制度の改善事項等は次のとおり。 

（制度改善） 

 ・ 団信加入コストを金利に組み込むことで、
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⑧ 既往債権管理業務

においては、新規の延

滞発生の抑制を図り

つつ、延滞債権を削減

するなど債権管理・回

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑬ 既往債権管理業務

においては、返済困

難者に対する返済条

件の変更等のきめ細

やかな対応により新

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑯ 既往債権業務にお

ける個人向け債権に

ついては、返済相談

等を通じ延滞債権の

新規の発生を抑制す

償還金以外での別請求（特約料の請求）を廃

止した。 

・ 死亡時リスクに加え、死亡時以外のリスク

に備える保障について、一般団信にあっては

「高度障害保障」から「身体障害保障」に、３

大疾病付団信にあっては「高度障害保障＋３

大疾病保障」から「身体障害保障＋３大疾病

保障＋介護保障」に、それぞれ拡充した。 

・ 保険金の支払要件を、身体障害者手帳の交

付や介護認定等公的制度と関連付け、制度の

分かりやすさを向上させた。 

（事務改善の取組） 

 ・ 申し込む団信種別により異なっていた申込

書兼告知書を１種類に統一した。 

 ・ 申込件数の多いフラット３５取扱金融機関

と生命保険会社との間で専用端末を導入し

た。申込書兼告知書の伝送化により、新団信

制度の告知書審査（団信加入諾否審査）の原

則当日中に結果を回答することを実現した。 

（伝送化前は書面郵送（往復）のため、通常、

回答まで 5～6日程度必要だった。） 

（加入率向上に向けた取組） 

・ フラット３５の広報活動と連携し、住宅事

業者・金融機関・ファイナンシャルプランナ

ーに対し、新団信制度の周知と団信加入促進

を継続的に依頼した。 

・ 新団信制度開始前に、新団信制度について

機構ホームページへの情報掲載、新聞広告、

周知チラシ 10万部の配布等、対外的な周知・

広告を適時実施した。 

・ 新団信制度開始後は、新団信制度の周知チ

ラシ（再掲）を 45 万部作成し、住宅事業者や

金融機関に配布した。 

また、新団信制度の利便性を分かりやすく

解説した動画を２種類作成し、機構ホームペ

ージに掲載した。 

 
○ 返済相談等を通じてお客さまの実情を把握

し、実情を考慮した返済計画の策定を行う等に

より、返済継続に繋げることで新規の延滞発生

の抑制に取り組んだ。 
○ 延滞中のお客さまについては、丁寧なカウン
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収を的確かつ効率的

に行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規の延滞発生の抑制

を図りつつ、担保不

動産の任意売却等に

より延滞債権を削減

するなど債権管理・

回収を的確かつ効率

的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

るとともに、延滞債

権の処理を進める。

返済が困難になった

借入者に対しては、

平成 25 年３月 31 日

をもって適用期限終

了となった中小企業

者等に対する金融の

円滑化を図るための

臨時措置に関する法

律（平成 21 年法律第

96 号）（以下「金融円

滑化法」という。）の

趣旨を踏まえ、引き

続き積極的にきめ細

やかな返済相談を行

い、返済条件の変更

に的確かつ柔軟に対

応するとともに、長

期延滞債権について

は、担保不動産の任

意売却等により、そ

の削減に取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑰ 既往債権業務にお

ける事業者向け債権

については、延滞債

権、貸出条件緩和債

権並びに正常償還中

の大口貸出先債権及

び過去延滞債権につ

セリングを通じて、延滞の原因や生活状況を詳

細に把握した上で、状況に応じた家計の見直し

の提案や返済方法の変更の適用により、返済の

正常化を支援し、延滞を削減した。 
○ 金融円滑化法の適用期限終了後においても、

同法の趣旨を踏まえ、返済困難者に対して償還

期間延長などの措置を継続して適切に対応し

た。また、必要な相談体制を整備し、実施状況

について主務省報告を行った。 
○ 高齢のお客さまの住宅維持、生活維持を支援

するため、平成 29 年度からリバースモーゲージ

型（ノンリコース）の返済方法変更「シルバー

返済特例」（対象となるお客さま：年齢 70 歳以

上、返済経過年数 20 年以上）を開始した。ご高

齢のお客さまに対するカウンセリングは、丁寧

な対応を行うことを念頭に、受託金融機関の業

務負荷の軽減も考慮し、機構職員自らが行った。 

（平成 29年度末適用件数：36件） 
○ 丁寧なカウンセリングを背景とした的確な返

済方法変更の適用を継続してきた結果、返済方

法変更後の正常化率は高水準で推移している。

個人向け直接融資債権に係る年度別の返済方法

変更適用件数と変更後４年経過時点での正常化

率は以下のとおり。 
・平成 25 年度：7,211 件に適用 
→平成 29 年度末時点で 78.35％が正常 

（参考） 
・平成 24 年度：9,741 件に適用 
→平成 28 年度末時点で 78.21％が正常 

○ カウンセリングの結果、返済方法の変更等を

行っても返済継続が困難であるお客さまの生活

再建のため、競売と比較して早期解決及び債務

圧縮効果の高い任意売却の提案を行い、支援し

た。 
 
○ 事業者向け債権については、債権管理業務・

自己査定業務の一環として、お客さまの財務内

容の把握に努めるとともに、満３か月以上の延

滞債権については、個別債権ごとに実態の把握、

措置方針の策定及び進捗状況の管理を行い、返

済継続が困難なお客さまに対する対応等を行っ

た。そのほかにも、返済方法変更の適用が終了
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⑨ 勤労者の計画的な

財産形成を促進する

ため、財形住宅融資を

的確に行うこと。 
 
⑩ 住宅資金融通等事

業を通じて得た知見

を活用し、国内外の機

関の支援に努めるこ

と。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭ 勤労者の計画的な

財産形成を促進する

ため、財形住宅融資

を的確に行う。 
 
⑮ 住宅資金融通等事

業を通じて得た知見

を活用し、情報交換

や研修を通じ、ミャ

ンマー国建設住宅開

発銀行をはじめとす

る国内外の機関の支

援に努める。 

いて、借入者の財務

内容を把握する。ま

た、満３か月以上の

延滞債権について、

個別債権ごとに進捗

管理を行う。返済が

困難になった借入者

に対しては、金融円

滑化法の趣旨を踏ま

え、引き続き積極的

にきめ細やかな返済

相談を行い、返済条

件の変更に的確かつ

柔軟に対応するとと

もに、長期延滞債権

については、担保不

動産の任意売却等に

より、その削減に取

り組む。 
 
⑱ 勤労者の計画的な

財産形成を促進する

ため、財形住宅融資

を的確に行う。 
 
⑲ 住宅資金融通等事

業を通じて得た知見

を活用し、情報交換

や研修を通じ、ミャ

ンマー国建設住宅開

発銀行をはじめとす

る国内外の機関の支

援に努める。 

する債権等に対し状況把握を行い、返済継続を

支援した。 
○ 長期延滞債権等の返済継続が困難であるお客

さまについては、競売よりも早期解決及び債務

圧縮効果が高く、お客さまの事業の再建が期待

できる任意売却の提案を行い、お客さまの立ち

直りを支援した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 子育て世帯及び中小企業の勤労者に対する金

利引下措置の延長を受け、申込案内、ホームペ

ージ等で周知した。 
 
 
（ミャンマー連邦共和国の政府関係機関等との連

携） 
○ 平成 29 年８月にミャンマーCHDB（建設住宅

開発銀行）等からの研修生に対して講義を行っ

たほか、ミャンマーに機構職員を派遣するなど

し、ミャンマーCHDB 等に対して住宅金融制度

の発展に向けた支援を行った。その後、平成 29
年 11 月の日緬首脳会談において、「住宅金融拡

充事業」に対する円借款供与が事前通報され、

平成 30 年３月に JICA とミャンマー政府との

間で円借款貸付契約が調印された。 
○ 平成 30 年２月に、副理事長によるミャンマー

CHDB 及びタイ SMC（第二次抵当公社）への

訪問を実施し、今後の協力関係について協議し

た。 
○ 平成 30 年３月、ミャンマー連邦共和国の首都

ネピドーで開催された第５回日緬建設次官級会
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合に参加し、建築・住宅についての分科会にお

いて機構の住宅品質の取組について講演を行っ

た。 
 
（JICA との連携） 
○ 平成 29 年６月、JICA が実施する国別研修カ

ンボジア住宅政策で講演を行った。 
○ 平成 29 年 10 月、JICA が実施する課題別研

修「住宅・住環境の改善と防災」において、ブー

タン、フィジー、ミャンマー、フィリピン、スリ

ランカ、ベトナム及びネパールの７か国の住宅

政策官等を対象に、「日本の住宅金融市場と住宅

金融支援機構」をテーマに講演を行った。 
○ 平成 30 年２月に東京で開催された JICA 主

催のミャンマー連邦共和国の政府関係機関等向

け国別研修（「住宅経済研修」）において、同国建

設省、計画財務省、ミャンマー中央銀行、ミャン

マー経済銀行、建設住宅開発銀行、ヤンゴン市

開発委員会、マンダレー市開発委員会等からの

参加者 13 名に対し、住宅金融制度の構築等につ

いて講演を行った。 
○ 平成 30 年３月、政策研究大学院大学において

行われた JICA が主催する「政策連携強化プロ

グラム」において、ミャンマーとインドネシア

の住宅政策官等を対象に住宅金融制度の構築に

ついて講演を行った。 
 
（その他アジア諸国への対応） 
○ 平成 29 年 10 月、アジア経営大学院（AIM）

とフィリピン共和国マカティ市幹部に対し、日

本の住宅金融市場や住宅市場動向について情報

提供を行った。 
○ 平成 29 年 12 月、大韓民国国土研究院

(KRIHS)が機構を来訪し、日韓両国の住宅金融

市場や住宅市場動向をはじめ、リバース・モー

ゲージなどの高齢化社会への対応や環境配慮へ

の取組み等について意見交換を行った。 
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【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２ 業務運営の効率化に関する事項 
当該項目の重要度、難易度 該当なし 関連する政策評価・行政事業レビュ

ー 
該当なし 

 
２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、 

必要な情報 

 

一般管理費（人件費、公租公課

及び特殊要因を除く。） 
（計画値） 中期目標期間の最終年度までに平成 28 年

度比 2.5％以上削減 
－ －     

（実績値） － － ▲4.3％     
（達成度） － － －     

 

証券化支援業務に係る毎年度

の経費率 
（計画値） 中期目標期間の平均 0.18%以下 － －     
（実績値） 
上段：単年度 
下段：中期目標期間

平均値 

－ 0.15% 
（前中期目標 
期間平均） 

0.15％     

0.15％     

（達成度） － － －     

 

直接融資業務（既往債権管理勘

定の既融資を除く。）に係る毎

年度の経費率 

（計画値） 中期目標期間の平均 0.50%以下 － －     
（実績値） 
上段：単年度 
下段：中期目標期間

平均値 

－ 0.32% 
（前中期目標 
期間平均） 

0.40%     

0.40％     

（達成度） － － －     
 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 （１）業務改善の取組 

「３ 国民に対して

提供するサービスその

他の業務の質の向上に

関する事項」に示した目

標を達成するに当たり、 
「独立行政法人会計基

準」（平成 27 年１月 27

１．業務改善の取組 
機構は、「Ⅰ 国民に

対して提供するサービ

スその他の業務の質の

向上に関する目標を達

成するためとるべき措

置」を実施するに当た

り、「独立行政法人会計

１．業務改善の取組 
機構は、「Ⅰ 国民に

対して提供するサービ

スその他の業務の質の

向上に関する目標を達

成するためとるべき措

置」を実施するに当た

り、「独立行政法人会計

＜評価の視点＞ 
・ＰＤＣＡサイクル

による取組等を通

じて、業務実績・

活動の把握や成果

の向上に向けた業

務の改善及び業務

の効率化に取組を

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
理由：以下のとおり、ＰＤＣＡサ

イクルによる取組等を通じ

て、業務実績・活動の把握や成

果の向上に向けた業務の改善

及び業務の効率化に向けた取

組を実施しており、所期の目

＜評定に至った理由＞ 
 ＰＤＣＡサイクルによる取組を通

じ、指示された一般管理費や各業務に

係る経費率の範囲で業務実績・活動の

把握や成果の向上に向けた業務の改善

及び効率化に取り組んでいる。一般管

理費については、達成目標「中期目標

期間の最終年度までに平成 28 年度比
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日改訂）を踏まえ、ＰＤ

ＣＡサイクルによる取

組等を通じて、業務実

績・活動の把握や成果の

向上に向けた業務の改

善及び業務の効率化に

取り組むこと。 
 
 
① 一般管理費（人件

費、公租公課及び特殊

要因を除く。）につい

て、平成 28 年度に比

べ、中期目標期間の最

終年度までに 2.5％以

上削減すること。 
 
 
 
 
 
② 証券化支援業務に

係る毎年度の経費率

（事務関係費、債券発

行関係費等の年度合

計額の買い取った住

宅ローン等の年間平

均買取債権等残高に

対する割合をいう。）

について、中期目標期

間の平均を 0.18％以

下とするように努め

ること。 
 
 
③ 直接融資業務（既往

債権管理勘定の既融

資を除く。）に係る毎

年度の経費率（事務関

係費、債券発行関係費

等の年度合計額の融

資した住宅ローンの

基準」（平成 27 年１月

27 日改訂）を踏まえ、

ＰＤＣＡサイクルによ

る取組等を通じて、業

務実績・活動の把握や

成果の向上に向けた業

務の改善及び業務の効

率化に取り組む。 
 
① 一般管理費（人件

費、公租公課及び特

殊要因を除く。）につ

いて、平成 28 年度に

比べ、中期目標期間

の最終年度までに

2.5％以上削減する。 
 
 
 
 
 
② 証券化支援業務に

係る毎年度の経費率

（事務関係費、債券

発行関係費等の年度

合計額の買い取った

住宅ローン等の年間

平均買取債権等残高

に対する割合をい

う。）について、中期

目標期間の平均を

0.18％以下とするよ

うに努める。 
 
 
③ 直接融資業務（既

往債権管理勘定の既

融資を除く。）に係る

毎年度の経費率（事

務関係費、債券発行

関係費等の年度合計

額の融資した住宅ロ

基準」（平成 27 年１月

27 日改訂）を踏まえ、

ＰＤＣＡサイクルによ

る取組等を通じて、業

務実績・活動の把握や

成果の向上に向けた業

務の改善及び業務の効

率化に取り組む。 
 
① 一般管理費（人件

費、公租公課及び特

殊要因を除く。）につ

いて、平成 28 年度に

比べ、中期目標期間

の最終年度までに

2.5％以上削減するよ

う、業務の改善及び

業務の効率化に取り

組む。 
 
 
② 証券化支援業務に

係る毎年度の経費率

（事務関係費、債券

発行関係費等の年度

合計額の買い取った

住宅ローン等の年間

平均買取債権等残高

に対する割合をい

う。）について、中期

目標期間の平均を

0.18％以下とするよ

うに努める。 
 
 
③ 直接融資業務（既

往債権管理勘定の既

融資を除く。）に係る

毎年度の経費率（事

務関係費、債券発行

関係費等の年度合計

額の融資した住宅ロ

行っているか。 
・目標の達成に向け

て事業を実施する

ため、適切な経営

資源の配分に努め

ているか。 
・調達等合理化計画

に基づく取組が着

実に実施できてい

るか。 
・「独立行政法人改

革等に関する基本

的な方針」に示さ

れた考え方の下、

役職員の士気を向

上させ、より効率

的な業務の実施に

つなげているか。 
・ＩＴ技術を活用し

て執務環境の整備

を図っているか。 
・ＩＴ技術の高度化

に対応しつつ、情

報セキュリティ対

策の強化等を図

り、コストの抑制

に努めながら、Ｉ

Ｔ基盤の整備を行

っているか。 
＜主な定量的指標＞ 
・一般管理費（人件

費、公租公課及び

特殊要因を除く。） 
・証券化支援業務に

係る毎年度の経費

率 
・直接融資業務（既

往債権管理勘定の

既融資を除く。）に

係る毎年度の経費

率 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 平成 29 年度事務費（一般管理費）について

は、第三期中に必要となる経費の執行見通しを

考慮しつつ、支出実行時に調達の必要性、実施

内容、数量等の精査等の協議を徹底し、効率的

な経費の執行に努めた。その結果、平成 29 年度

の一般管理費は、平成 28 年度に比べ 4.3％の削

減となった。 
 
 
 
 
 
○ 支出実行時において、当該調達の必要性、実

施内容及び数量等の精査等の協議を徹底した。

その結果、平成 29 年度の証券化支援業務に係

る経費率は、0.15％となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 支出実行時において、調達の必要性、実施内

容及び数量等の精査等の協議を徹底した。その

結果、平成 29 年度の直接融資業務に係る経費

率は、0.40％となった。 
 
 
 

標を達成していると判断し、

「Ｂ」とした。 
・一般管理費、証券化支援業務に

係る経費率及び直接融資業務

（既往債権管理勘定の既融資

を除く）に係る経費率の定量

目標は、中期目標の達成に向

けて着実に進捗している。 
・定性的な取組においても、以下

のとおり着実な成果を挙げて

いる。 
 経営資源の効率的な配分を

図るため、本店部署の統合

や人員の効率化を検討し、

平成 30 年度から部署の統

合を行った。 
 委託金融機関モニタリング

の体制を見直し、監査型か

ら助言・支援型に転換し、モ

ニタリング状況等は随時情

報共有を行い、内部委員会

での審議の上、金融機関に

対する是正指示を行う等適

切に対応した。 
 全国銀行協会及び全国地方

銀行協会からの要望等を踏

まえ、適切な貸付手数料体

系に見直しを行った。 
 調達等合理化計画に基づ

き、次のとおり契約監視委

員会の点検を受ける等契約

の適正化に努めた。 
・競争性のない随意契約は、

真にやむを得ないものを除

き行わないこととし、継続

的に取り組んだ結果、件数、

金額とも評価指標を達成し

た。 
・調達等合理化計画及び自己

評価結果について、ホーム

ページで速やかに公表して

おり、適切に対応した。 

2.5%以上削減」に対し、4.3%の削減と

なった。証券化支援業務に係る経費率

については、達成目標「中期目標期間

の平均 0.18%以下」に対し、0.15%とな

った。直接融資業務に係る経費率につ

いては、達成目標「中期目標期間の平

均 0.50%以下」に対し、0.40%となっ

た。以上のとおり、中期計画に掲げら

れた目標値を達成見込である。 
 また、「独立行政法人における調達等

合理化の取組の推進について」（平成

27 年５月 25 日総務大臣決定）を踏ま

え、競争性のない随意契約は、真にや

むを得ないものに限ることとして取組

を実施した結果、件数は 64 件（6.7％：

対前年度比 30.6％）、金額は 10.4 億円

（2.1％：対前年度比 22.6％）となり、

いずれも、評価指標（件数比：20%、金

額比：17.5%（平成 26 年度全独法平

均））を下回った。 
 
 これらの実績を踏まえ、所期の目標

を達成したと評価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「B」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと

おり。 
 
・ 計画に沿った適切な対応が取られ

ている。 
・ 経費率、一般管理費の削減は、第

三期中期目標期間の目標平均値をク

リアしており、相応である。 
・ 機構全体の人員数が減少する中

で、政策実施機関として求められる

役割を果たすために地方公共団体・
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年間平均貸出債権残

高に対する割合をい

う。）について、中期目

標 期 間 の 平 均 を

0.50％以下とするよ

うに努めること。 
 
 
（２）適切な経営資源の

配分 
「３．国民に対して提

供するサービスその他

の業務の質の向上に関

する事項」に示した目標

の達成に向けて事業を

実施するため、より効果

的な組織体制の整備、委

託機関等を含む効率的

な業務実施体制の整備

等が行われるよう、適切

な経営資源の配分に努

めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ーンの年間平均貸出

債権残高に対する割

合をいう。）につい

て、中期目標期間の

平均を 0.50％以下と

するように努める。 
 
 
２．適切な経営資源の

配分 
① 「Ⅰ 国民に対し

て提供するサービス

その他の業務の質の

向上に関する目標を

達成するためとるべ

き措置」を実施する

ため、より効果的な

組織体制の整備を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 委託機関等におけ

る業務の実施状況に

関するモニタリング

や委託機関等からの

要請・ニーズを踏ま

え、事務・手続の効率

化を推進するととも

に、委託機関等の実

態を鑑み、効率的な

業務運営に資するよ

う継続的に業務実施

体制の見直しを行

う。 
 
 

ーンの年間平均貸出

債権残高に対する割

合をいう。）につい

て、中期目標期間の

平均を 0.50％以下と

するように努める。 
 
 
２．適切な経営資源の

配分 
① 「Ⅰ 国民に対し

て提供するサービス

その他の業務の質の

向上に関する目標を

達成するためとるべ

き措置」を実施する

ため、より効果的な

組織体制の整備を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 委託機関等におけ

る業務の実施状況に

関するモニタリング

や委託機関等からの

要請・ニーズを踏ま

え、事務・手続の効率

化を推進するととも

に、委託機関等の実

態を鑑み、効率的な

業務運営に資するよ

う継続的に業務実施

体制の見直しを行

う。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 機構全体の人員数が減少する中で、政策実施

機関として求められる役割を着実に遂行するた

め、平成 29 年度から、地方公共団体等が行う子

育て支援や地域活性化のための居住支援等の取

組を支援する等、地域連携に対する本格的な取

組による体制強化を図るべく、地域連携の取組

を機構内部で横断的に推進できる専任部署とし

て、「地域支援部」を設置した。 
また、より効率的な経営資源の配分を図るた

め、本店部署の統合や人員の効率化を検討し、

以下のとおり平成 30 年度から部署の統合を行

った。 
ア ＣＳ推進部と事務管理部を統合し、ＣＳ・

事務管理部とした。 
イ 団信・火災保険部と個人業務部を統合し、

団信・個人業務部とした。 
 
○ 平成 29 年度から、事務管理部に委託金融機関

管理を行う委託機関検査グループを新設し、各

部が実施するモニタリング状況や課題等を一元

管理できるようモニタリング体制を一新した。

モニタリング内容も従来のマニュアル準拠性を

チェックする監査型から委託先の状況に応じた

助言・支援型に大きく転換した。 
○ モニタリング状況等は随時機構内で情報共有

し、対応策等を内部委員会で審議の上、金融機

関への是正指示等を行った。 
○ 直接融資に係る新規取扱件数及び残件数の減

少が顕著な小規模金融機関の業務実施体制の効

率化のため、過去 10 年間直接融資の受理実績の

ない金融機関に対してニーズ調査を行った上

で、希望する 108 機関について平成 30 年度か

・これまで契約監視委員会で

点検を受けたことのない類

型の新規の競争性のない随

意契約は、事前に機構内部

に設置している契約審査委

員会の審査を経た上で契約

監視委員会において点検を

受け、妥当である旨の評価

を受けた。 
・一者応札・応募案件に係る

各改善方策は、案件の特性

を考慮の上策定しており、

契約監視委員会において全

て妥当である旨の評価を受

けた。 
・適正かつ合理的な調達のた

め、①契約審査委員会の活

用、②適切な予定価格の設

定、③調達に関する施策の

尊重及び周知に関して的確

に対応した。 
・調達に関するガバナンスの

徹底については、①随意契

約に関する内部統制の確

立、②不祥事の発生の未然

防止のための取組のいずれ

も的確に取り組んだ。 
 業績連動型賞与制度を平成

29 年度から導入した。 
 業務の電子化の推進並びに

メール添付ファイルの自動

暗号化機能の導入等情報セ

キュリティ対策の強化等を

図った。 
 効率的かつ効果的な業務運

営を行うため、業務に係る

不断の見直しを行うべく、

カイゼン活動を推進し、平

成 29 年度におけるカイゼ

ン件数は 2,634 件と前年と

比べ、124.7％増となった。 

民間主体（金融機関・住宅事業者・買

取再販業者など）及び投資家へのさ

まざまな支援や対応などについて、

昨年度に引き続き随所に工夫が見ら

れる。 
 
 その他、中期計画の各項目に関する

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
２．適切な経営資源の配分 
① 機構全体の人員数が減少する中

で、政策実施機関として求められる

役割を着実に遂行するため、より効

率的な経営資源の配分（本店部署の

統合や人員の効率化）を行っている。 
 
４．人件費管理の適正化 
① 独立行政法人通則法及び「独立行

政法人改革等に関する基本的な方

針」の主旨を踏まえ、役職員の士気

を向上させ、より効率的な業務の実

施につなげるため、業績連動型賞与

制度を平成 29 年度から導入した。 
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（３）調達方法の見直し 

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年５月 25 日総務

大臣決定）に基づく取組

を着実に実施すること

により、競争性のない随

意契約の割合（件数・金

額）が公表されている直

近の全独立行政法人の

平均値を上回らないも

のとすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．調達方法の見直し  

「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取

組の推進について」（平

成 27 年５月 25 日総務

大臣決定）に基づく取

組を着実に実施するこ

とにより、競争性のな

い随意契約の割合（件

数・金額）が公表されて

いる直近の全独立行政

法人の平均値を上回ら

ないものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．調達方法の見直し  
① 「独立行政法人に

おける調達等合理化

の取組の推進につい

て」（平成 27 年５月

25 日総務大臣決定）

等を踏まえ、毎年度

策定する「調達等合

理化計画」に基づく

取組を着実に実施す

ることにより、競争

性のない随意契約の

割合（件数・金額）が

公表されている直近

の全独立行政法人の

平均値を上回らない

ものとする。 
 
② 調達等合理化計画

は、監事及び外部有

識者で構成される契

約監視委員会の点検

を受け策定・公表す

るとともに、年度終

了後、実施状況の自

ら新規受付を行わず債権管理に特化した業務を

委託することとした。 
○ （一社）全国銀行協会及び（一社）全国地方銀

行協会からの要望等を踏まえ以下の対応等を実

施した。 

ア 直接融資の貸付手数料体系について適正な

対価を支払う観点より、従前の融資額に応じ

た定率制から融資額にかかわらず案件ごとに

定額を支払う定額制に平成 29 年 10 月から変

更した。 
イ 金融機関間の管理債権の移管が円滑に実施

されるよう、引受側の金融機関に業務移管手

数料を支払う制度を平成 30 年度から新設し

た。 
ウ 賃料充当目的転居案件に係る金融機関から

機構への報告手続を廃止した。 

 
○ 調達等合理化計画に基づき、競争性のない随

意契約は、真にやむを得ないものに限ることと

して取組を実施した。 
その結果、件数及び金額のいずれも、評価指

標（件数比：20％、金額比：17.5％（平成 26 年

度全独立行政法人平均））を下回った。 
【平成 29 年度実績】 
件数：64 件（6.7％：対前年度比 30.6％） 
金額：10.4 億円（2.1％：対前年度比 22.6％） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 平成 28 年度調達等合理化計画の自己評価結

果及び平成 29 年度調達等合理化計画について、

契約監視委員会の点検を受け策定・公表した。 
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己評価についても同

様に契約監視委員会

の点検を受け評価・

公表する。 
 
③ これまで契約監視

委員会で点検を受け

たことがない類型の

競争性のない随意契

約については、機構

内部に設置する契約

審査委員会において

随意契約によらざる

を得ない理由の事前

点検を行い、一者応

札・応募となった調

達案件については、

入札に参加しなかっ

た事業者からのヒア

リング結果等を踏ま

え各改善方策を策定

し、それぞれ妥当性

について契約監視委

員会で事後に点検す

る。 
 
④ 随意契約について

は「独立行政法人の

随意契約に係る事務

について」（平成 26年

10 月１日総管査第

284 号総務省行政管

理局長通知）に基づ

き明確化した、随意

契約によることがで

きる事由により、公

正性・透明性を確保

しつつ、合理的な調

達を実施する。 
 
 
 

 
 
 
 
 
○ これまで契約監視委員会で点検を受けたこと

のない類型の新規の競争性のない随意契約は、

事前に機構内部に設置された契約審査委員会の

審査を受けた上で、事後的に契約監視委員会の

点検を受け、妥当である旨の評価を得た。 
（参考）平成 29 年度に点検を受けた新規の競争性

のない随意契約 
件数：3 件、金額：40 百万円 
 
一者応札・応募案件については、資格等級の

柔軟な対応、公告期間の延長及び事業者ヒアリ

ング結果の可能な範囲での反映等、公正性・透

明性を確保した上で競争性を保つための改善方

策を実施した。 
また、一者応札・応募案件に係る改善方策に

ついては、契約監視委員会の点検を受け、機構

の取組は妥当である旨の評価を得た。 
（参考）平成 29 年度に点検を受けた一者応札・応

募案件 
件数：38 件、金額：196 億円 

 
○ 適正かつ合理的な調達のための取組を以下の

とおり継続的に実施した。 
ア 予定価格が 10 万ＳＤＲ以上の調達案件（新

規の競争性のない随意契約については 10 万

ＳＤＲ未満の案件を含む。）は、契約審査委員

会において随意契約の理由の妥当性・参加要

件の審査等を実施（20 回、41 件：平成 28 年

度実績 27 回、52 件）した。 
イ 市場価格等の情報を幅広く収集し、適切な

予定価格を設定した。 
ウ 官公需法等に基づく諸施策を尊重し、これ

らを踏まえた取組方針等を調達担当部署の職

員に周知した。 
エ 随意契約に関する内部統制の取組として、

新規の競争性のない随意契約は、契約締結前

に契約審査委員会の点検を受けた。（再掲） 



56 
 

 
 
 
 
 
 
 
（４）人件費管理の適正

化 
専門的な金融技術や

金融業務に係る能力を

有する人材を確保し、定

着させ、その能力を十分

に発揮させることが必

要であることに鑑み、国

家公務員、民間企業、他

の政策金融機関の給与

水準等を考慮しつつ、

「独立行政法人改革等

に関する基本的な方針」

に示された信賞必罰の

考え方の下、法人の業務

実績や役職員の勤務成

績を給与等に反映する

ことにより、役職員の士

気を向上させ、より効率

的な業務の実施につな

げること。 
また、国民の理解と納

得が得られるよう給与

水準及びその合理性・妥

当性を対外的に公表す

ることにより、透明性の

向上に努めること。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
４．人件費管理の適正

化 
① 専門的な金融技術

や金融業務に係る能

力を有する人材を確

保し、定着させ、その

能力を十分に発揮さ

せることが必要であ

ることに鑑み、国家

公務員、民間企業、他

の政策金融機関の給

与水準等を考慮しつ

つ、「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年

12 月 24 日閣議決定）

に示された信賞必罰

の考え方の下、法人

の業務実績や役職員

の勤務成績を給与等

に反映することによ

り、役職員の士気を

向上させ、より効率

的な業務の実施につ

なげる。 
 
 
② 国民の理解と納得

が得られるよう給与

水準及びその合理

性・妥当性を対外的

に公表することによ

り、透明性の向上に

努める。 
 

 
 
 
 
 
 
 
４．人件費管理の適正

化 
① 専門的な金融技術

や金融業務に係る能

力を有する人材を確

保し、定着させ、その

能力を十分に発揮さ

せることが必要であ

ることに鑑み、国家

公務員、民間企業、他

の政策金融機関の給

与水準等を考慮しつ

つ、「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」（平成 25 年

12 月 24 日閣議決定）

に示された信賞必罰

の考え方の下、法人

の業務実績や役職員

の勤務成績を給与等

に反映することによ

り、役職員の士気を

向上させ、より効率

的な業務の実施につ

なげる。 
 
 
② 国民の理解と納得

が得られるよう透明

性の向上に努め、給

与水準及びその合理

性・妥当性を対外的

に公表する。 
 
 

オ 不祥事発生の未然防止の取組として、契約

担当部署があらかじめ全ての調達案件を点検

するとともに、事務処理マニュアル、Ｑ＆Ａ

を更新し調達担当部署の職員を対象とした研

修等を実施した。 
 
 
 
 
○ 独立行政法人通則法及び「独立行政法人改革

等に関する基本的な方針」の趣旨を踏まえ、役

職員の士気を向上させ、より効率的な業務の実

施につなげるため、業績連動型賞与制度を平成

29 年度から導入した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 平成 28 年度の役職員の給与水準及びその合

理性・妥当性について、平成 29 年６月 30 日に

機構ホームページで公表した。 
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（５）電子化の推進 
① 機構内や関係機関

等との迅速かつ効率

的な情報共有及び意

思疎通並びに機構内

における適切な意思

決定に関する効率化

を可能とするべく、Ｉ

Ｔ技術を活用して執

務環境の整備を図る

こと。 
 
 
 
 
 
 
 
② 商品や制度の見直

し・改善を柔軟に行

い、ＩＴ技術の高度化

にも対応しつつ、情報

セキュリティ対策の

強化等を図るため、コ

ストの抑制に努めな

がら、金融市場で業務

を行う機関として必

要なＩＴ基盤の整備

を計画的に行うこと。 
 
 
 
 

 
５．電子化の推進  
① 社内ＬＡＮ、グル

ープウェア、基幹業

務システム等を活用

することにより、機

構内や関係機関等と

の迅速かつ効率的な

情報共有及び意思疎

通並びに適切な意思

決定に関する効率化

を可能とする。 
 
 
 
 
 
 
 
② 商品や制度の見直

し・改善を柔軟に行

い、ＩＴ技術の高度

化にも対応しつつ、

情報セキュリティ対

策の強化等を図るた

め、金融市場で業務

を行う機関として必

要なＩＴ基盤の整備

を計画的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ ＩＴ基盤の整備に

当たっては、調達方

法の改善等を図るこ

とにより、投資コス

 
５．電子化の推進  
（１）業務の電子化 

社内ＬＡＮ、グル

ープウェア、基幹業

務システム等を活用

することにより、機

構内や関係機関等と

の迅速かつ効率的な

情報共有及び意思疎

通並びに適切な意思

決定に関する効率化

を可能とする取組を

着実に実施する。 
 
 
 
 
 
（２）ＩＴ基盤の整備 
① 商品や制度の見直

し・改善を柔軟に行

い、ＩＴ技術の高度

化にも対応しつつ、

情報セキュリティ対

策の強化等を図るた

め金融市場で業務を

行う機関として必要

なＩＴ基盤を整備す

るための計画を作成

する。 
 
 
 
 
 
 
 
② ＩＴ基盤の整備に

当たっては、調達方

法の改善等を図るこ

とにより、投資コス

 
 

○ 携帯情報端末による機構内情報共有システム

の利用について、利用範囲を拡大（対象者：全管

理職、１人当たりの利用端末数：２台まで）し、

ＢＣＰ対応時も含め効率的かつ利便性の高い情

報共有を可能としたほか、グループウェアの機

能を拡充し、機構内の各部署における情報を集

約する事務の効率化を図った。 

○ パソコンを利用した会議を活発化させ、資料

のペーパレス化を図るとともに、迅速かつ効率

的な情報共有及び意思疎通が可能となるよう機

構内情報共有システムの端末を持ち運びが容易

（軽量・薄型）で性能が高速なものに刷新した。 

○ メール添付ファイルの自動暗号化機能を導入

し、外部機関等との電子ファイル授受における

業務効率化及びセキュリティ強化を図った。 

 
 
○ 平成 29 年度から平成 32 年度までのＩＴ整備

及びＩＴガバナンスに関する中長期的な情報戦

略として情報体系整備計画を６月に作成し、同

計画に従い、順調に整備を進めている。 
○ 平成 26 年 10 月に開始した機構業務の基幹シ

ステムである総合オンラインシステムのサーバ

化プロジェクトについて、平成 30 年１月に本番

稼働を開始させた。ホストコンピュータ等既存

システム全体を更改する難易度の高い大規模プ

ロジェクトであったが、当初計画どおりの納期

及び費用で、また稼働後において機構及び金融

機関等の業務に致命的な影響を与える障害を発

生させることなく、プロジェクトを完遂させた。 
 今般のサーバ化により、オープンな標準仕様

で製造された製品となりシステム拡張への柔軟

性を向上させたほか、次世代ファイアウォール

導入等の情報セキュリティ対策を強化したＩＴ

基盤を整備した。 
 
○ ＩＴ基盤の整備のための調達案件のうち、規

模の大きい４案件について、複数社に対しＲＦ

Ｉ（事業者への情報提供依頼）活動を実施する

ことにより、仕様書における曖昧さを可能な限
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トの抑制に努める。 
 
 
 
６．カイゼン活動の実

施 
 

機構が効率的かつ効

果的な業務運営を行う

ためには、業務に係る

不断の見直しが欠かせ

ないことを踏まえ、職

員による自発的なカイ

ゼン活動を奨励し、カ

イゼンを機構の文化・

風土として定着させ

る。 
 
 
 
 
 

トの抑制に努める。 
 
 
 
６．カイゼン活動の実

施 
 
① 職員一人ひとりが

カイゼン活動は自ら

工夫し効率化するこ

とにより、付加価値

の高い仕事につなが

るものであることを

意識して行動し、全

員参加で継続的に取

り組むよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② カイゼン活動を行

う際には定量的な効

果を把握するよう努

めるとともに、取組

テーマを定め、重点

的に取り組む。 

り抑制するとともに、競争性の高い調達方式を

採用することにより投資コストの抑制に努め

た。 
 
効率的かつ効果的な業務運営を行うため、業務

に係る不断の見直しを行うべく、職員のカイゼン

活動を奨励し、以下の取組を実施した。 
○ 以下のとおり、全職員参加型のカイゼン活動

を実施した。 
ア カイゼン活動の平成 29 年度取組方針を策

定し全職員に周知した。 
イ 各部署にカイゼンリーダー及びカイゼンサ

ポーターを設置し、カイゼンリーダーやカイ

ゼンサポーターは、各部署において、業務上

の気付きの共有やモチベーション向上に向け

た工夫など、全職員がカイゼンに参加する取

組を実施した。 
  また、カイゼンリーダーに対しては外部講

師を招いた研修を行い、カイゼン活動の振り

返り、今後のカイゼン活動に関する取組説明

やリーダー間の情報交換を実施した。 
ウ カイゼンの取組状況について、事務管理委

員会及び役員会に定期的に報告するととも

に、全職員に対し、カイゼン通信（全７回）

を発行し、カイゼンに関する理解の促進を図

った。 
エ カイゼンに対するモチベーション向上のた

め、各部署がエントリーするベストカイゼン

のうち全職員による投票で選ばれたカイゼン

事例のプレゼン及び表彰を行うカイゼン発表

全国大会を 11 月に開催した。 
なお、カイゼン発表全国大会には、外部講

師を招き講評をいただいたほか、総務省行政

管理局及び中小企業基盤整備機構の方にお越

しいただいた。 
 
○ カイゼン活動の定量的な効果を把握するた

め、次の取組を実施した。 
ア 各職員が実施したカイゼン事例を収集し、

データベース化する取組を実施した。収集に

当たっては、定量的な効果の把握に努め、デ

ータベースにおいても定量的効果を見える化
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③ 身近で小さなカイ

ゼンを積み重ねると

ともに、機構内で事

例を共有し、カイゼ

ン事例の横展開を図

る。 

した。 
イ 29 年度における重点取組事項を次のとお

りとし、機構内における研修等（階層別研

修、現場力ミーティング等）において共有し

た。 
・身近で小さなカイゼンの積み重ね 
・マネゼンの実施 
・定量的効果の把握 

  特に、最も効率的なカイゼンであるマネゼ

ン（他職員のカイゼンをまねること）の実施

については、データベースを基に定量的効果

の高いものでかつ身近なものを中心に職員に

周知し、推進を図った。 
 
○ 社内ＬＡＮを通じて、カイゼン事例の横展開

を図った。横展開に当たっては、データベース

のみならず、データベースを基に定量的効果の

高いものでかつ身近なものを選定し紹介した。

また、カイゼンの横展開のみならず、お勧めの

カイゼンを実施した部署の紹介や部署別のカイ

ゼン件数を併せて周知することにより、活動を

盛り上げる工夫を行った。 
 
上述の取組の結果、平成 29 年度におけるカイゼ

ン件数は 2,634 件（平成 28 年度：2,112 件、対

前年度比：124.7％）、職員一人当たりのカイゼ

ン件数が 2.4 件（平成 28 年度：1.9 件、対前年

度比：126.3％）になるなど、カイゼンの定着が

進んだ。 
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【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 財務内容の改善に関する事項 
当該項目の重要度、難易度 該当なし 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
該当なし 

 
２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、 

必要な情報 

 

買取債権残高に対するリスク

管理債権の残高の比率 
（計画値） 中期目標期間の最終年度末における買取

債権残高に対するリスク管理債権の残高

の比率を 1.3％以内 

－ 1.3％以内     

（実績値） －   0.77% 0.75%     
（達成度） － － －     

 

既往債権管理業務のリスク管

理債権の残高 
（計画値） 中期目標期間の最終年度までに平成 28 年

度比 30％以上削減 
－ 前年度末から

8.5%以上 
削減 

    

（実績値） － － ▲15.36%     
（達成度） － － －     

 
借上宿舎を含む宿舎戸数 （計画値） 平成 28 年度末比 17％程度削減 － －     

（実績値） － － ▲2.6%     
（達成度） － － －     

 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
 健全な財務内容の維

持に努めるとともに、住

生活基本計画等で示さ

れた機構への政策的な

期待・要請に応えるた

め、必要な経営資源を機

動的に投入すること。 
第二期中期目標期間

中に全ての勘定で繰越

欠損金の解消に至り財

務内容の改善が図られ

Ⅲ 予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
健全な財務内容の

維持に努めるととも

に、住生活基本計画

等で示された機構へ

の政策的な期待・要

請に応えるため、他

機関との役割分担等

を踏まえ、業務の優

Ⅲ 予算（人件費の見

積りを含む。）、収支

計画及び資金計画 
健全な財務内容の

維持に努めるととも

に、住生活基本計画

等で示された機構へ

の政策的な期待・要

請に応えるため、他

機関との役割分担等

を踏まえ、業務の優

＜評価の視点＞ 
・健全な財務内容の

維持に努めるととも

に、住生活基本計画

等で示された機構へ

の政策的な期待・要

請に応えるため、必

要な経営資源を機動

的に投入すること及

び財務内容の改善の

成果を政策実施機関

○ 証券化支援事業等の普及に向けて組織一丸と

なって取り組むとともに、個々のお客さまの状

況に応じた丁寧な返済相談対応等、債権管理業

務を適切に行った結果、証券化支援勘定におい

て 770 億円の当期総利益を計上するなど、全て

の勘定において単年度黒字となった（法人全体

では、1,962 億円の当期総利益を計上）。 
○ 政策実施機関として求められる役割を着実に

遂行するため、地域連携に対する本格的な取組

による体制強化を図るべく、地域連携の取組を

機構内部で横断的に推進できる専属部署とし

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
理由：以下のとおり、健全な財務

内容の維持に努めるととも

に、必要な経営資源の機動的

な投入及び政策実施機関とし

て求められる業務への有効活

用、安定的かつ効率的な資金

調達、ＭＢＳ等の発行方針や

決算情報等の積極的公開、各

種リスクの的確な管理及び保

＜評定に至った理由＞ 
 債権管理業務に関して、買取債権残

高が増加する中でも、買取審査の適切

な実施、返済相談の実施等による延滞

債権増の抑制に努めた結果、リスク管

理債権の残高比率は 0.75％となり、中

期計画に掲げた目標値（1.3％以内）を

達成した。また、既往債権管理業務に

おいては、返済相談の実施等により、

新規の不良債権の発生を抑制しつつ、

返済継続が困難な債権は債権回収会社
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たことも踏まえ、国庫納

付を適切に行うよう努

めるとともに、各業務を

効果的かつ効率的に行

い、その結果として利益

が生ずる場合は、その利

益を活用して社会経済

情勢の変化に対応した

業務を試行的に実施す

るなど、財務内容の改善

の成果を政策実施機関

として求められる業務

に有効に活用すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）安定的かつ効率的

な資金調達 
投資家への情報発信

を行うとともに、市場関

係者等のニーズを踏ま

えながら、安定的かつ効

率的な市場からの資金

調達に努めるものとし、

緊急性の高い災害復興

住宅融資等の災害対応

に係る融資以外は財政

融資資金に依存しない

こと。 
 
 

先順位を明確にし

て、必要な経営資源

を機動的に投入す

る。 
 
第二期中期目標期

間中に全ての勘定で

繰越欠損金の解消に

至り財務内容の改善

が図られたことも踏

まえ、国庫納付を適

切に行うよう努める

とともに、各業務を

効果的かつ効率的に

行い、その結果とし

て利益が生ずる場合

は、その利益を活用

して社会経済情勢の

変化に対応した業務

を試行的に実施する

など、財務内容の改

善の成果を政策実施

機関として求められ

る業務に有効に活用

する。 
 
 
１．安定的かつ効率的

な資金調達 
ＭＢＳやＳＢ（一般

担保債券をいう。）の発

行方針及び発行計画並

びにＭＢＳの担保とな

る住宅ローン債権に係

る情報を積極的に開示

するなど、投資家への

情報発信を行うととも

に、市場関係者等のニ

ーズを踏まえながら、

安定的かつ効率的な市

場からの資金調達に努

め、緊急性の高い災害

先順位を明確にし

て、必要な経営資源

を機動的に投入す

る。 
 
第二期中期目標期

間中に計上した積立

金を、第三期中期目

標期間に適切に繰り

越し、残余があれば

期限内に国庫納付を

行う。また、各業務を

効果的かつ効率的に

行い、その結果とし

て利益が生ずる場合

は、その利益を活用

して社会経済情勢の

変化に対応した業務

を試行的に実施する

など、財務内容の改

善の成果を政策実施

機関として求められ

る業務に有効に活用

する。 
 
 
 
１．安定的かつ効率的

な資金調達 
① ＭＢＳやＳＢ（一

般担保債券をいう。

以下同じ。）の発行方

針及び発行計画並び

にＭＢＳの担保とな

る住宅ローン債権に

係る情報及びＭＢＳ

の未償還残高総額の

減少による繰上償還

（クリーンアップコ

ール）を予定する回

号をホームページ等

で積極的に開示す

として求められる業

務への有効活用に努

めているか。 
・ＭＢＳやＳＢの発

行方針等を積極的に

開示するとともに、

安定的かつ効率的な

資金調達に努めてい

るか。 
・機構の各種リスク

を的確に管理すると

ともに、リスク管理

債権の削減等に努め

ているか。 
・一定の事業等のま

とまりごとに決算情

報等を公表している

か。 
・保有資産の見直し

や宿舎戸数の削減に

ついて適切に取り組

んでいるか。 
 
＜主な定量的指標＞ 
・買取債権残高に対

するリスク管理債権

の残高の比率 
・既往債権管理業務

のリスク管理債権の

残高の削減率 
・借上宿舎を含む宿

舎戸数の削減率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

て、「地域支援部」を設置し、必要となる人員を 
配置した。（再掲） 
 
 
 

○ 第二期中期目標期間終了後の積立金の処分に

おいて、各勘定において将来のリスク等に備え

るために必要な額を第三期中期目標期間に繰り

越した。残余の発生した証券化支援勘定及び住

宅融資保険勘定では、それぞれ169億円及び278
億円を国庫納付した。 

○ フラット３５リノベ及びフラット３５地域活

性化型（ＵＩＪターン、コンパクトシティ形成）

については、国費によらず、自助努力により対

応を行った。 
○ 「ニッポン一億総活躍プラン」における地方

創生等の推進に向け、地方公共団体と機構が連

携して空き家増加の抑制に取り組むため、フラ

ット３５地域活性化型に新たな類型の追加（空

き家対策）を決定した。（平成 30 年４月から実

施） 
 
 

 

 

 

 

 

 

（投資家への情報発信） 

○ ＭＢＳやＳＢの発行方針及び発行計画につい

て、ＩＲ活動及び投資家説明会等を活用し、丁

寧な情報発信を行った。 

○ ＭＢＳの担保となる住宅ローン債権に係る情

報について、機構ホームページで適切に情報提

供を行った。具体的にはフラット３５の制度改

正に伴い、新機構団信制度利用別構成及びアシ

ューマブルローン利用別構成について新たに公

表を開始した。 

○ ＭＢＳの未償還残高総額の減少による繰上償

還（クリーンアップコール）について、平成 29

年９月及び平成 30 年３月に機構ホームページ

有資産等の見直しを実施して

おり、所期の目標を達成して

いると判断し、「Ｂ」とした。 
・「買取債権残高に対するリスク

債権管理の残高の比率」等３

つの定量目標については、中

期目標の達成に向けて着実に

進捗している。 
・定性的な取組においても、以下

のとおり着実な成果を上げて

いる。 
・証券化支援勘定で 770 億円

の当期総利益を計上するな

ど全ての勘定において単年

度黒字を達成（７年連続） 
・第二期中期目標期間終了後

の積立金の処分に関し、各

勘定において将来のリスク

等に備えるために必要な額

を第三期中期目標期間に繰

り越した上で、証券化支援

勘定、住宅融資保険勘定で

は、それぞれ 169 億円、278
億円を国庫納付 

・ＭＢＳやＳＢの発行方針や

発行計画、クリーンアップ

コール予定回号等について

積極的にホームページで開

示 
・ＭＢＳについて、月 1,500 億

円～2,000 億円程度の大型

発行が継続する中、ＩＲの

取組等により投資家需要を

喚起することで適正なスプ

レッドでの起債を実現する

とともに、年度累計で 2 兆

円を超えるＭＢＳの発行を

安定的に実施 
・各種リスクについてモニタ

リングを実施し、役員会等

に報告するなどＰＤＣＡ管

理を的確に実施 

への委託を活用し、任意売却等による

回収の極大化を図った結果、リスク管

理債権額は対前年度比で 15.36％減少

し、中期計画に掲げた目標値（30%以上

削減）を基に定めた年度計画値（8.5%
以上削減）を達成した。 
八千代宿舎（八千代市）及び小笹第

１宿舎（福岡市）について廃止・処分

を行った結果、平成 29 年度末における

借上宿舎を含む宿舎戸数は、平成 28 年

度末に比べ▲2.6％となった。また、真

駒内宿舎（札幌市）、麻生宿舎（札幌市）、

扇町宿舎（名古屋市）、額新第１Ａ宿舎

（金沢市）、額新第１Ｂ宿舎（金沢市）、

長居宿舎（大阪市）及び西宮宿舎（西

宮市）について、新規入居を停止する

こと等により、平成 30 年度に廃止・処

分する準備を整えた。 
また、健全な財務内容の維持に努め

るとともに、住生活基本計画等で示さ

れた機構への政策的な期待・要請に応

えるため、必要な経営資源を機動的に

投入した。さらに、第二期中期目標期

間終了後の積立金の処分においては、

各勘定において将来のリスク等に備え

た所要額を第三期中期期間に繰り越し

た。残余の発生した証券化支援勘定、

住宅融資保険勘定では、それぞれ 169
億円、278 億円を国庫納付しており、

評価できる。 
 
 これらの実績を踏まえ、所期の目標

を達成したと評価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「B」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと
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復興住宅融資等の災害

対応に係る融資以外は

財政融資資金に依存し

ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。併せて、投資家向

け説明会を開催する

など、投資家への情

報発信を行うととも

に、市場関係者等の

ニーズを踏まえなが

ら、安定的かつ効率

的な市場からの資金

調達に努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 安定的かつ効率的

な市場からの資金調

達に努めることによ

り、緊急性の高い災

害復興住宅融資等の

災害対応に係る融資

以外は財政融資資金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

で予定回号等を公表するとともに、ＩＲ等にお

いても積極的に情報発信を行った。また、平成

30 年３月においては、平成 30 年４月に繰上償

還を実施する対象回号について、債券要項に従

い的確に新聞公告及び官報公告を行った。 

○ 平成 29 年７月に投資家説明会を開催し、第三

期中期計画における機構の取組及び平成 28 年

度決算の概要等について的確に情報発信を行っ

た。また、証券会社が実施するセミナー等を通

じた情報発信も継続的に行った。 

 

（安定的かつ効率的な資金調達） 

＜ＭＢＳ＞ 

○ 低金利環境が継続したことによりフラット３

５の事業量も高水準で推移したことに伴い、月

1,500 億円～2,000 億円程度の大型発行が継続

する中、ＩＲの取組等により投資家需要を喚起

することで適正なスプレッドでの起債を実現

し、年度累計で 2兆 43億円（前年度比▲5,237

億円）の発行を安定的に行った。（再掲） 

＜ＳＢ＞ 

○ 市場環境や主要な経済イベント等を考慮した

起債スケジュールの設定を行うとともに、需要

状況に応じた増額方式を採用するなど柔軟な起

債運営を実施することにより、年度累計で5,050

億円（前年度比＋1,650 億円）の大規模発行を安

定的に行った。（再掲）） 

 

（運用益型出資金の活用） 

○ 会計検査院からの指摘を踏まえ、運用益型出資

金の運用に係る規程を改正して、当該出資金を勘

定間貸付けの原資として活用できることを明文化

することにより、機構債券の発行額を削減して債

券発行費用を節減できるよう対応した。 

 
○ 災害対応に係る融資以外は財政融資資金に依

存することなく安定的に資金調達を行った。 
 
 
 
 
 

・耐震性に問題のあった四国

支店事務所を賃借事務所に

移転するなど、保有資産の

見直しを実施 
 

おり。 
 
・ 第二期中期計画期間後の積立金処

分で、447 億円を国庫納付したこと

は評価される。 
・ 健全な財務内容の維持に努め、多

額の国庫納付を行った。 
・ 国債市場（約 940 兆円）に比べる

と市場規模は小さいが、財投債市場

残高 35 兆のうち 13 兆を機構 MBS
が占め、フローでも 2017 年度に約

50％で、ベンチマークとなっている

ことは評価できる。MBS の格付けも

AAA を維持しており、評価できる。 
・ リスク管理債権の残高比率、リス

ク管理債権額ともに、目標を大きく

上回っている。 
・ 回収の実施や、リスク管理につい

て適切に運用している。 
・ 証券化支援勘定で継続的に大きな

黒字額を計上できるようになってい

る。その結果、法人全体でも黒字決

算となっており、順調であるといえ

る。各種のリスクへの対応は引き続

き万全を期して欲しい。 
 
その他、中期計画の各項目に関する

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
１．安定的かつ効率的な資金調達 
 投資家に向け、適時適切にＭＢＳ

やＳＢの発行方針及び発行計画等に

ついて情報発信を行った。その結果、

ＭＢＳに関しては、月 1,500 億円～

2,000 億円程度の大型発行が継続す

る中、ＩＲの取組等により投資家需

要を喚起することで適正なスプレッ

ドでの起債を実現し、年度累計で 2
兆 43 億円（前年度比▲5,237 億円）

の発行を行ったほか、ＳＢに関して

も、市場環境や主要な経済イベント

等を考慮した起債スケジュールの設
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（２）リスク管理の徹底 
① 信用リスク、ＡＬＭ

リスク、流動性リスク

等を的確に管理する

ことにより、民間金融

機関並みのリスク管

理の徹底を図ること。 
特に、既往債権管理

勘定においては、財政

融資資金の償還を着

実に行うため、将来生

じることが見込まれ

る資産と負債のギャ

ップへの対応策の検

討を進め、必要な措置

を講ずること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
２．リスク管理の徹底 
① 機構内に設置する

リスク管理委員会等

において、住宅ロー

ン等の事業の特性を

踏まえて、機構の各

種リスクを的確に管

理する。  
また、各リスクを

統合的に管理するた

めに、網羅的なリス

クの洗い出し、モニ

タリング指標の設定

等を行うとともに、

これに基づくモニタ

リングを行い、認識

された課題に適切に

対応する。 
 
 
 
 
② 信用リスク等に対

応するため、将来の

デフォルト発生を適

正な水準に抑えるよ

う与信審査を的確に

行うとともに、融資

先のデフォルト率、

住宅ローン債権の回

収率等のモニタリン

グを行う。 
 
 
 
 
 
 
 

に依存しない。 
 
 
２．リスク管理の徹底 
① 機構内に設置する

リスク管理委員会等

において、住宅ロー

ン等の事業の特性を

踏まえて、機構の各

種リスクを的確に管

理する。 
また、各リスクを

統合的に管理するた

めに、網羅的なリス

クの洗い出し、モニ

タリング指標の設定

等を行うとともに、

これに基づくモニタ

リングを行い、認識

された課題に適切に

対応する。 
 
 
 
 
② 信用リスクに適切

に対応するため、将

来のデフォルト発生

を適正な水準に抑え

るよう与信審査を的

確に行うとともに、

不適正申込みの未然

防止を徹底するよう

金融機関に対して適

切な融資審査の実施

について働きかけを

行う。 
また、融資先のデ

フォルト率、住宅ロ

ーン債権の回収率等

のモニタリング及び

信用リスク計量化手

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
○ 信用リスク、市場リスク、流動性リスク、運用

先等信用リスク、オペレーショナルリスク等を

的確に管理するために、各リスクを担当する役

員・部署を定めるとともに、機構内に設置した

信用リスク管理委員会（17 回開催）及びＡＬＭ

リスク管理委員会（15 回開催）において各リス

ク管理のＰＤＣＡを実践した。 
○ 各リスクを総体として捉える統合的リスク管

理では、リスクの特定、モニタリング指標の設

定及び管理態勢整備のための年度方針の策定に

ついて役員会で審議し、これらに基づきモニタ

リングを実施した。モニタリング結果は可能な

限り早期に役員会で共有した。 
○ 平成 29 年度のリスク横断的シミュレーショ

ンでは、将来の金利変動等を加味したキャッシ

ュフローを前提に、信用リスク及び市場リスク

の両リスクから発生する損失が金利収益等で賄

われているかどうかをリスク横断的に計測する

とともに、これらのリスクの増加に対する財務

上の耐性等を確認した。 
 
○ 四半期ごとにモニタリングを行い、その結果

を信用リスク管理委員会及び役員会で共有し

た。 
○ モニタリング結果等を踏まえて、買取型、保

証型及び機構融資に係る債権の平成 30 年度信

用コスト等を設定した。 
○ 平成 29 年度の債権属性、モニタリング結果等

を踏まえて平成 30 年度リスクテイク方針及び

平成 30 年度審査方針を定めた。 
○ フラット３５取扱い金融機関向け説明会を実

施し、足下で発生した不適正案件の未然防止策

を迅速にまとめ金融機関へ説明、働きかけを行

った。 
 
 
 
 

定を行うとともに、需要状況に応じ

た増額方式を採用する等、柔軟な起

債運営を実施することにより、年度

累計で 5,050 億円（前年度比＋1,650
億円）の大規模発行を行い、安定的

かつ効率的な資金調達を行った。 
 
２．リスク管理の徹底 
 信用リスク、市場リスク、流動性

リスク、運用先等信用リスク、オペ

レーショナルリスク等を的確に管理

するために、各リスクを担当する役

員・部署を定めるとともに、機構内

に設置した信用リスク管理委員会

（17 回開催）及びＡＬＭリスク管理

委員会（15 回開催）において各リス

ク管理のＰＤＣＡを実践した。また、

定期的なモニタリングを行い、その

結果を信用リスク管理委員会及び役

員会に報告する等、適切なリスク管

理を行った。 
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③ ＡＬＭリスク、流

動性リスク等につい

ては、住宅ローン債

権の証券化を進める

こと等により的確に

管理する。 
特に、既往債権管

理勘定においては、

財政融資資金の償還

を着実に行うため、

将来生じることが見

込まれる資産と負債

のギャップへの対応

策の検討を進め、必

要な措置を講ずる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 住宅ローン債権の

回収業務を委託した

外部機関の破綻リス

法の充実を図りつ

つ、将来の損失発生

見通し、必要な信用

リスクプレミアム又

は保険引受リスクプ

レミアムの水準等を

計測することによ

り、必要に応じ、金利

又は保険料率の見直

しを行う。 
 
③ ＡＬＭリスク、流

動性リスク等につい

ては、証券化、多様な

年限のＳＢの組み合

わせによる調達に加

え、資産及び負債か

ら生じるキャッシュ

フローの変動に伴う

資金需要と新規の資

金調達を一体的に管

理すること等により

適切に対応する。 
  特に、既往債権管

理勘定については、

財政融資資金の償還

を着実に行うため、

将来において生じる

資産と負債のギャッ

プを解消するようＳ

Ｂ等による資金の再

調達を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
④ 住宅ローン債権の

回収業務を新たに委

託する際には、財務

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 四半期ごとにモニタリングを行い、その結果

をＡＬＭリスク管理委員会及び役員会で共有し

た。 
○ 金利上昇局面等における市場環境の変化を想

定した上で、向こう１年間の法人全体の流動性

リスクの状況を確認した。 
○ フラット３５等の金利更改前後の期限前償還

の急増減を捕捉するため期限前償還モデルを見

直した。 
○ 証券化支援勘定及び住宅資金貸付等勘定にお

いて、資産及び負債から生ずるキャッシュフロ

ーの変動をストック全体で管理し、新規の資金

調達時に事後的に調整することで、ストックベ

ースによるＡＬＭリスク管理を適切に行った。 
○ ＭＢＳのほか、多様な年限によるＳＢの発行

及びシンジケート・ローンによる借入れを実施

した。 
○ 既往債権管理勘定において、中長期的な資金

ギャップに対応するため、ＳＢ及びシンジケー

ト・ローンにより資金調達を行うとともに、平

成 30 年度からリファイナンスＭＢＳ（長期間シ

ーズニングした住宅ローン債権を裏付資産とし

て発行するＭＢＳ）が発行できる態勢を構築す

ることで、資金調達の多様化を図った。 
○ 平成 30 年度の資金調達計画については、将来

の金利上昇及びこれに伴う繰上償還の変化を考

慮したものとしている。 
 
○ 住宅ローン債権の回収業務を新たに委託する

こととなった下記の金融機関について、財務状

況等について適切な審査を行い、金融機関適合
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② 的確な債権管理業

務を行うことにより、

とりわけ機構におけ

る財務上の影響が大

きい証券化支援事業

及び既往債権管理業

務においては、その管

理を徹底することと

し、証券化支援事業に

おいては、中期目標期

間の最終年度末にお

ける買取債権残高に

対するリスク管理債

権の残高の比率を

1.3％以内に抑制する

とともに、既往債権管

理業務においては、平 
成 28 年度末に比べ、

リスク管理債権の残

高を中期目標期間の

最終年度までに 30％
以上削減すること。 

 
 
 

クに対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ 的確な債権管理業

務を行うことによ

り、特に証券化支援

事業においては、中

期目標期間の最終年

度末における買取債

権残高に対するリス

ク管理債権の残高の

比率を 1.3％以内に

するとともに、既往

債権管理業務におい

ては、平成 28 年度末

に比べ、リスク管理

債権の残高を中期目

標期間の最終年度ま

でに 30％以上削減す

る。 
 
⑥ 旧財団法人公庫住

宅融資保証協会から

承継した独立行政法

人福祉医療機構及び

沖縄振興開発金融公

庫が有する債権の保

証を的確に行うとと

状況、社会的信用、業

務遂行能力等につい

て適切な審査を行

う。 
また、委託先の経

営状況等をモニタリ

ングにより把握し、

必要に応じて状況を

踏まえた措置を講じ

る。万一委託先が破

綻した場合には、当

該委託先が行ってい

た業務の引受けが円

滑に行われるよう、

譲渡先の選定、移管

等の対応を行う。 
 
⑤ 的確な債権管理業

務を行うことによ

り、特に証券化支援

事業においては、買

取債権残高に対する

リスク管理債権の残

高の比率を 1.3％以

内とするとともに、

既往債権管理業務に

おいては、リスク管

理債権の残高を前年

度末から 8.5％以上

削減する。 
 
 
 
 
 
⑥ 旧財団法人公庫住

宅融資保証協会から

承継した独立行政法

人福祉医療機構及び

沖縄振興開発金融公

庫が有する債権の保

証を的確に行うとと

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基準を満たすことを確認した上で業務委託契約

を締結した。 
※証券化支援事業（買取型）：（株）ヤマダファイ

ナンスサービス、房総信用組合 
※証券化支援事業（保証型）：財形住宅金融（株） 

○ 委託先の経営状況等をモニタリングし、内部

委員会で審議の上、役員会に報告した。 
なお、委託先が破綻する事態は発生していな

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 買取債権残高が増加する中、買取審査の適切

な実施、返済相談の実施等による延滞債権増加

の抑制に努めた結果、リスク管理債権の残高比

率は 0.75％となった。 
また、既往債権についても、返済相談の実施

等により、新規の不良債権の発生を抑制しつつ、

返済継続が困難な債権は債権回収会社への委託

を活用し、任意売却等による回収の極大化を図

った結果、リスク管理債権額は対前年度比で

15.36％減少した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 独立行政法人福祉医療機構及び沖縄振興開発

金融公庫から保証債務履行請求のあった債権に

ついて、その履行を適切に行った。 
また、履行後に取得した求償債権については、

債権回収会社への業務委託等により回収を行っ

た。 
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（３）決算情報・セグメ

ント情報の公表 
財務内容等の透明性

を確保し、機構の活動内

容を国民に対して分か

りやすく示し、理解促進

を図る観点から、一定の

事業等のまとまりごと

に決算情報・セグメント

情報を公表すること。 
 
 
 
（４）保有資産の見直し 

保有資産については、

保有の必要性について

不断の見直しを行うこ

と。 
なお、「国家公務員宿

舎の削減計画」（平成 23
年 12 月１日国家公務員

宿舎の削減のあり方に

ついての検討会）を勘案

し、借上宿舎を含む宿舎

戸数について、平成 28
年度末に比べ、17％程度

の削減を実現すること。 
 
 
 

もに、保証債務を履

行した後の求償権の

管理回収を行う。 
 
 
３．決算情報・セグメン

ト情報の公表 
財務内容等の透明性

を確保し、機構の活動

内容を国民に対して分

かりやすく示し、理解

促進を図る観点から、

一定の事業等のまとま

りごとに決算情報・セ

グメント情報を公表す

る。 
 
 
４．保有資産の見直し 
① 保有資産について

は、保有の必要性に

ついて不断の見直し

を行う。 
 
② 「国家公務員宿舎

の削減計画」（平成 23
年 12月１日国家公務

員宿舎の削減のあり

方についての検討

会）を勘案し、借上宿

舎を含む宿舎戸数に

ついて、平成 28 年度

末に比べ、17％程度

削減する。 
 
 
 
 
５．予算（人件費の見積

りを含む。）、収支計

画及び資金計画 
（１）予算 

もに、保証債務を履

行した後の求償権の

管理回収を行う。 
 
 
３．決算情報・セグメン

ト情報の公表 
財務内容等の透明性

を確保し、機構の活動

内容を国民に対して分

かりやすく示し、理解

促進を図る観点から、

一定の事業等のまとま

りごとに決算情報・セ

グメント情報を公表す

る。 
 
 
４．保有資産の見直し 
① 保有資産について

は、保有の必要性に

ついて不断の見直し

を行う。 
 
② 「国家公務員宿舎

の削減計画」（平成 23
年 12月１日国家公務

員宿舎の削減のあり

方についての検討

会）を勘案し、借上宿

舎を含む宿舎戸数に

ついて、平成 28 年度

末に比べ、17％程度

の削減を実現するた

め、必要な取組を行

う。 
 
 
５．予算（人件費の見積

りを含む。）、収支計

画及び資金計画 
（１）予算 

 
 
 
 
 
 
 
○ 平成 29 年度決算情報について、機構ホームペ

ージで公表した。 
なお、平成 28 年度の決算内容及び第二期中期

目標期間終了後の積立金の処分に関して、ディ

スクロージャー誌において分かりやすく公表し

た。 
 
 
 
 
 
 
○ 耐震性に問題のあった四国支店事務所につい

て、平成 30年 2月に賃借事務所に移転し、処分

する準備を整えた。 

 

 

○ 八千代宿舎（八千代市）及び小笹第１宿舎（福

岡市）について廃止・処分を行った。 

○ 上記の廃止・処分を行った結果、平成 29年度

末における借上宿舎を含む宿舎戸数は、平成 28

年度末に比べ▲2.6％となった。 

○ 真駒内宿舎（札幌市）、麻生宿舎（札幌市）、扇

町宿舎（名古屋市）、額新第１Ａ宿舎（金沢市）、

額新第１Ｂ宿舎（金沢市）、長居宿舎（大阪市）

及び西宮宿舎（西宮市）について、新規入居を停

止すること等により、平成 30年度に廃止・処分

する準備を整えた。 

 

 
 
－ 
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   別表１のとおり 
（２）収支計画 
   別表２のとおり 
（３）資金計画 

別表３のとおり 
 
 
Ⅳ 短期借入金の限度  

 額 
（１）短期借入金の限

度額 
 17,000 億円 
（２）想定される理由 
 ①  予見し難い事由

による一時的な資

金の不足に対応す

るための短期借入

金 
② 機構が行う業務

の円滑な実施に資

するための短期借

入金 
③ 既往債権管理勘

定に係る資金の不

足に対応するため

の短期借入金 
 
 
Ⅳ－２ 不要財産又は

不要財産となること

が見込まれる財産が

ある場合には、当該

財産の処分に関する

計画 
該当なし。 

 
 
Ⅴ Ⅳ－２に規定する

財産以外の重要な財

産を譲渡し、又は担

保に供しようとする

ときは、その計画 

   別表１のとおり 
（２）収支計画 
   別表２のとおり 
（３）資金計画 

別表３のとおり 
 
 

Ⅳ 短期借入金の限度

額 
（１）短期借入金の限

度額  
17,000 億円 

（２）想定される理由 
① 予見し難い事由

による一時的な資

金の不足に対応す

るための短期借入

金 
 ② 機構が行う業務

の円滑な実施に資

するための短期借

入金 
 ③ 既往債権管理勘

定に係る資金の不

足に対応するため

の短期借入金 
 
 
Ⅳ－２ 不要財産又は

不要財産となること

が見込まれる財産が

ある場合には、当該

財産の処分に関する

計画 
該当なし。 

 
 
Ⅴ Ⅳ－２に規定する

財産以外の重要な財

産を譲渡し、又は担

保に供しようとする

ときは、その計画 

 
 
 
 
 
 
 
○ 平成 29 年度における短期借入金の実績はな

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（該当なし） 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 八千代宿舎（八千代市）及び小笹第１宿舎（福

岡市）について平成 29 年 12 月に処分手続を完

了した。 
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八千代宿舎（八千代

市）及び小笹第１宿舎

（福岡市）の処分を計

画 
 
 
Ⅵ 剰余金の使途 

決算において剰余金

が発生したときは、業

務の充実、広報活動の

充実、職員の研修機会

の充実等に充てる。 

八千代宿舎（八千代

市）及び小笹第１宿舎

（福岡市）について処

分手続を進める。 
 
 
Ⅵ 剰余金の使途 
決算において剰余金

が発生したときは、業

務の充実、広報活動の

充実、職員の研修機会

の充実等に充てる。 

 
 
 
 
 
 
（実績なし） 
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【項目別評定調書】 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ その他業務運営に関する重要事項 
当該項目の重要度、難易度 該当なし 関連する政策評価・行政事

業レビュー 
該当なし 

 
２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 
達成目標 基準値 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 

平成 29 年度 

 

 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、 

必要な情報 

 

 （計画値） － － －     
（実績値） － － －     
（達成度） － － －     
（達成度） － － －     

 

 （計画値） － － －     
（実績値） － － －     
（達成度） － － －     
（達成度） － － －     

 

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．施設及び設備に関す

る計画   
該当なし。 

 
 
２．人事に関する計画 

住生活基本計画等に基

づく施策の実現に貢献

し、社会から期待される

役割を果たすため、適正

な人員の配置を行う。 
 
 
３．独立行政法人住宅金

融支援機構法第 18 条

第１項に規定する積立

１．施設及び設備に関す

る計画   
該当なし。 

 
 
２．人事に関する計画 
住生活基本計画等に基

づく施策の実現に貢献

し、社会から期待される

役割を果たすため、適正

な人員の配置を行う。 
 
 
３．独立行政法人住宅金

融支援機構法第 18 条

第１項に規定する積立

＜評価の視点＞ 
その他業務運営

に関する重要事

項について、掲げ

られた目標達成

に努めているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
（該当なし） 
 
 
 
○ 住生活基本計画に基づく施策の実現への貢献  

及び第三期中期目標・中期計画及び年度計画の

着実な達成を目指し、フラット３５子育て支援

型等や既存住宅施策の取組強化、家賃債務保証

保険業務の執行体制等の整備の優先課題を中心

に適正な人員の配置を行った。 
 
 
○ 平成 29 年６月 30 日付けで主務大臣の承認を

受けた「前中期目標期間繰越積立金」について

は、平成 29 年度においては、団体信用生命保険

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
理由：以下のとおり、中期目標上

指示された事項について、所

期の目標を達成していると判

断し、「Ｂ」とした。 
 
・内部統制に関しては、外部有識

者で構成された事業運営審議

委員会を年２回開催するとと

もに審議結果をとりまとめた

報告書の作成に貢献した。ま

た、業務執行及び組織管理・運

営に関する重要事項の審議等

に係る役員会の運営、年度計

画等の進捗状況の点検、ディ

＜評定に至った理由＞ 
 住生活基本計画に基づく施策の実現

への貢献及び第三期中期目標・中期計

画及び年度計画の着実な達成に向け、

フラット３５子育て支援型や既存住宅

施策の取組強化、家賃債務保証保険業

務の執行体制等の整備等の優先課題を

中心に適正な人員の配置を行った。 
 機構が業務を委託している民間金融

機関等が融資審査、債権管理、顧客保

護、情報管理・情報セキュリティ対策、

コンプライアンス等の取組を適切に行

うよう、新規参入した金融機関に対し

協定締結等に関して適切に対応を行っ

た。また、金融機関の融資審査に係る

書面調査及び実地調査を実施し、対応
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（１）内部統制  

第二期中期目標期間

までに構築された内部

統制の体制は、住宅・金

融の両市場で業務を行

うためには不可欠なも

のであることから、理事

長のリーダーシップに

基づく適切なガバナン

スを行うとともに、内部

統制システムの的確な

整備及び監事機能の実

効性の向上に努めるこ

と。 
また、情報公開を積極

的に推進し、業務運営の

透明性を確保するとと

もに、過去の不適正事案

を踏まえたコンプライ

アンスの取組を徹底す

ること。 
 
 
 

金の使途 
独立行政法人住宅金融

支援機構法（平成 17 年法

律第 82 号）第 18 条第１

項の規定に基づき主務大

臣の承認を受けた積立金

は、同法第 13 条第１項第

10号に規定する団体信用

生命保険等業務の運営の

使途のほか、第二期中期

目標期間までに取得した

固定資産の減価償却に要

する費用等に充てる。 
 
 
４．その他中期目標を達

成するために必要な事

項 
（１）内部統制  

① 「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」に基づき、中

立的立場の外部有識

者で構成される第三

者委員会を機構内部

に設置し、事業運営

の妥当性を審議する

など、民間金融機関

並みの内部統制シス

テムを整備し、的確

なリスク管理を行う

とともに、監事機能

の実効性の向上に努

める。 
 
 
 
 
 
 
 
 

金の使途 
独立行政法人住宅金融

支援機構法（平成 17 年法

律第 82 号）第 18 条第１

項の規定に基づき主務大

臣の承認を受けた積立金

は、同法第 13 条第１項第

10 号に規定する団体信

用生命保険等業務の運営

の使途のほか、第二期中

期目標期間までに取得し

た固定資産の減価償却に

要する費用等に充てる。 
 
 
４．その他中期目標を達

成するために必要な事

項 
（１）内部統制  
① 「独立行政法人改

革等に関する基本的

な方針」に基づき、中

立的立場の外部有識

者で構成される第三

者委員会を機構内部

に設置し、事業運営

の妥当性を審議する

など、民間金融機関

並みの内部統制シス

テムを整備し、的確

なリスク管理を行

う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

等業務の運営や第二期中期目標期間までに取得

した固定資産の減価償却に要する費用等に充て

るため、同積立金を 9,023 百万円取り崩した。

その結果、平成 29 年度末の同積立金は 334,801
百万円となった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」

に基づき、中立的立場の外部有識者により構成

される第三者委員会（事業運営審議委員会）に

おいて、事業運営の妥当性を審議するとともに、

審議概要をホームページに公表した。（平成 29
年度は２回開催） 
また、第８回事業運営審議委員会において、

委員長から「独法第二期中期目標の満了に伴い、

これまでの事業運営審議委員会の審議内容等に

ついて総括してはどうか」という提言があり、

委員会として報告書を作成することになり、委

員長から報告書の構成・盛り込むべき内容につ

いて指示を受け、事務局として委員会による報

告書の作成をサポートした。 
なお、本報告書の冊子は、平成 30 年５月に関

係機関等に配布した。 
○ 経営層による第三期中期目標、第三期中期計

画及び平成 29 年度計画に関する説明会を本支

店で開催し、独法第三期における機構の役割を

全職員に浸透させる取組を実施した。 
○ 年度を通じ、理事長自らの言葉で考えや思い

を「理事長メッセージ」として発信した。 
 

スクロージャー誌等による積

極的な情報公開等を行った。 
加えて、コンプライアンス

プログラムに基づく職員のコ

ンプライアンス意識向上に資

する取組を継続的に実施する

とともに、四半期毎に取組状

況を点検するなど、ＰＤＣＡ

サイクルに基づく管理を着実

に実施するなど、適切なガバ

ナンス体制を構築している。 
・リスク管理に関しては、事務リ

スクＲＣＳＡの実施等による

事務リスク削減に向けた取組

を行うとともに、事務リスク

管理体制の強化に資する取組

を行った。その結果、機構内に

おける事務リスク顕在化事例

の当該年度発生件数は 39 件

となり、平成 28 年度の 46 件

から減少するなど、取組の効

果が現れている。 
・お客さまへの対応については、

機構の商品・制度に関する情

報を提供し、適切かつ十分な

説明を行うとともに、お客さ

まから寄せられた相談や苦情

にも丁寧に対応し、制度・運用

の改善に繋げている。 
・法人文書及び保有個人情報の

開示請求に対し、適切に対応

するとともに、e-ラーニング

を活用した全職員向けの研修

や社内掲示板等を活用した周

知等を通じて個人情報の管

理・保護の徹底及び特定個人

情報保護の安全管理措置の着

実な実施を図った。 
・情報セキュリティ対策に関し

ては、「政府機関の情報セキュ

リティ対策のための統一基

準」とのギャップ分析を踏ま

が不十分と認められた内容について

は、金融機関説明会において説明し、

金融機関に対し適切な融資審査の実施

を要請する等、業務実施体制の整備も

適切に実施した。 
 
 これらの実績を踏まえ、所期の目標

を達成したと評価した。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改

善方策＞ 
該当なし 
 
＜その他事項＞ 
評定について、外部有識者は「B」評

定が妥当であるとの意見で一致した。 
外部有識者からの主な意見は以下のと

おり。 
 
・ 計画に沿った適切な対応が取られ

ている。 
・ コンプライアンス体制の整備が進

み、重大なコンプライアンス違反が

発生していないことは評価できる。 
・ 事務管理体制について、再発防止

策、内部自主点検等が織り込まれ、

精度が高まった。しかし、事務リス

クは平成28年度の46件から平成29
年度の 39 件に減少しているものの、

皆無ではない。金融機関という性格

上、出来る限りゼロに近付けること

が必要である。 
・ リスク管理については、引き続き

利用者保護の観点から、一層の実地

検査の実施など、委託金融機関の業

務遂行の健全性の監視に向けた取組

が期待される。 
・ 市場には様々なプレイヤーがいる

ため、機構外部における潜在的な不

正などに対し、どのように対応すべ

きかは今後の課題である。 
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② 業務執行及び組織

管理・運営に関する

重要事項について、

原則として毎週役員

会を開催し、審議・報

告する。その結果を

機構内に伝達し、役

職員で情報を共有す

る。  
 
 
 
 
 
 
 

 
③ 年度途中における

目標の達成状況及び

予算の執行状況を年

度当たり２回確認

し、ＰＤＣＡサイク

ルに基づく業務改

善、予算再配分等を

行い、限られた資源

の中での事業成果の

向上を図る。 
 
④ ディスクロージャ

ー誌及びホームペー

ジの内容の充実を図

ること等により情報

公開を積極的に推進

し、業務運営の透明

性を確保するととも

に、過去の不適正事

案を踏まえた再発防

止のためのコンプラ

イアンスの取組を徹

底する。 
 
 

② 理事長は監事と定

期的な意見交換を行

い、内部監査担当部

及び内部統制担当部

は監事との連携を図

る。 
 
③ 業務執行及び組織

管理・運営に関する

重要事項について、

原則として毎週役員

会を開催し、審議・報

告する。その結果を

機構内に伝達し、役

職員で情報を共有す

る。  
 
④ 年度途中における

目標の達成状況及び

予算の執行状況を年

度内に２回確認し、

ＰＤＣＡサイクルに

基づく業務改善、予

算再配分等を行い、

限られた資源の中で

の事業成果の向上を

図る。 
 
⑤ ディスクロージャ

ー誌及びホームペー

ジの内容の充実を図

ること等により情報

公開を積極的に推進

し、業務運営の透明

性を確保する。 
 
 
 
 
 
 
⑥ コンプライアンス

 
 
 
 
 
 

○ 監事は毎週開催する役員会に参加し、理事長

を始めとした役員と定期的に意見交換を実施し

ている。 
内部監査担当部署の監査部は、監査計画の策

定等に向けた意見交換、監査結果の報告等によ

り、監事との連携を行った。 

 

○ 業務執行及び組織管理・運営に関する重要事

項について、原則として毎週役員会を開催（平

成 29 年度実施 41 回）した。役員会資料は、社

内掲示板に掲載（取扱上掲載可能な資料のみ）

し、役職員での情報共有を行っている。また、役

員会が開催される都度、その議事録を作成し、

情報共有を行っている。 

 

 

 

○ 年度計画等の確実な達成を図るため、四半期

ごとに実施状況の点検を行い、点検結果を役員

会に報告するなどＰＤＣＡサイクルに基づく管

理を適切に実施した。また、事務費予算につい

ては、支出実行時における協議（当該調達の必

要性、実施内容及び数量等の精査）を徹底し、効

率的な経費の執行を行った。 
 

 

 

 

○ ディスクロージャー誌及びホームページの内

容を充実させるなど情報公開を積極的に実施し

た。ディスクロージャー誌では、役職員からの

意見も踏まえ、充実したトピックスページを作

成し、昨年度から直近までの機構の取組を丁寧

に伝える内容とした。ホームページは、大幅に

リニューアルを行い、トップページの「カルー

セル」や「主な取組」ページを新規に作成し、機

構の取組を積極的に伝えられるようにした。ま

た、記者発表などのトピックスやディスクロー

ジャー誌の掲載等を行い、情報公開を積極的に

行った。 

 

○ 前年度の取組結果や外部有識者の意見を踏ま

えた情報セキュリティポリシ

ーの改正や情報セキュリティ

に係る研修の実施、サイバー

セキュリティの人材育成等の

取組を行った。 
 また、過去に委託先で発生し

た大量の個人情報流出事案を

踏まえ、情報セキュリティ事

案が委託先で発生した際の機

構内の対応体制の整備や訓練

を行うとともに、受託金融機

関以外の委託先における個人

情報の取扱状況の確認等を実

施した。 
・業務実施体制の整備に関して

は、民間金融機関における融

資審査、委託先における関連

法令の遵守、お客さま保護対

策、情報管理に関する安全管

理措置の状況について、調査・

モニタリング等を実施した。

また、モニタリング等の結果

不十分と認められた事項に対

しては、対策を講じさせるな

ど、適切に対応した。 
・職員の能力・資質向上及び専門

性向上を図るため、外部機関

への派遣や研修を実施した。

また、女性活躍推進及び育児・

介護との両立支援等に係る取

組方針を定め、女性活躍及び

働き方改革の推進に取り組ん

だ。 
 

 その他、中期計画の各項目に関する

特筆すべき事項は以下のとおり。 
 
４．（１）内部統制 
 「独立行政法人改革等に関する基

本的な方針」を踏まえ、中立的立場

の外部有識者により構成される第三

者委員会（事業運営審議委員会）に

おいて、事業運営の妥当性を審議し

たほか、事業運営審議委員長からの

提言を受け、委員会としてこれまで

の事業運営審議委員会の審議内容等

について総括した報告書を作成する

こととなり、事務局として作成のサ

ポートを行った。また、年度計画等

の確実な達成を図るため、四半期ご

とに実施状況の点検を行い、点検結

果を役員会に報告するなどＰＤＣＡ

サイクルに基づく管理を適切に実施

した。加えて、コンプライアンスに

関して、前年度の取組結果や外部有

識者の意見を踏まえて、コンプライ

アンスプログラムを策定し、これに

基づいて、不正事案やハラスメント

を防止するための取組を実施した。 
 
４．（２）リスク管理 
 「『独立行政法人の業務の適正を確

保するための体制等の整備』につい

て」（平成 26 年 11 月 28 日総務省行

政管理局長通知）に基づき、事務リ

スクＲＣＳＡ（リスク・コントロー

ル・セルフ・アセスメント）の実施、

事務リスクに関する事象の管理等に

より、事務リスク削減等の適切な対

応を行ったほか、事務リスク管理体

制強化のための取組として、事務リ

スク管理実施細則を改正し、再発防

止策の実施状況確認のフローを通常

の報告フローに取り入れる等した。

こうした取組の結果、機構内の事務

リスク顕在化事例の当該年度発生件
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（２）リスク管理 

「『独立行政法人の業

務の適正を確保するた

めの体制等の整備』につ

いて」（平成 26 年 11 月

28 日総務省行政管理局

長通知）に基づき、業務

方法書に定めた事項の

運用を確実に実施する

こと。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）リスク管理 

「『独立行政法人の業

務の適正を確保するため

の体制等の整備』につい

て」（平成 26 年 11 月 28
日総務省行政管理局長通

知）に基づき、業務方法書

に定めた事項の運用を確

実に実施する。 
 
 

 
 
 

に係る取組について

は、理事長を委員長

とするコンプライア

ンス委員会におい

て、コンプライアン

スプログラムを策定

し、当該プログラム

に策定された取組を

的確に実施する。ま

た、定期的に取組状

況を点検し、コンプ

ライアンス委員会に

報告するとともに、

職員のコンプライア

ンス意識の浸透状況

を検証し、取組方策

について必要な見直

しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）リスク管理 
① 事務リスクＲＣＳ

Ａ（リスク・コントロ

ール・セルフ・アセス

メント）の実施、事務

リスクに関する事象

の管理等により、事

務リスク削減等の適

切な対応を行う。 
 
② 事務過誤、不正防

止等の未然防止に資

する事務手続体制の

構築又は適切な事務

えて、コンプライアンスプログラムを策定し、

これに基づいて、主に次のようなコンプライア

ンス推進活動を行った。 
 他法人における不正事案、コンプライアンス 
に関する身近なテーマをもとにコンプライア 
ンスミーティング（全職員が各部署の小グル 
ープの単位に分かれて行う双方向の議論）を 
行い、不祥事防止の意識醸成及び職場におけ 

るコミュニケーションの促進を図った。 
 ハラスメントの防止に係る全職員向けの研修

を e-ラーニングを活用した形式で実施した。 
 コンプライアンスドリルを毎月定期的に１日

１問の形式で出題し、日々コンプライアンス

の重要性に接する機会を持つことで意識の向

上に繋げた。 
○ ＰＤＣＡサイクルに基づく管理を着実に実施

するために、四半期ごとに取組状況を点検し、

コンプライアンス委員会に報告した。 
○ コンプライアンス・法務部による全部署への

実地モニタリング、全職員を対象としたコンプ

ライアンス意識調査、テスト形式のコンプライ

アンスドリル等の実施を通じてコンプライアン

ス意識の定着状況を確認し、追加対応、見直し

等が必要な事項について対応するとともに、翌

年度のコンプライアンスプログラムの策定に反

映させた。 
 
 
 
○ 事務リスクＲＣＳＡの実施、事務ミス発生時

における速やかな第一報の徹底や注意喚起及び

再発防止策を全社展開するなど、事務リスク削

減に向けて取り組み、機構内に設置した事務管

理委員会及び役員会で共有し、事務リスク管理

のＰＤＣＡを実践した。 
 
 
 
○ 事務リスク管理体制強化のための取組とし

て、事務リスク管理実施細則を改正し、再発防

止策の実施状況確認のフローを報告フローに取

り入れた。 

数は平成 28 年度 46 件から平成 29
年度 39 件へ減少しており、一定の成

果があった。 
 
４．（３）お客さま保護 
 機構の商品・制度に関する情報を

提供し、適切かつ十分な説明を行っ

たほか、寄せられた相談や苦情を制

度・運用の改善につなげた。 
 
４．（４）情報管理 
 適正な業務運営及び国民からの信

頼を確保する観点から、「独立行政法

人等の保有する情報の公開に関する

法律（平成 13 年法律第 140 号）」に

基づき適正かつ円滑な情報公開を行

った。また、情報セキュリティにつ

いて、「政府機関の情報セキュリティ

対策のための統一基準」とのギャッ

プ分析を踏まえ、情報セキュリティ

ポリシーの改正を行ったほか、情報

セキュリティ委員会において機構が

保有する個人情報および重要情報の

取扱いに関する議論を行い、文書管

理および情報セキュリティ対策の観

点で適切に管理するための情報管理

ルールについての方向性を決定し

た。 
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（３）顧客保護 

顧客からの相談、苦情

等に適切に対応し、制

度・運用の見直しにつな

げるとともに、顧客への

十分な説明を行うこと

により、顧客保護を徹底

すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）お客さま保護 

お客さまに対し機構の

商品・制度に関する十分

な説明を行うとともに、

お客さまからの相談や苦

情には丁寧に対応し、お

客さまの要望・ニーズを

受け止め、制度・運用の改

善に活かす。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

の執行に努めるとと

もに、事務リスクが

顕在化した場合は被

害拡大の防止、事務

関係の調査及び発生

原因の分析並びに再

発防止策の策定を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）お客さま保護 
① お客さまに対し機

構の商品・制度に関

する情報を提供し、

適切かつ十分な説明

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
② お客さまからの相

談や苦情に丁寧に対

応し、お客さまの要

望・ニーズを受け止

めることにより、制

度・運用の改善につ

なげる。 
 
 
 
 

また、発生部署のみで再発防止策が完結しな

い事案については、事務管理部が本店所管部署

に対しても、発生原因及び有効と思われる再発

防止策等を事前に共有することにより、本店所

管部署としての再発防止策策定をサポートし

た。 
加えて、内部自主点検を行い、検出した不備

事項に対して、業務手順の見直し及び業務改善

を行う等により、事務過誤の未然防止に資する

対応を行った。 
 
上述の取組を実施することにより、機構内の

事務リスク顕在化事例の当該年度発生件数は平

成 28 年度 46 件から平成 29 年度 39 件へ減少し

た。 
 
 
 
○ お客さまに対して機構の商品・制度に関する

情報を提供し、適切かつ十分な説明を行った。  

 お客さまが必要な情報をスムーズに取得でき

るよう、平成 29 年６月にホームページの全面

リニューアルを行った。 

 平成 29 年 10 月からの証券化支援事業（買   

取型）における団体信用生命保険制度の見直

しの際には、見直し後の商品内容や保障内容に

ついて顧客説明事項及び手続を整備するとと

もに、ホームページ等を通じてお客さまへの情

報提供を行い、受付窓口等で適切かつ十分な説

明を行った。 

 

○ お客さまから寄せられる相談や苦情に丁寧に

対応し、制度・運用の改善につなげ、お客さまの

声に基づく改善事例を機構ホームページで公開

している。 

 団体信用生命保険の特約料の支払を年払い

でなく、毎月の返済額に含む支払方法とし

た。 

 マンションすまい・る債の満期償還金支払

通知書をホームページからの再発行手続が

行えるようにした。 

 住宅再建相談会への来場者が、借入申込書
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（４）情報管理  

「独立行政法人等の

保有する情報公開に関

する法律」（平成 13 年法

律第 140 号）及び「独立

行政法人等の保有する

個人情報の保護に関す

る法律」（平成 15 年法律

第 59 号）に基づき、適

切な対応を行うこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（４）情報管理  

① 「独立行政法人等

の保有する情報公開

に関する法律」（平成

13 年法律第 140 号）

及び「独立行政法人

等の保有する個人情

報の保護に関する法

律」（平成 15 年法律

第 59 号）に基づき、

適切な対応を行う。 
 
② 個人情報の取扱い

については、役職員

に対する研修や点検

を毎年度実施し、組

織内全体での適切な

管理の徹底を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
（４）情報管理  
① 適正な業務運営及

び国民からの信頼を

確保する観点から、

「独立行政法人等の

保有する情報の公開

に関する法律（平成

13 年 法 律 第 140 
号）」に基づき適正か

つ円滑な情報公開を

行う。 
 
② 役職員に対する研

修や点検を実施する

ことにより、「独立行

政法人等の保有する

個人情報の保護に関

する法律（平成 15 
年法律第 59 号）」、

「独立行政法人等の

保有する個人情報の

適切な管理のための

措置に関する指針」

（平成 16 年総管情

第 85 号総務省行政

管理局長通知）等に

基づいた情報の管

理・保護を組織内全

体で徹底する。 
 
③ 「特定個人情報の

適正な取扱いに関す

るガイドライン（行

政機関等・地方公共

の書き方など継続して直接相談できるよ

う、市町の広報や機構ホームページでの周

知に加え、半年分の全日程・会場が分かる

「相談会開催一覧表」を作成し、相談会場

での配布、仮設住宅集会所への掲示及び仮

設住宅入居者への送付等を行った。 

 
 
 
○ 法人文書開示請求を５件、保有個人情報開示

請求を５件受理し、開示決定を行う等適切に対

応した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 個人情報の管理・保護の徹底のために以下の 
取組を行った。 

 e-ラーニングを活用した全職員向けの研修 
 社内掲示板及びパソコン起動時のポップア 
ップ画面を活用した周知 

 コンプライアンスドリル（１問１答形式） 
 集合形式の研修 
 職場単位のミーティング 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 特定個人情報保護の安全管理措置の着実な実

施のために以下の取組を行った。 
 社内掲示板及びパソコン起動時のポップア 
ップ画面を活用した周知 
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（５）情報セキュリティ 

内閣官房情報セキュ

リティセンター（ＮＩＳ

Ｃ）策定の「政府機関の

情報セキュリティ対策

のための統一基準」に基

づき、規程やマニュアル

の整備等を行うととも

に、国、関係機関等と脅

威情報を共有しつつ、外

部からの不正アクセス

等に対して、ソフト・ハ

ードウェア両面での対

策を継続して実施する

こと。 
また、役職員の情報セキ

ュリティリテラシーの

維持・向上を図ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（５）情報セキュリティ  

① 内閣官房情報セキ

ュリティセンター

（ＮＩＳＣ）策定の

「政府機関の情報セ

キュリティ対策のた

めの統一基準」に基

づき、規程やマニュ

アルの整備等を行う

とともに、国、関係機

関等と脅威情報を共

有しつつ、外部から

の不正アクセス等に

対して、ソフト・ハー

ドウェア両面での対

策を継続して実施す

る。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

団体等編）」（平成 26
年特定個人情報保護

委員会告示第６号）

等に基づく安全管理

措置を着実に実施す

る。 
 
 

（５）情報セキュリティ  
① 内閣官房情報セキ

ュリティセンター

（ＮＩＳＣ）策定の

「政府機関の情報セ

キュリティ対策のた

めの統一基準」に基

づき、組織、取り扱う

情報の特性等を踏ま

えた情報セキュリテ

ィポリシーの整備等

を行うとともに、国、

関係機関等と脅威情

報を共有しつつ、外

部からの不正アクセ

ス等に対して、ソフ

ト・ハードウェア両

面での対策を実施す

る。  
 
② 「サイバーセキュ

リティ戦略」（平成

27 年９月４日閣議

決定）等の政府の方

針を踏まえ、情報セ

キュリティポリシー

に従い、情報セキュ

リティ対策を適切に

推進する。 
 
 
 
 
 

 コンプライアンスドリル（１問１答形式） 
 集合形式の研修 
 職場単位のミーティング 

 
 
 
 
 
 
○ 「政府機関の情報セキュリティ対策のための

統一基準」とのギャップ分析を踏まえ、情報セ

キュリティポリシーの改正を行ったほか、情報

セキュリティ委員会において機構が保有する個

人情報及び重要情報の取扱いに関する議論を行

い、文書管理及び情報セキュリティ対策の観点

で適切に管理するための情報管理ルールについ

ての方向性を決定した。 
また、主務省を通じて国や関係機関とも緊密

に連携しつつ、外部からの不正通信に関するモ

ニタリングを行ったほか、機構のシステムに対

するペネトレーションテストを実施し、不正ア

クセスへの対策状況の確認を行った。 
 
 
 
 
 
 
○ 平成 29 年度情報セキュリティ対策推進計画

に定め、技術的対応・管理的対応の２つの全体

方針を踏まえ、多層的な取組を行った。 
具体的には昨年度以前に委託先で発生した大

量の個人情報流出事案を踏まえ、情報セキュリ

ティ事故が委託先で発生した際の機構内の対応

体制(JHF-CSIRT)を整備し、構成員による訓練

を行ったほか、受託金融機関以外の委託先にお

ける個人情報の取扱に関する調査を行い安全管

理について確認を行った。また、機構の保有す

る個人情報等の重要情報を守るため、共有ドラ

イブ内の暗号化対策の強化等を決定した。(平成

30 年秋頃導入予定) 
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（６）業務実施体制の整 

  備 
機構が業務を委託し

ている民間金融機関等

が融資審査、債権管理、

顧客保護、情報管理・情

報セキュリティ対策、コ

ンプライアンス等の取

組を適切に行うための

措置を講ずること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 役職員に対する研

修を毎年度実施し、

情報セキュリティリ

テラシーの維持・向

上を図る。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）業務実施体制の整  

  備 
① 適切な融資審査の

実行及び職業、性別、

地域等による画一的

な融資選別の防止を

図るため、民間金融

機関ごとに融資条件

を把握し、融資審査

に関するモニタリン

グ等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② 委託機関におい

て、関連法令が遵守

され、お客さまへの

③ 役職員に対する研

修を毎年度実施し、

情報セキュリティリ

テラシーの維持・向

上を図るとともに、

自己点検等の結果を

踏まえ、運用の見直

しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（６）業務実施体制の整

備 
① 民間金融機関にお

いて、適切な融資審

査の実行及び職業、

性別、地域等による

画一的融資選別の防

止を図るため、証券

化支援業務への金融

機関の参入に当た

り、協定書を締結す

るとともに、金融機

関ごとに融資条件の

把握や融資審査のモ

ニタリング等を行

う。その結果、当該協

定書や事務処理マニ

ュアルの規定に違反

する場合は、是正の

ために必要な措置を

講ずるよう求める。 
 
② 委託業務に関し

て、関連法令が遵守

され、お客さまへの

○ 情報セキュリティに関する統一テーマを設定

し、グループごとに研修を行ったほか、外部専

門家による役員向けの情報セキュリティ研修等

の各階層別研修や会議、朝のパソコン起動画面

等の機会を利用して必要な注意喚起等を行っ

た。また、全部署において内部自主点検を実施

し、不備事項については再発防止の徹底を指示

したほか、内部監査等での検出事項について周

知徹底した。 
そのほか、平成 29 年９月に全職員を対象に標

的型攻撃メール訓練を実施した。 
加えて、サイバーセキュリティの人材育成計

画を策定し、サイバーセキュリティ強化職員を

指定の上、当該職員を専門の外部研修へ参加さ

せる等、人材育成を進めた。 
 
 
 
 
○ 平成 29 年度に証券化支援事業に新規参入し

た金融機関に対し、協定締結等に関して適切に

対応を行った。 
  また、平成 29 年度において参入の希望のあっ

た金融機関に対し、手続説明会を実施する等、

適切に対応を行った。 
○ 金融機関の融資審査に係る書面調査（283 機

関）及び実地調査（40 機関）を実施し、事務処

理マニュアル等で規定した審査内容への対応が

不十分と認められた 26 機関については書面に

よる是正要請を行った。さらに、書面調査及び

実地調査において対応が不十分と認められた事

項については、金融機関説明会において説明し、

金融機関に対し適切な融資審査の実施を要請し

た。 
 
 
 
 

 

○ 委託業務において、関連法令の遵守やお客さ

まへの対応等が適切に行われているかについて

モニタリングを実施し内部委員会で審議した。
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（７）人事管理 

事業ニーズや社会経

済情勢の変化を的確に

踏まえつつ、円滑な業務

遂行を行うため、外部組

織との人材交流、外部人

材の活用等により必要

な人材を確保するとと

もに、人材の育成に努め

対応が適切になされ

た上で、管理回収の

最大化が図られてい

ることに関するモニ

タリング等を行う。 
 
 
 
 

 
 

 
③ 委託業務に関し

て、お客さま保護対

策、情報管理に関す

る安全管理措置、情

報セキュリティ対策

及びコンプライアン

ス等の取組を行わ

せ、これらの対策等

が適切に行われてい

ることに関するモニ

タリング等を行う。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（７）人事管理 

① 事業ニーズや社会

経済情勢の変化を的

確に踏まえつつ、円

滑な業務遂行を行う

ため、外部組織との

人材交流、外部人材

の活用等により必要

な人材を確保すると

対応が適切になされ

た上で、管理回収の

最大化が図られてい

ることに関するモニ

タリング等を行う。

その結果、関連法令

や事務処理マニュア

ルの規定に違反する

場合は、是正のため

に必要な措置を講ず

るよう求める。 
 
③ 委託業務に関し

て、お客さま保護対

策、情報管理に関す

る安全管理措置、情

報セキュリティ対策

及びコンプライアン

ス等の取組を行わ

せ、これらの対策等

が適切に行われてい

ることに関するモニ

タリング等を行う。 
  その結果、機構が

定める対策や事務処

理マニュアルの規定

に違反する場合は、

是正のために必要な

措置を講ずるよう求

める。 
 
 
 
（７）人事管理 
① 事業ニーズや社会

経済情勢の変化を的

確に踏まえつつ、円

滑な業務遂行を行う

ため、外部組織との

人材交流、外部人材

の活用等により必要

な人材を確保する。 

また、支店等が日常的に行う受託金融機関モニ

タリングにおいて把握した懸念情報等について

も内部委員会で審議した。管理回収業務の処理

体制面の課題のある受託金融機関に対しては、

体制強化等の必要な措置を講じさせることによ

り管理回収の最大化を図った。 
 
 
 
 
 
 
○ 委託先におけるお客さま保護対策及び情報管

理に係る安全管理措置に関する調査を実施し、

対策が適切に行われているかモニタリングを実

施した。安全管理措置に関する調査の実施に当

たっては、従前の書面監査と項目の重複を排除

した上で一本化し、委託先が一体的に取り組め

るよう見直した上で実施した。 

金融機関に訪問する実地モニタリングについ

ては、支店等と連携によりフルスコープ型（業

務処理体制、業務処理状況等全般をモニタリン

グ対象とするもの）：18機関、ターゲット型

（一部の特定の分野に限定してモニタリング対

象とするもの）：69機関のモニタリングを実施

し、各金融機関の実態（弱み）に応じた助言・

支援を行い、準拠性に関する不備事項だけでな

く、業務処理体制面の課題に対しても是正のた

めに必要な措置を講じさせた。 

また、本店関係部署の連携により、実地によ

るモニタリングは原則として１金融機関１回と

するワンストップで実施した。 

 
 
（外部人材の活用） 
○ 円滑な業務遂行を行うため、引き続き外部組

織との人事交流等を行った。 
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ること。 
併せて、女性活躍や働き

方改革の推進に取り組

むとともに、役職員一人

ひとりが働きやすい職

場づくりを目指し、勤務

環境の整備、育児・介護

等との両立のための支

援等を行うこと。 

ともに、機構の業務

に求められる能力・

専門性を向上させる

ための研修等を通じ

た人材の育成を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 女性活躍や働き方

改革の推進のため、

女性の積極的な採

用、就業継続支援、人

材の育成及び役職員

の理解向上に取り組

むとともに、役職員

一人ひとりが働きや

すい職場づくりを目

指し、勤務環境の整

備、育児・介護との両

立のための支援等を

行う。 

 
② 金融、建築、ＩＴ

等、機構の業務を行

う上で高度な専門性

が求められる分野に

ついて、ＯＪＴによ

るノウハウの蓄積、

専門研修の実施、外

部組織への研修派遣

等により職員の専門

性の向上を図る。 
 
③ 階層別研修等を計

画的に実施し、職員

の能力・資質の向上

を図る。 
 
 
 

 
④ 女性活躍や働き方

改革の推進のため、

女性の積極的な採

用、就業継続支援、人

材の育成及び役職員

の理解向上に取り組

むとともに、役職員

一人ひとりが働きや

すい職場づくりを目

指し、勤務環境の整

備、育児・介護との両

立のための支援等を

行う。 

 
（専門性向上） 
○ 金融、建築、ＩＴ等、高度な専門性が求めら

れる分野については、人事配置やローテーショ

ンに配慮しつつ、ＯＪＴ等を通じた育成を実施

した。また、職員の専門性の向上を図るため、

外部機関が行っている金融・証券関連専門講座

や国土交通大学校等に職員を派遣した。 
 
 
 
 
（階層別研修） 

○ 人材育成実施計画に基づき、昇格の時機を捉

えた昇格者研修を実施し、職員の能力・資質の

向上を図った。また、中堅職員のマネジメント

能力の養成や管理職職員のリーダーシップ及び

マネジメント能力の向上に向けて、多面評価サ

ーベイ等を実施した。 

 

（女性活躍推進） 

○ 女性活躍推進及び育児・介護との両立支援等

に係る取組方針を定め、女性の積極的な採用を

行うため、女性職員を採用面接にも参加させる

とともに、両立支援のための管理職への啓発や

育児休業者の円滑な職場復帰を実現するための

復帰前説明会の実施、介護に関する情報提供や

相談窓口の設置などを行った。 
 

 


